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は し が き

財団法人 資産評価システム研究セ ンターは、適切な地域政策の樹立に資するため、地域の資産

の状況及びその評価の方法に関す る調査研 究等の事業を実施することを目的 として昭和53年 に設

立され今年度で第20期 目を迎えま した。

当評価セ ンターにおける調査研究は、資産評価 の基礎理論及び地方公共団体等における資産評価

技法の両面にわたって、学識経験者及び地方公共団体等の関係者 をもって構成する土地、家屋、資

産評価 システム及び 償却資産の各部門 ごとの研究委員会 において行われてお りま したが、本年度よ

り、これ らの委員会に加 えて固定資産のよ り基本的な問題に焦点をあわせて調査研究を行 うために

「固定資産評価の基本問題に関する研 究委員会」を発足 させ るとともに、従来の委員会につきまし

ては、発展的な見直 しを行い、資産の特性に応 じたよ り適切な評価のあ り方につ いて調査研究 をす

すめてまい りま した。

本年度の基本問題に関す る研究委員会は、土地評価の基本問題 を扱 う土地部会、家屋評価の基本

題 を扱 う家屋部会を設置 しま したが、土地部会においては、現行の土地評価の仕組みをふまえて、

米国の土地評価、 日本 の鑑定評価実務 にお ける収益還元法の活用状況を見た上で、固定資産税 の土

地評価にお ける収益還元法の活用の可能性 について討議を行いま した。

また、家屋部会においては、現行 の家屋評価 の仕組みをふまえ現在の家屋評価の問題点、他制度

における家屋評価の方法、取得価格方式等について討議 し、 これか らの家屋評価のあ り方 につ いて

検討を行いま した。

このほど、両部会における調査研究の成果をとりまとめ、ここに、公表す る運び とな りま したが、

この機会に熱心にご研 究、ご審議 をいただきま した委員及び専門員に対 し、心か ら感謝申 し上げま

す。

なお、当評価センターは、今後 とも、所期の 目的にそって、事業内容の充実及び地方公共団体等

に役立つ調査研究に努力をいたす所存であ ります ので、地方公共団体 をは じめ関係団体の皆様 のな

お一層の ご指導 、ご援助 をお願 い申 し上 げます。

最後に、この調査研究事業は、(財)全 国市町村振興協会の補助金の交付 を受 けて実施 した もの

であ り、改めて深 く感謝の意 を表す るものであ ります。

平成10年3月

財団法人 資産評価システム研 究セ ンター

理 事 長 湊 和 夫

問
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固定資産評価の基本問題 に関す る研究委員会の設置 の趣 旨とその 目的

財団法人 資産評価システム研 究セ ンターは、 昭和53年 の創設以来、土地 、家屋及 び償却資産の

評価システムにつ いてそれぞれ専門の委員会を設置 し、固定資産評価 を巡る様々な問題について調

査研究を重ねてきた ところであ り、その多 くは固定資産評価 の制度、運用並びに地方公共団体にお

ける評価水準の向上や評価技術の改善 とい う点 について多大な貢献を してきた。

このよ うな中、昨今、国民一般の課税の公平性や適正化に対す る関心が高まる中で、固定資産税

についても近年様々な観点か ら議論 が起 こってきた ところであ り、税負担の不公平是正は もとより、

課税の基礎 となる評価につ いても、その適正化 ・均衡化が大きな課題 として取 り上げ られ るよ うに

なってきた。

特に土地の評価については、バブル期における地価高騰 を背景 として平成元年に制定 され た土地

基本法等を始 めとした 「公的土地評価 の均衡化 ・適正化を推進すべきである」 とい う社会的要請 を

受けて、幅広い議論 が行われた結果、平成6年 度の評価替 えか ら地価公示価格の一定割合を 目標 に

評価の均衡化 ・適正化の推進が図 られ ることとなった(い わゆる 「7割評価」)。

他方、家屋の評価 につ いては、昭和38年 の現行固定資産評価基準の制定以降、家屋の構造 ・工法

・資材等には 日進月歩の向上があ りながら、評価手法の枠組み等にっいては大きな見直 しが行われ

ることがな く30余 年を経 てきた とい う経緯 がある。

また、国内だけではな く海外に 目を転 じてみ ると、一般に諸外国においては基礎的な地方 自治体

は、財源の主要な部分を固定資産に対す る課税 に求めていることか ら、固定資産の評価を巡 る様 々

な課題 の検討や評価手法の開発な どが行われている。

このよ うな状況を背景 として、当セ ンター としては、海外 の固定資産評価の事情の把握 を含 め、

固牢資産税の課税のための評価のあ り方について、現行の固定資産評価基準を踏まえつつ 、自由か

つ多様 な討議を行 う調査研究の場 として 「固定資産評価の基本問題 に関す る研究委員会」 を設置す

ることとした。

本委員会においては、このよ うな設置の趣旨を踏 まえ、固定資産評価 に係 るよ り基本的 な問題に

焦点を合わせることとして、固定資産の うち土地、家屋の資産別 に以下の主な論点項 目を設定 し、

それぞれ専門の部会 を設置 して逐次検討す ることとしたものである。

<主 な論点>

(土地部会)

1地 価公示価格等に対す る7割 評価について

2収 益還元法の活用の可能性 について

3農 地 ・山林の評価 について

(家屋部会)

1建 築価格の算出方法につ いて

2取 得価格方式について

3収 益還元法の活用の可能性について

(共通)

評価の共同化について
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は じめに

現在の固定資産税にお ける宅地評価は、以下で見る とお り、従前の売買実例比較方式を原則 とし

つつ、バブル期の地価高騰 に端を発 した土地基本法を始めとする公的土地評価 の均衡化 ・適正化の

要請を受け、地価公示価格等を標準宅地の評価に活用す ることを通 じて、地価公示価格等を固定資

産評価の客観的な物差 しとして活用するようになった ことに加えて、近時の地価下落傾向を評価 に

反映 させる簡易な修正の仕組み を導入 した ことで、より弾力的かつ納税者 に対 して説明力のある評

価方法 となってきた と評価することができる。

しか しなが ら、後述する とお り、平成6年 度評価替えを巡 って少なか らぬ数の審査請求や訴訟が

提起 されたことな ど、現行の土地評価手法に対 して十分に納税者の理解が得 られ ていない と見る向

きもある。そ こで 「固定資産評価の基本問題 に関す る研究委員会 ・土地部会」においては、 さらに

納税者 の納得や理解 をよ り得 られ るよ うな評価手法 、納税者 に対 してよ り説明力のあ る評価手法を

検討 してい くことが今後 も重要 である との観点に立ち、固定資産税の土地評価の基本 問題に関 して

幅広 い検討 を行 うことと した。

土地部会において検討する主な論点は以下のとお りである。

1地 価公示価格等に対する7割 評価について

2収 益還元法の活用の可能性 について

3農 地 ・山林 の評価について

本年度の調査研究においては、本委員会は固定資産税の課税のための土地評価 のあ り方を検討す

るものであるとい う大前提があることに鑑み、まず 、固定資産税の概要調書 にお いて決定価格の約

88%を 占める宅地 にもっぱ ら焦点を当てることとした(資 料P53参 照)。 その大前提の上で、

現行の土地評価 の仕組み、諸外国の例や 日本 の鑑 定評価実務 を概観 しつつ、土地評価の主要3手 法

(売買実例比較法、収益還元法、原価法)の うち、理論的な優位性や 、地価上昇期における検証手

段 としての活用が指摘 され る収益還元法の活用の可能性について幅広 く検討 を行 うことと した。

また、収益還元価格の鑑定評価価格に対する割合調査を実施 し、7割 評価 を妥 当とした当センタ

ーの土地研究委員会にお ける平成3年 度調査の妥 当性 の再検証 を行 うこととした
。

なお、本報告の取 りまとめにあたって、第Ⅱ章 中 「1米 国の土地評価 にお ける収益還元法の活

用について」及び 「2日 本の鑑定評価実務にお ける収益還元法の活用について」は、それぞれ本

部会にお ける福井康子委員 、中島康典委員の報告を基礎 としている。

-7-



1現 行土地評価の仕組み

1現 行制度の基本 と概要

① 評価 方法の基本

現行の評価基準にお ける各資産 ごとの評価方法の うち、土地については売買実例価額 を基準

と して評価する方法が基本 となっている。 この場合 にお ける売買価格 とは、現実の売買実例価

額か ら不正常な要素に基づ く価額 を除去 して得 られ る正常売買価格 をい うものであ り、固定資

産の評価は、この正常売買価格 を基準 と して、評価を行 うものである。

なお、農地については、その売買が一般 に農業経営 を可能 とする程度 の規模の農地 を単位 と

して行われ ることはほ とん どな く、10～15ア ール程度の農地を単位 とするいわゆる切 り売 り、

買い足 しの形で行われ るのが通常である。 したがって、農地の売買はもともと相 当割高な要素

が含 まれ ているとみ られ、 この売買価格 をそのまま農地の価格 とすることは適 当でないことに

なる。 このため、評価基準では、正常売買価格に農地の限界収益修正率(平 均 アール 当た り

純収益額の限界収益額に対す る割合)を 乗 じて適正な時価を評定す るもの としている。

このよ うに土地の評価は、売買実例価額か ら評定す る適正 な時価に基づいて行 うこととされ

ているが、土地は一般の商品 とは異 な り、各々の土地の位置が決まってお り、その形状態様 も

多様であるので、各筆の土地について、個 々に、売買実例価額 を基準 として評価す る方法 を適

用す ることは困難である。

したがって、評価の しくみ としては、固定資産税の大量評価等を考慮 し、面的バランスを重

視 した評価を行 うこととし、原則 として各筆の土地について、価格形成要因にお ける格差 を評

点数によって格付 け し、これ に評点一点 当た り単価 を乗 じてその価額 を求 めるとい う 「評点式

評価法」によるものと している。

評点式評価法の要点は、次のとお りである。

ア 評点数の付設

(ア)用途地区、状況類似地区を区分する。

(イ)状 況類似地区ごとに標準地を選定する。

(ウ)標 準地……売買実例価額か ら評定する適正な時価 に基づいて評点数を付設す る。

(工)(ウ)以外の土地……標準地の評点数に比準 して、各筆の土地に評点数を付設する。

イ 評点一点当た り価額の決定

指示平均価額に総地積 を乗 じ、 これ を付設総評点数で除 して得た額 を基準 として評点一点

当た りの価額 を決定する。

10
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ウ 各筆 ごとの評価額

アによって付設 した各筆の土地の評点数をイによって決定 した評点一点 当た りの価額 に乗

じて、その評価額を求める。

② 宅地の評価方法の概要

ア 評価額の算出

各筆 ごとの評点数 × 評点1点 当た りの価額 各筆ごとの評価額

イ 各筆 ごとの評点数の付設

付設の方法

市街地宅地評価法(路 線価方式)

主 として市街地的形態 を形成す る地域における宅地 に適 用

その他の宅地評価法(標 準宅地比準方式)

主 として市街地的形態 を形成するに至 らない地域にお ける宅地に適用

宅地の評価 は、評価の拠点 と しての標準宅地の評点数(又 は路線価)に 基づ き各筆の宅地

について宅地 の価格構成要素か らみて標準宅地 との格差を評点数 によって求 め、 これに一点

単価 を乗 じて価格を求めるとい う方法によることと定め られている。

この評点式評価法 は「 評点数の付設」 と「一点単価の決定」の二つの段階 に区分 され る。

宅地の場合、評点数 の付設は 「市街地宅地評価法」又は 「その他 の宅地評価法」によること

とされてお り、一点単価の決定は、市町村別の指示平均価額を基準と して市町村長が決定す

るもの とされているが、実務的には評点数一点当た り1円 と考えてよい ものである。

ウ 評価方法の しくみ

(ア)市 街地宅地評価法

街路 ごとに、当該街路に沿接す る標準的な宅地の1平 方メー トル 当た りの価格 を表す路

線価 を付設 し、この路線価 に基づいて所定の 「画地計算法」を適用 し、各筆の評点数 を求

めるとい うもので、評価作業上大別す ると 「路線価の付設」 と、 「各画地の画地計算」の

二つの段階に分けられ る。

(資料P45参 照)

(イ)そ の他の宅地評価法

当該市町村内の宅地の沿接する道路の状況、公共施設の接近 の状況、家屋の疎密度その

他宅地の利用状況が概ね類似 していると思われる地区を区分 し、これ らの地区 ごとに選定

した標準的な宅地の評点数に基づ いて所定の 「宅地の比準表」を適用 し、各筆の評点数を

求 める方法をい うものである。
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2鑑 定評価価格導入の経緯

固定資産税における土地の評価は、前述の とお り売買実例価額か ら求め られ る正常売買価格 に

基づいて適正な時価 を評定する方法によってい るが、昭和60年 代の地価高騰の影響を受けて、固

定資産税の宅地の評価額 の地価公示価格に対す る割合は次第に低下す る状況にあった。また、地

価公示価格、相続税の評価額、固定資産税の評価額は ともに公的な土地評価であるにも関わらず、

それ らの間であま りに も水準がかけ離れていることも公的土地評価の信頼性の面で問題が指摘 さ

れる要因 となっていた。

このような状況をもたら した要因のひ とつ として、 「地価公示制度については取引事例比較法

を重視 した現在の評価方法では投機的要素 を完全に排除 しきれず、地価高騰の追認 になるのでは

ないか等の意見がある。」 とい う指摘 もあった(平 成2年10月29日 土地政策審議会答 申(注))。

こ うした中で、公的土地評価の一元化論等 さまざまな国会での議論を経て、平成元年12月 に土

地基本法が制定 され、その第16条 において公的土地評価相互の均衡 と適正化が規定 され たことか

ら、総合土地政策推進要綱(平 成3年1月25日 閣議決定)に おいて、固定資産税評価 について、

「相続税評価 との均衡 にも配慮 しつつ、速やかに、地価公示価格の一定割合を 目標 に、その均衡

化 ・適正化を推進す る」 とされ た。

この ような政府全体 としての方針を踏まえ、また、固定資産税の土地評価に対する国民の信頼

の確保を図 るため、平成6年 度の評価替 えにおいて地価公示価格の一定割合、具体的には地価公

示価格の7割 を目標に評価の均衡化 ・適正化が図 られ た(い わゆる 「7割評価」)。

この場合において、現状では地価公示地点数が極めて限 られていることから、各市町村 におい

て、地価公示に準 じて評定 されている都道府県地価調査価格及び地価公示 における基準 と同一基

準(不 動産鑑定評価基準)に 基づいて求 められ る鑑定評価価格を、地価公示価格 に準ず るもの と

して活用す ることとされた。 このよ うに、地価公示価格等を固定資産税の土地評価の客観的な物

差 しとして活用するようになった ことを通 じて、公的土地評価の均衡化 ・適正化が図 られ てきた

のである。

また、平成9年 度の評価替えにおいては、地価下落に対応 した評価額の修正を行 うことができ

ることとされ た。具体的には、価格調査の基準 日以降半年間の地価変動率 を把握する際に、都道

府県地価調査を活用す るほか、鑑定評価の時点修正に よって都道府県地価調査地点の不足を補 う

こととされた。 さらに、据 置年度 である平成10年 度及び平成 年度においても、同様 に簡易な手

法によって地価下落に対応 した価格の修正を行 うことができることとされた。

(資料P57参 照)

(注)な お、同答申においては、 「不動産鑑定評価制度については、土地鑑定委員会から、土地基本法を踏まえ、

かつ、収益還元法を重視する等の観点に立った新しい不動産鑑定評価基準が答申されるところであり、今後、

新しい基準にのっとってより適正な鑑定評価が推進されることが必要である。」とされ、平成3年4月 から収
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益還元法を重視 した新 しい不動産鑑定評価基準において 「市場における土地の取引価格の上昇が著 しいときは、

その価格 と収益価格との乖離が増大するものであるので、先走 りがちな取引価格に対する有力な験証手段 とし

て」収益還元法を活用すべきであるとされた。(資 料P59参 照)

3不 服 審査 、訴 訟 の動 向

① 固 定資 産評価 審 査委 員会 に対す る審 査申 出状 況

平成9年 度 の 固定 資産課 税 台帳 の 縦覧 期間 の初 日か らその 末 日後10日 まで の間 に出 され た

審 査 中 出件数 は 、13,208件 とな っ てお り、平成6年 度(22,229件)と 比較 す る と9,021件 、41

%の 減 となっ てい る(資 料P69参 照)。 これ は、地 価 下落 を評 価額 に反映 す る措置 、例 えば 、

据 置 年度 の下落修 正 が地 方税 法 附則 第17条 の2に 規 定 され た こと等 、一 定の 対応 が な され た

こ とに加 えて 、いわ ゆ る 「7割 評 価 」 の導入 後2回 目の評 価 替 え とな り、納 税者 へ の理 解 が浸

透 しつ つ あ るこ とが 背景 に あ る もの と思 われ る。

平成6年 度 にお いて は、 宅地 の評 価上 昇割 合 が比較 的 高 か った東京 都 、大阪府 等 の大都 市部

で 多数 の 審査 申出 が 出 され た と ころ で あるが 、平 成9年 度 は 、東 京都 が1,024件 で 、平成6年

度(2,513件)と 比 較 す る と1,489件 、51%の 減 、大 阪府 は4,092件 で 、平成6年 度(9,654

件)と 比 較す る と5,562件 、58%の 減 とな っ た こ とをは じめ 、前 回 審査 申出件数 が 多 か った

大都 市 部 にお い て審 査 申出件 数 が激 減 してい る傾 向 がみ られ る。

課 税 客 体別 に分類 す る と、 土地 に対 す る申出 件数 は10,696件 で 、平成6年 度(20,857件)と

比 較す る と10,161件 、49%の 減 となっ てい る一方 、家屋 に対 す る 申出件 数 は3,398件 で 、平

成6年 度(1,673件)と 比較 す る と1,725件 、103%の 増 となっ てお り、土地 に対 す る審査 申

出 が 半減 し、家 屋 に対 す る審 査 申出 が大 き く増加 して い る。

土地 に対す る審査 申出 を理 由別 に分 類す る と、宅 地 につ い て公示 地価 の7割 で評価 す る こ と

に対す る不服 、評価 額 が賦課 期 日で あ る平 成9年1月1日 の価格 でな い ことに対す る不 服 又は

市 街化 区域 農地 が宅 地 並で評 価 され る こ とに 対す る不服 等 、 「国 の施策 に基 づ い て評 価 され た

こ と」 に 関す る こ とが、7,000件 とな ってお り、土 地全 体 の 申 し出 に 対 して65%を 占め 、画

地 の認 定等個 々の 土地 の評 価 に関 す る不服 が、3,696件 で35%を 占め てい る(資 料P70参

照)。

審査 申出の65%を 占 める 「国 の施 策 に基づ いて評 価 され た こ と」 の 中には 、土地 の評 価 に

は収 益 還 元法 を採 用 すべ きで はな いか とい う納税 者 の意 見 も含 まれ て い る。

② 訴 訟 の動 向

平 成6年 度評 価 替 え に係 る訴訟 提 起 の状況 は、固 定資産 評 価審 査委 員 会 の審査 決定 に 対す る

取 消訴訟 に限っ てみれ ば、平 成6年 度52件 、平 成7年 度97件 、平 成8年 度33件 、平 成9
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年度6件(平 成9年3月30日 現在)と 合計188件 提起 されている。(資 料P71参 照)

この うち、確定 した ものが9件 、原告が控訴あるいは上告 しているものが4件 、被告が控訴

しているものが1件 ある。(資 料P74参 照)

また、国及び市町村 を被告 とす る国家賠償請求訴訟 も平成9年 度末 までに3件 提起され てい

る。(資 料P81参 照)

なお、平成9年 度評価替えに係 る訴訟提起の状況は、固定資産評価審査委員会の審査決定に

対す る取消訴訟に限ってみれ ば、平成9年9月30日 現在で15件 提起 されている(資 料P72

参照)。

これ らの訴訟においては、土地の評価の方法 としては収益還元法を採用すべきではないか と

い う原告の主張が争点のひ とつ となっている場合 もある。
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Ⅱ 収益還元法について

1米 国の土地評価における収益還元法の活用について

(1)収 益還元法 による評価の実態

アメ リカには不動産の評価手法 として、原価法(costapproach)、 取引事例比較法(

)、 収益還元法()の 三手法がある。 日本にお ける不

動産の個別評価 も、アメ リカか ら評価理論 を輸入 してお り、 この三手法も認識 されている。

日米における固定資産評価の違いのひ とつ として、ア メリカの場合、収益用不動産の評価に

収益還元法を採用す る州が多い ことがあげ られ る。

① 各州 における評価手法

重要なのは、使用 している手法の使 い分け、つま り、 どこまで分化できているか とい う点

である。そこで、このよ うな評価手法の分化がアメ リカの各州 でどこまで出来ているかをみ

るために、採用 している手法 を一覧表に したのが資料P88の 表である。

この各州の採用 している評価手法の組み合わせ を見ると、次の二点が読み取れ る。

○ 「収益還元法」 を採用 している州は、必ず三手法を採用 している。

○ 「収益還元法」 を使用 していない州は、 「取引事例比較法」のみ 、又は 「原価法」のみ

とい う単純な図式の州、 もしくは、 「取引事例比較法」 「原価法」併用のみの州 である。

これ を見る限 りで も、 「収 益還元法」は三つの評価手法の中でも、分化の結果 としての高

度な手法 と考え られ る。

また、実際、アメ リカの評価の歴 史を見てい くと、現在のよ うな収益還元法は二手法よ り

も、現実的な応用において、後か ら生 じてきた ことがわかる。

② 収益還元法の発達の経緯

歴史的にみ ると、理論上の収益還元法の基本的な考え方は古く、アル フ レッ ド・マーシャ

ルやそれ以前に さかのぼ ることができる。

マーシャルは、 「価値=収 益/利 子率」 とい う公式 を提示 し、また、アー ビング ・フィッ

シャーは、価値は将来の収益の現在価値であるとい う命題 を用いて収益還元論 を発展 させた。

これ らは、現在アメ リカでの二大収益還元法である単年度収益還元法 と、多年度収益還元法

につながってい く。

しか しながら、現実的に収益還元法が評価の手法 として脚光を浴び るよ うになったのは、

1960年 代に入 ってか らである。1959年 にL.W.エ ルウッ ドが出版 したエル ウッ ド数値

compa

rablesalesapproach income approach
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表は、収益還元法の普及に多大な貢献を した。 これによ り、キャ ッシュ ・フローの割引きの

計算が簡単にできるようになったのである。

それまでは、アメ リカの評価の舞台は原価法 と取引事例比較法の二つが主流であったとい

えよう。

1929年 の株式大暴落 、及び 、続 く経済危機の中で、不動産市場は崩壊 し、市場価値 を

ベー スとする取引事例比較法 は一時信頼を大き く失った。また、原価法にも、不況の中では

新規の建築活動 も少な く、正確な原価 の評価が困難 となる致命傷が及んできた。

しか し、そこに安定的なモーゲー ジ市場が救世主 として登場す る。モーゲージ市場の安定

は、新 しく設立 された連邦住宅局によるモーゲージの保証によって得 られ た。 つま り、価格

査定のガイ ドラインの中に原価法の使用を認 めたのである。

しか し、第二次大戦後の建築ブームの時期に、原価法は再びその地位が揺 らぎは じめた。

どん どん複雑化する建築 コス トの変化 に評価員がついてい くのが難 しい とい う現実的な理由

があった。 しか しそれ も、そのー ズに応 えるべ く登場 した建築原価サー ビス機 関によ りほ

とんど解決で きた。

③ 高度化 した収益還元法

時代の変容 とともにア メ リカでは、収益還元法は次第に進化 を遂げてきた。エル ウッ ド数

値表 を境に、それまで無限または超長期の不動産保有 しか前提 としていなかった収益還元法

の世界に、有期 ・短期 の保有期間 とい う現実的な尺度が持 ち込 まれ た。 これは、インフレー

シ ョンや キャ ピタルゲイン増 が物理的減価を超える経済下では特に有用であった。 また、同

時に、投資家 も急速に従来の長期保有的視点を変え、短期保有へ と傾いていったのである。

現在では、各々の投資家の視点に沿った収益還元法の手法 を使い分 けることができるまで

に収益還元法は発達 してい る。その背景と してまずあげ られ るのは、コン ピュー タの発達 で

ある。データ処理の迅速化、デー タベース化、統計的分析 、DCF(DiscountCashFlow)分

析な ど多 くの面でコンピュータが利用できる。

また、1970年 代中頃か らの多くの経済局面 ごとに変化 してきた不動産市場の好況 ・不

況、多様 な投資環境 と税制、 これ らを背景 とし、近年は投資家 も多様化、高度化 してきてい

る。投資家の意思決定のされ方の違い(例 えば、自己投下資本 に対す る収益回収率で判断す

るか、総合還元利回 りで判断す るかな ど)な ども、評価手法は反映せねばならず、収益還元

法がそれ に応 えて進化 してきたと言えよ う。

④ マサチューセ ッツ州 にお ける評価

以下では、アメ リカの州 の中でも特に評価がすすんでいるといわれ るマサチ ューセ ッツ州

での資産評価における収益還元法の活用について述べる。
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居住用資産 と収益用資産の二つを大きく区分を し、それぞれに別の評価手法を用いている

点が特徴である。

・商業 ・オフィス ・賃貸マ ンシ ョン等の収益用不動産には収益還元法を用いてお り、取引事

例比較法は採用 していない。

・住宅評価には、大量の取引事例 をもとに取引事例分析を行ない、重回帰分析 を用いて評価

している。

⑤ 収益用資産への活用

収益を生む資産、つま り、オフィスや商業施設等 の評価は、個 々の物件 を収益アプ ローチ

で評価 している。

取引事例比較法はほとん ど使わない。以前は使用 していたが問題が生 じ、訴訟時のために

も説得力のあるdefendableな 収益アプローチの方を採用 して、今は取引事例比較法は使用 し

ない方に大きく傾いた との こと。 また、同様に以前は資産評価業務の一部 を外部の不動産鑑

定士に依頼を していたが、今 は全 くしていない。

膨大な量の不動産市場情報や、ボス トン市が 自ら郵送 して尋ね るア ンケー トか ら得 られ る

情報をもとに評価す る(資 料P89参 照)。 方式 としては 日本の収益還元法 と同 じしくみで

ある。それぞれの収益か ら費用 を引き残 ったものを還元利 回 り率(capitalizationrate)

で割 り戻 して収益価格を得 る。 この還元利回 り率については後で詳 しく述べ る。

更地(土 地のみ)は ほ とん どまれ に しか売買されないので、公式な手法をとることはない。

州の規定によれば、資産は二手法によって評価 されるべき となっているが、ほとん どの場

合、ひ とつの資産評価にひとつ の手法が重 きをおかれているとの こと。

つま り、収益用不動産に限っていえば、大半を収益還元法で評価 し、二次的手法の原価法

はまれ に しか使わない とい うのが実態 とい うことである。

(参考)採 用 している評価方法(資 料P91参 照)

⑥ 還元利回 り率 と賃料 ・経費データ

<デ ー タの豊富さと収集 ・適用 システムの違 い>

日本 とのも う一つ の大 きな違 いは、 この還元利回 り率の求め方の違 いである。還元利

回 り率は収益還元法において価格へ の影響度の極めて大 きい要素であ り、適正な還元利回

り率を採用することは収益還元法では大変に重要なテーマである。 日本での収益還元法の

未成熟は、この率の決定に困難性 とあいまい さがあるためと言えるが、マサチューセ ッツ

州 ではこの重要な率が、少な くともボス トンでは、現実デー タをもとに適正に、かつ資産

の種別 ごとに多様 に求め られていることを特筆 したい。設定の根拠が現実の事例デー タを

もとに してきちん としてお り、かつ 、不動産の種別 ごとに率 を求めるとい うことが可能な
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のは、デー タの豊 富さや信頼性 が優れてい るだけでな く、その収集 システ ムが 日本 と比較

しはるかによいため と考え られ る。以下にその情報環境 について述べ る。

<売 買デー タ>

売買の記録は登記所(RegisterofDeeds)に 登録す ることになってお り、その内容は

入手可能である。

日本の登記簿 のように面積 ・所有権移転年月 日、所有者名 を記すだけでなく、取引価格

が登記 されねばならな くなってお り、その不動産の価格の履歴 といった ものがず っと記録

されている。そのため、日本 とはくらべ ものにな らないほ ど大量の価格デー タが利用でき、

その分評価 の信頼性 に もつなが ると言 ってよいだろ う。

<収 益データ>

たいていの主要な建築物 に関 しては、収益 と費用の記録 がデー タと して コン ピュー タ

化 され てお り、また資産評価員の求めに応 じて所有者 よ り提出 される。

また、州 の法津 によってそれ らの情報 は所有者か ら申告 され るべき と義務づ け られて

いる(資 料P89参 照)。 評価担当局か ら送 られ てくるアンケー トフォー ムに賃料な どの

収益デー タと経費デー タを書 きこんで提出す る義務が所有者にある。 しか し、ボス トン市

は情報 を公開 しない建物につ いては、高 く評価額 をつ けるに留まっている。 もし建物所有

者 がこの不公平な評価 を不満 として訴訟をす るな らば、法廷が収益情報を証拠 として要求

することになってい る。

<費 用 ・経費データ〉

費用は、建物所有者 か ら提供 され る と共 に、いくつ かの機関や企業が いろい ろな市場

の情報 を発刊 している。 これ らを建物所有者か らの情報に対 しての代替的情報 として使用

す ることもでき、また検証データとす ることも可能である。

<建 設 ・再調達 コス トデー タ〉

費用のデー タと同様 、多 くの機関がこの種の情報 を地域ベース(主 要都 市及 び都 市圏

版な ど)で 出 している。

<還 元利回 り率>

これ らの豊富な実際デー タをもとに、ボス トン市では、還元利回 り率を求めてい る。

具体的には、売買 され た収益用不動産について、その売買価格 と、その時点の収益か ら求

められる現実の個別の還元利回 り率を多 く収集す るのである。そ して求めた多 くの還元利

回 り率を分析 し、資産評価業務上に、採用す るその年度の還元利回 り率を資産の種類別に

決定 している。恣 意的 に決め られているといわれ る日本の還元利回 り率 との決定的な違い

がここにある。

アメ リカの収 益用不動産への収益還元法の適用は、それ を支える豊富なデー タや 、情

報の収集 システムがあるか らであるといえよう。
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(2)ア メ リカにおける収益還元法による評価の特徴

① 個別評価であること

最大のポイン トは、個別評価であることである。収益用不動産は1件 ごとに、評価 を行 っ

てい る。それ を支 えているのが、必要デー タが入手できるシステムであ り、評価の コンピュ

ータ化 である
。マサチューセ ッツ州ボス トン市の例でいえば、賃料データは個別デー タを基

に しているが、経費データ及び還元利回 り率は不動産の種類・タイプごとにあ らか じめグル

ー ピング して求めた ものを各々採 用 し評価業務の簡素化がな されている
。

② 土地・建物一体評価か らスター トす ること

不動産は土地 ・建物一体と して利用 され るものとい う認識 がベースとなっているため、評

価もまず土地 ・建物一体 として評価 される。

つ ま り、収益還元法での評価 において も、1つ の不動産 としてその収益 を生む と考えられ

てお り、土地 ・建物一体 としての収益価格がまず求められ る。

③ 収益還元法による評価は安定的で説得力が高い

景気の好 ・不況 により、また投資環境の違いなどにより不動産市場は大 きく変動す るが、

資産評価額がそれ に連動 してあま り大 きく増減す るのは、自治体経営に とっても納税者に と

っても望 ましくない。不動産価格の変動に比べると賃料の変化の幅 は概 して緩やかであ り、

上昇期に も不動産の実勢価格に比較 して緩やかに上昇 し、下降期にもより緩やかに下が る。

収益還元法による評価はその賃料 をベース としてい るため、評価額 もその変動 は取引事例比

較法 に比べ安定的であるといえよ う。

また、還元利回 りも多 くの現実デー タや実例から求めた還元利回 り率 を スとした率 を

採用 しているので、投資 とい う点か らも説得力があ り、ア メリカでここまで普及 してきてい

ると考え られ る。

(3)審 査請求の制度 と件数

① 審査請求の制度

アメ リカでは審査請求(審 査申出)の ことをア ピール(appeal)と いい、このア ピールの

制度は納税者 に当然の権利 として定着 してお り、かつよく利用 されてお り、評価のまちがい

を正す効率的なシステムとして機能 してお り、評価システムの重要部分 として位置づ けがな

されている(資 料P94参 照)。
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ア ピールの仕組みは以下のとお り段階的になっている 。

.直 接の評価担 当局へ

疑問や意見がある納税者 は、納税通知 を受 けとってか ら一定期間内に直接 の評価担当局

(例えば市や町な ど)へ 問合わせ た り、出向いて話を しに行 く。

もしそれでも解決 しない場合、納税者が審査 を望む場合はア ピール申込みの用紙 に書 き

こみ、提出すればそれ が正式のappealと して登録 される。登録 され てか ら一定期間内に評

価担 当局は再調査 を行 う義務が あり、

2.上 部機 関へ

もし納税者 がその結果にまだ不服 の場合は、その上の機関(例 えば州政府やカウンテ ィ

政府 な ど)へ 審査の申出を行 う。州サイ ドには州 レベルの調査委員会があ りそ こでまた再

審査 される。それで もその結果に納税者が納得 しない場合 は法廷で争われ ることになる。

② 審査請求の件数

既 に述べたよ うに審査請求の制度は評価 システムの重要部分 として位置づ けられている

ため、日本 よりもはるかに多 くの納税者が これ を利用 している。

資料P95の 図は、IAAO(国 際資産評価員協 会:

singOfficers)が 調べたア メ リカ各州の審査請求の実態である 。その州にある不動産

の うちの何%が 審査請求の対象になったか を州 ごとに示 した もので、図よ りその割合の高 さ

が うかがえる。評価替えの年度にはさらにそれが増大す る州がほ とん どである。

日本の場合は、平成6年 に約22,000件 、全国の不動産の総数に占める割合でみた場合に

まだまだ少ない。

(4)評 価情報の公開について

評価情報の公開は、日本 とは比較 にな らないほど進んでいる。

評価額に関 しては、完全にオープンとしている州 が大半であ り、だれ でもが所有者であるな

しに無関係にその資産評価額 を知ることがで きる。

ロスアンジェルス州サ ンフランシスコ市では、自由に閲覧できるのはもちろん地図 コピー も

コンピュー ターか らの出力 もマイクロフィルムも1件1ド ルで入手でき、証明つき写 しは5ド

(注1)州 ごとにその仕組みには少 しずつバ リエー シ ョンがあるが、 ここではごく一般的なブ ロセ

スを紹介する。

(注2)IAAOが 実施 したアンケー トによる回答をまとめた もので実際の正確な数字ではないことに

注意。

1

International Association of Asses

(注1)

(注2)
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ル で入 手 で き る。

マ サチ ュー セ ッツ州 ボ ス トン市 や ケ ンブ リ ッジ市 をは じめ相 当数 のカ ウンテ ィや 市町 が評 価

部局 の ホー ムペ ー ジ を もってお り、 イ ン ター ネ ッ トをつ か えば 、海 外 か ら も、 ア メ リカの その

まちの 住所や 所 有者 名 を入 力すれ ばそ の評価 額 を知 るこ と もで き る(資 料P98参 照)。

プ ライバ シー とい う概 念 は そ こには な く、む しろ土地 ・建物 な どは公 的 な もの で あ りそ の情

報 は公 開 され るべ きで ある とい う思 想 が うか が える。

(注3)ボ ス トン市ホー ムペ ー ジ ア ドレス

http://www.ci.boston.ma.us/cyberhall/assessor/assessing.html

ケ ンブ リッジ市 の ホー ムペ ー ジア ドレス

http://ci.cambridge.ma.us/cgi・bin/assessor.cgiwww.
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2日 本の鑑定評価実務における収益還元法の活用について

(1)収 益還元法-そ の1(従 来の手法 による土地残余法)

収益還元法 とは、対象不動産が将来生み出す であろ うと期待 され る純収益の現価の総和 を求

めるものであ り、純収益 を還 元利回 りで還元 して対象不動産の試算価格 を求める手法である

(この手法による試算価格 を収益還元価格(鑑 定評価上は 「収益価格」であるが、本節でも他

節 と表現 を揃 えている。以下同 じ)と い う。)。

日本 の固定資産税にお ける評価では、土地は 「上物」である建物(家屋)と は別個に評価 さ

れる。鑑定評価上、このよ うな場合に用い られる(収 益還元の)手 法は、土地残余法である。

土地残余法 とは、不動産が敷地 と建物等 との結合によ り構成 されてい る場合 において、収益

還元法以外の手法によって建物等 の価格 を求 めることができるとき、当該不動産に基づ く純収

益から建物等に帰属する純収益を控除 した残余の純収益を還元利回 りで還元す る方法 をい う。

当該不動産全体か ら得 られ る純収益は、土地 と建物等の協働 により稼得された ものであるの

で、それか ら建物等の稼得分である純収益を控除 した残余の純収益を土地の稼得分 として捉え、

この純収益 を資本還元 して土地の収益還元価格を求める手法である。

不動産鑑定評価基準(以 下 「基準」 とい う。)で は、この場合の純収益は、不動産賃貸 によ

るもののほか一般企業経営に基づ くものも対象 としているが、実務上は殆 ど不動産賃貸による

純収益を用いるので、以下では不動産賃貸に基づ く純収益による土地残余法を例 として説明 し

たい。

土地残余法を適用 して、更地の収益還元価格を求める場合 には、その上に最有効使用の建物

を建築 し、これを賃貸す ることを想定す る。すなわち、新 しく建物を建て、その建物 を賃貸 し

た場合に得 られ る家賃収入を もとに土地の収益価値を考える。

また建付地の収益還元価格 を求 める場合には現存する建物 と敷地 との適応の状態を所与 とし

た場合に得 られる家賃収入をもとに土地の収益価値を考える。 この場合建物は最有効使用の用

途、状態であるとは限 らないことになる。

平成7年 の地価公示か ら新 たな収益還元法(実 務上通常、新手法 とい う。)が 導入 されたが、

それ以前の手法(従 来の手法とい う。)に よる土地残余法は、不動産全体か ら得 られる純収益

を一定 と仮定 して、償却後の純収益か ら土地に帰属す る純収益を求め、 これ を還元利回 りで還

元 して収益還元価格を求 めることとされていた。

以下に、簡単な例 で説明す る。

イ 総収益

(家賃収入等の総額)

150,000,000円
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ロ 総費用(減 価償却費、修繕費、維持 ・管理費、公租公課 、損害保険料、貸倒れ準備 費、空

室等による損失相当額)

50,000,000円

ハ 償却後の純収益(イ-ロ)

100,000,000円

建物に帰属する純収益(建 物価格 ×建物 の還元利回 り(償 却率を含 まない))

,100,000,000円 ×6%

=66 ,000,000円

ホ 土地に帰属する純収益(ハ-)

34,000,000円

収益還元価格(ホ ÷土地の還元利回 り)

34,000,000円 ÷4%

=850 ,000,000円

この場合、土地及び建物か ら得 られ るであろ う純収益(ハ)は 、総収益か ら減価償却費(建

物投資額の回収分)を 総費用項 目(ロ)の 一つ として控除するので、建物の還元利回 りとして

はこの償却分を含まない利率を採用す ることになる。

(2)収 益還元法一その2(新 手法による土地残余法)

従来の手法に対 して、新手法による土地残余法は、次の点 で異なる。

イ 従来一定 としていた純収益につ いて、変動(一 定率での変動)を 前提 としている。

ロ 建物等の建築期間等の未収入期間の考慮 を行っている。

ハ 減価償却費が総費用項 目か ら除かれ る一方、建物等の取 り壊 し費用が総費用項 目に追

加 されている。

新手法による収益還元価格査定の手順は、概ね以下の とお りである。 なお、ここでは、更地

(建物等の定着物がな く、かつ、使用収益を制約す る権利の付着 していない宅地)を 例 として

説明することにす る。

(1)純 収益(土 地及び建物等に帰属す る純収益)の 査定

更地に最有効使用の建物等を建設 し、これ を賃貸することを想定 して

そ こか ら得 られ る総収益か ら減価償却費を除 く総費用 を控除 して、土

地及び建物等に帰属す る純収益を求める。

●

1

●

●
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(2)建 物等に帰属す る純収益の査定

建物等に帰属する純収益が変動す ることを前提 に、純収益の うち、建

物等への投資に対す る期待収益分及び建物投資額の回収分 として、建

物等に帰属 させる必要がある部分 を求 める。

(3)土 地に帰属する純収益の査定

純収益か ら建物等に帰属する純収益を控除 して、土地に帰属す る純収

益 を求 める。

(4)未 収入期間を考慮 した土地に帰属す る純収益の査定

最有効使用の建物等 の建設期間について収入が得 られ ない ことを考慮

した場合の土地に帰属する純収益を求める。

(5)収 益還元価格の査定

上記の土地に帰属す る純収益を、純収益が変動す る場合の還元利 回 り

で還元 して、収益還 元価格を求める。

各手順 について若干の説明を加えると、

① 純収益(土 地及び建物等に帰属す る純収益)の 査定

純収益は、従来の手法 と同様、更地に最有効使用の建物等 を建設 し、 これを賃貸す ること

を想定 して、家賃収入等の総収入か らその収入 を得るために要す る総費用 を控除 して求 める。

従来の手法 と異なるのは総費用の捉 え方である。従来の手法では減価償却費 を総費用 の一
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項 目と していたのであるが、新手法では減価償却費を総収益 から控除す る費用 として取 り扱

わず、建物等に帰属す る純収益に含 めて取 り扱 っている。 このことは、建物等に帰属する純

収益を広義 に解釈 している とい うことになる。建物等へ の投資に対 して期待 され る純収益は、

その投資に対す る一定の期待収益分 と償却資産である建物等への投資額 の回収分 で構成 され

ると考えているわけである。

このよ うに減価償却費が総費用か ら除かれ る一方、 「建物等の取壊費用等の積立金」が総

費用の項 目として追加 されている。

② 建物等に帰属す る純収益の査定

新手法では、建物等にす る純収益についても、一定率で変動す ることを前提 に考 えている。

純収益の変動がないとすれば、建物等 に帰属する純収益は、建物等へ の初期投資額 である

建物価格 に、投資に対す る一定の期待収益分 と償却資産である建物投資額 の回収分で構成 さ

れ る利回 りである基本利率 を乗 じて得た額 として求め られ る。

しか しなが ら、純収益が一定率で変動す る場合には、土地及び建物等に帰属する純収益が

一定率で変動 しているので
、その純収益の うち建物等へ配分 され る額 も一定率で変動 させる

必要がある。

例 えば、基本利率 を6%、 純収益の変動率を2%、1年 目の建物等に帰属する純収益の名

目額 をBと すると、1年 目期末の建物等 に帰属する純収益の現価は、B/(1+0.06)

とな り、各年期末の建物等に帰属す る純収益の現価は次の とお りとな る。

1年 目期末B/(1+0.06)

2年 目期末B×(1+0.02)/(1+0.06)

3年 目期末B×(1+0.02)2/(1+0.06)3

n年 目期末B×(1+0.02)n1/(1+0.06)n

ところで、建物等への初期投資額に対 して一定の期待利益を確保 し、かつ 、その投資額を

回収するためには、 これ らの合計金額が建物等の初期投資額 と等 しくなる必要がある。

このよ うに一 定率で変動す る建物等に帰属す る純収益の総和が建物等の初期投資額 と等 し

くなるよ うな建物等の初期投資額に対する利率の ことを 「元利逓増償還率」 とい う。

建物等に帰属する純収益は、建物等の初期投資額に この元利逓増償還率 を乗 じて求めるこ

とができる。

2
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③ 土地に帰属する純収益の査定

従来の手法 と同様、純収益(土 地及び建物等に帰属する純収益)か ら建物等 に帰属する純

収益を控除 して求めることになる。

④ 未収入期間を考慮 した土地 に帰属する純収益の査定

最有効使用の建物等の建設期間中は収入が得 られ ないので、その未収入期間 を考慮 した土

地に帰属す る純収益 を求 める必要がある。新手法ではこの点の考慮 を行っているのが もう一

つの特徴である。 この場合の処理 の仕方を以下の図で示す。

いま最有効使用の建物等の建設 に必要な期間、す なわち未収入期間をm 、最有効使用の建

物等の経済的耐用年数をnと す ると、実際の収益の名 目額は下図の初年度を基点 とするn年

間の台形状の太い実線 で表 され る図形 の面積 となる。 この太 い実線で表 され る図形を均 らし

て価格時点を基点 とするm+n年 間の台形状の細い実線の図形の面積 として処理 を行 うわけ

である。

このよ うな考えに基づいて、L(価 格時点における(名 目の)土 地 に帰属す る収益額)

を修正 し、両者の面積 を等 しくす るよ うなL'(具 体的には、LをL'に 変換す る修正係

数)を 求め、価格時点か ら収入の得られ る時点までの未収入の間の収益額 を修正す ることと

する。 この ように して求 められたLに 対す る修正率 を 「未収入期間修正率」(注1)と い う。

名

目

収

益

額

L

L'

L(1+g)m

価

格

時

点

m

初

年

度

n

期間
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土地 に帰属する純収益に、この未収入期間修正率を乗ず ることによ り、未収入期間を考慮

した土地に帰属する純収益を求めることができる。

⑤ 収益還元価格の査定

未収入期間による修正を考慮 した土地に帰属する純収益 も、土地及 び建物等に帰属す る純

収益 と同様 、一定率で変動す る。

(注1)未 収入期間修正率は、上記の ような考え方を現在価値に置き直 して考えると次式 で表す こ

とができる。 この場合のLに 乗ず る係数が未収入期間修正率 となる。

L'=L
+ g

1+r

1+g

1+r
/ 1-

1+

1+r
1-

1

例えば、未収入期間による修正を考慮 した土地に帰属する純収益が1年 目に100万 円、

基本利率を6%、 純収益 の変動率を2%と すれば、1年 目期末の現価 は100万 円/(1

+0.06)と な り、各期末の純収益の現価及び収益還元価格は、次のようになる。

純収益 純収益の現価

1年 目期末 100万 円 100万 円/(1+0.06)

2年 目期末 102万 円 102万 円/(1+0.06)2

3年 目期末 約104万 円 104万 円/(1+0.06)

n年 目期 末100万 円 ×(1+0.02)n1100万 円 ×(1+0.02)n1/(1+0.06)n

純収 益 の現価 の総 和 万 円/(0.06-0.02)≒2,500万 円

(収 益 価 格)

収 益価格 は、未 収入 期 間 に よる修 正 を考慮 した 土地 に帰 属す る純 収 益 を還 元 利回 り(基 本

利率(r)-純 収 益 の変動 率(g))で 資本還 元 した額 とな る(注2)。

(注2)純 収 益が 一定 率 で変動 す る場 合 の現価 の総 和 は、純 収 益 をa、 基本 利 率 をr、 純収

益 の変 動 率 をgと すれ ば 、 初項a・(1+r)、 公比(1+g)/(1+r)無 限等
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比数列の和 となる。無限等比数列の和は、公比 の絶対値が1よ り大きい場合、

初項/(1-公 比)

とな るか ら、

収益価格=純 収益の現価の総和=a/(r・g)

となる。

(3)鑑 定評価における収益還元法適用の実例の紹介

前述 のとお り、収益還元法 とは、対象不動産が将来生み出すであろ うと期待 され る純収益の

現価の総和を求めるものであ り、純収益を還元利回 りで還元 して対象不動産の試算価格を求め

る手法である。

この手法の適用にあたっては、まず(a)不 動産が将来生み出すであろ うと期待 される純収

益 を判定 しなければならない。すなわち、価格時点以降における収益の獲得期間又は経済的残

存耐用年数 にわたってどれ ほどの純収益(残 存価値 を含む。)を 対象不動産が生み出すか とい

うことを適切に予測 し、把握することが必要である。 また、さらに(b)こ れ らの毎期の純収

益を価格時点にお ける価値 に引き直す適正な割引率 を求 めなければな らない。

イ 収益還元法の適用手順

収益還元法の実務 における適用手順は概ね次のとお りである。

なお、(a)純 収益の把握にあたっては、対象不動産か ら直接的に求める方法(直 接法)

と他 の不動産に係 る収益事例から間接的に求める方法(間 接法)が あるが、前者の方が一般

的であると思われ るので、ここでは直接法(注3)の 手順 によった。

また、(b)固 定資産税 における宅地の評価においては、更地 と しての価格が求め られ る

ことか ら、更地の収益価格 を求める手法 として、土地残余法の適用の実例を示 した。

(注3)純 収益の把握 における直接法 と間接法

鑑定評価 の実務 にお いて、対象不動産 の純収益の算定 に当たっては、対象不動産 の

総収益か らこれ に対応す る総 費用 を控 除 して直接 的に求 める方法 と他の不動産に係 る

収益事例か ら問接的に求める方法 とがある。前者 を直接法、後者 を間接法 とい う。

対象不動産 が生み出すであろ う純収益 の把握 に当たっては、当該不動産の総収益か

ら、これに対応す る総費用を控除 して直接的に求 める方法が望 ま しいが、対象不動産

が現 に賃貸に供 され ていない場合 も多いので、その不動産が仮 に賃貸に供 され た場合

を想定 して(例 えば、更地の上に最有効使用 の賃貸用 の建物等の建設 を想定 して)、

対象不動産 が生み出すであろ う賃貸収入お よび これ に対応す る諸経費等を直接的 に見

積 も り、それ らに基づ き純収益を把握す ることも多 い。 実務上 は、 この方法を含 めて
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(広義 の)直 接法 と呼んでいる。

一方、間接法 では、対象不動産 の純収益 を近隣地域又は同一需給圏 内の類似地域等

に存す る対象不動産 と類似の不動産 の純収益 によって求 めるが、 この場合 、まず当該

類似の不動産の純収益 を求 め、それ に事情補正、時 点修正、地域要 因の比較及び個別

的要因の比較 を行い、対象不動産の純収益 を求めることになる。

① 最有効使用の判定

対象土地上に建築す ることを想定す る新築で最有効使用の建物 の利用用途、規模(延 べ床

面積等)、 品等(建 築費単価)等 を判定す る。

通常、想定する建物 については、不動産鑑定士等の鑑 定評価の担 当者 が行 うほか、建築士

等の建物に詳 しい専門家に依頼す るケース、CADの ソフ トを利用す るケースもある。

ア 建物の利用用途

現在の周辺の建物の利用状況 と将来予測に基づき、建物の利用用途 と品等の判定を行 う。

イ 公法上の規制

都市計画で定められた用途地域、建ぺい率、指定容積率、基準容積率(前 面道路の幅員

等 を考慮 した容積率)、 斜線制限、 日影規制、防火地域 ・準防火地域等の規制等を調査 し、

建築可能な建物の利用用途 と大きさ(階 層、建築面積、延べ床面積 、形態、構造等)等 の

判定 を行 う。

ウ 画地条件その他

ア及びイに加 え、対象不動産の画地条件その他の個別的要因(画 地規模、間 口、奥行、

形状、前面道路 との接面状況、高低差等)も 考慮 し、公法上の規制 をクリアす る最有効使

用の建物を想定す る。その際、賃貸可能床面積の割合(レ ンタブル比)や 建築期間等の把

握 も行ってお く必要がある。

② 月額支払賃料(㎡ あた り単価)等 の把握

対象不動産の周辺に存する賃貸事例で次のよ うな条件を可能な限 り満たす もの を収集 し、

それ らとの比較において、月額支払賃料(㎡ あた り単価)及び 一時金授受 の状況等の把握を

行 う。

ア 最有効使用の状態にある新築又は新築後間 もないものであること。

イ 用途、構造、規模等に類似性があること。

ウ 新規契約に係 るものであること。

③ 総収益の把握

想定建物の各階床面積に有効率 を乗 じて有効面積 を求め、これ に階層別に求 めた月額支払
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賃料(㎡ あた り単価)を 乗 じて、年額支払賃料 を求 める。 さらに一時金の運用益等を加算 し

て、総収益を把握す る。

④ 総費用の把握

修繕費、維持管理費、公租公課(固 定資産税、都市計画税及び地価税)、 損害保険料、貸

倒れ準備 費、空室等による損失相 当額等の費用の積算 を行 う。 これ らの諸費用は、想定建物

の仕様や品等、あるいはそれに対応す る賃料設 定等に左右 され ることに留意 しつつ、総費用

の把握 を行 う。

(参考)(杜)日 本不動産鑑定協会調査による地域別の平均的な諸経費率(資 料P107)

⑤ 純収益の把握

総収益か ら総費用を控 除 して、想定 した複合不動産全体 としての純収益の把握 を行 う。

⑥ 建物等に帰属す る純収益の把握

建物の初期投資額 に元利逓増償還率 を乗 じて、建物等に帰属す る純収益 の把握 を行 う。

この場合 、建物の初期投資額 は、標準的な建築費に建設期間中の金利及び設計監理料等の

発注者が直接負担すべき通常の付帯費用を加算 した もの とし、元利逓増償還率は基本利率、

賃料の変動率及び経済的耐用年数 に基づいて主体部分 と設備部分の構成比 に基づ き、加重平

均 して求めるものとす る。

⑦ 土地 に帰属す る純収益の把握

複合不動産全体 としての純収益か ら建物等に帰属す る純収益 を控除 して土地に帰属す る純

収益を求める。 ただ し、更地 としての価格 を求める時点(価 格時点)と 想定収益期間の初年

度の間には、準備期間や建築期間等の時間差があ り、価格時点 に近い、この未収入期間の価

格に対する影響度は大きいことか ら、初年度の収益を価格時点の収益に置 き換 えるための未

収入期間補正を行 う。

建物の初期投資額に比 し、賃料(家 賃)の 低 い場合には、時に、土地に帰属する純収益が

マイナス(従 って、土地のマイナスの収益還元価格)と 査定され るケース もある。

⑧ 還元利回 りの把握

土地の還元利回 りは、基本利率(r)か ら純収益の変動率(g)を 控除 して求め る。

なお、基本利率(r)は 、不動産に対する標準的な投資家が、一定割合の資金 を自己資本 に

より、残 りを借入金に依存する とい う実態 に鑑み、借入金の調達 レー トの中核 である長期プ

ライム レー トに利潤率(=標 準的な 自己資本比率 ×自己資本利益率)を 加 えて求めるものと
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する。

純収益の変動率(g)は 、将来の賃料の変動予測に多くを依存す ることになる。

⑨ 土地の収益還元価格の試算

土地に帰属する純収益(未 収入期間補正後の純収益)を 、土地の還元利回 りで除 して、土

地の収益還元価格 を試算する。

(参考)収 益還元法による収益還元価格の試算の具体例(新 手法)(資 料P108)

(4)不 動産鑑定評価における収益還元法の位置付 け

わが国にお ける不動産鑑定評価制度の担 い手である不動産鑑定士及び不動産鑑 定士補が不動

産の鑑定評価 を行 うに当たって、どのよ うな理論を基礎 として、 どの ような手順を尽 くして、

不動産の適正な価格 を追求 し、最終の結論 に到達す るか、その拠 り所 とすべき基準が、不動産

鑑定評価基準である。

基準では、不動産 の価格 を求める基本的手法は、原価法、取引事例比較法及び収益還元法に

大別 され ている。 これ ら三つの手法は、費用性 、市場性 、収益性 とい う価格の三面性 とい う、

それぞれ異なった視点か ら価格へ接近す る方式であ り、それぞれは相互に補完 しあ うものであ

る。その間に軽重の関係 はな く、等 しく妥当性 を有す るもの として活用すべきものであ り、各

手法で求められた価格は、それぞれが試算価格であって、それ らを相互に関連づけ、調整する

ことによって、市場 における適正な価格 を導 き出すべ きもの とされている。

そのため、鑑定評価に 当たっては、原則 として、 これ らの三手法を併用すべ きものであ り、

対象不動産の種類、所在地の実情 、資料の信頼性等により三方式の併用が困難な場合 において

も、その考え方をできるだけ参酌す ることが要請 されている。

つま り、現在の 日本の鑑定評価実務 においては、基本的に、収益還元法によって求め られ た

収益還元価格は、他 の方式 によって求 められた価格 と同様、単独 で独立 した価格 として位置づ

けられているわけではないこ とに留意すべきである。

(5)固 定資産税評価における収益還元法の活用についての実務面での課題

収益還元価格 を固定資産税評価にお ける 「適正な時価」 として扱 う場合の評価実務上の課題

につ いて若干触れておきたい。

鑑定評価の実務において、収益還元法を適用するに当たっては、個 々の案件毎に収益事例 を

収集 し、それを対象地 との比較 において補正 し、純収益を算定す ることが通常である。不動産

の鑑定評価の成果は、その鑑定評価 に採用 された資料の如何によって大 きく左右 され るので、

いかに して適切に して豊富な収益事例等を資料収集 し、整理するかにつ いては、実務上、各担

当者が等 しく腐心 し、多 くの労力を傾倒する ところである。
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また、手法の選択、還元利回 りの決定等について も、各鑑 定案件毎に、対象不動産 に即 して

検討 され、適宜選択、採用 されているのが実状である。

一方
、固定資産税の評価は、大量評価である。一定の期間内に大量の宅地評価 に収益還元法

を適用 し、収益還元価格 を 「時価」 として採用す るためには、少 なくとも、

イ 最新かつ大量の収益事例 を容易にかつ速やかに収集する しくみが整備 され ていること

ロ も し、従来 の 評価方法 と異な る価格体系が もた らされ ても、還元利 回 り等手法適用に当

たって用いられ るべ き数値 について、一般の納税者に容易に理解 され る、「標準的な」(あ

るいは広 く説得力のある)数 値が確保 され ていること。

の2つ が必要である。

イ については、最新の収益事例 に関す るデー タベースが整備 され ていることが理想で ある

が、これ をにわかに整備す ることは無理 としても、少な くとも全国各地域毎に、それが相 当程

度に容易かつ速やかに収集できる仕組みの整備が必要 と思われ る。残念 なが ら、 この仕組みの

整備のためには、現状はなお努力が必要のように思われ る。

また、ロについては、周知 のとお り、わが国にお いては、これまで現実の取引において、キ

ャピタル ゲイン型の取引が通常で、収益還元法の発想に基づ く取引慣行 が一般化 していなかっ

たのが現状である(資 料P100参 照)。 このため、もし収益還元法的な発想 を前提 と した取

引慣行があれ ば、そ こで経験的 に得 られ ていたであろ う 「標準的な」考え方、数値 に代 わる、

評価実務 にお ける 「標準的な」数値の確保が必要 となろ う。

現在、国土庁を中心に、地価公示制度 の改善 を意図 した収益還元の手法の改良 とその適正な

適用に向けた努力が行われてお り、この過程 で標準化の試みが行われている と聞 く。

同時に、各評価機 関で も、バブル期の反省 、また杜会的な要請 を背景 に、同様 の努 力がな さ

れているところであ り、や がて、評価 実務上の標準化が図 られ ることが期待 され るところであ

る。ただ し、現状 においては、直ちに一般 の納税者 に理解 されかつ大量評価 に馴染 む「 標準

化」の環境に至るまでには、なお実務的な検討 、適用の経験の蓄積を要する。

なお、前述の とお り、鑑定評価の実務においても収益還元価格 はそれ 自身が単独で独立 した

価格ではな く、原価法、取 引事例比較法な ど他 の手法により求め られ た価格 とともに、相互 に

補完 しあ うべ き試算価格 の一つ として、相互に関連づけ、調整 されることによって、市場 にお

ける適正な価格 を導 き出すべ きもの と位置づけ られ ている。
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3収 益還元価格の鑑 定評価価格に対す る割合調査 について

(1)調 査要領

今回の調査は、以下の要領で行 った。

① 調査対象団体

次の区分ごとに1市 ない しは2市 選定 した。

なお、宅地の指定市(県 庁所在市)及 び政令指定都市は必ず調査対象 と した。

○ 地域区分

北海道 ・東北、関東 ・甲信越(東 京圏を除 く)、 東京圏(埼 玉、千葉 、東京 、神奈

川)、 東海 ・北陸、近畿、中国 ・四国、九州の全国7区 分

○ 人口区分

5万 人未満 、5万 人～10万 人、10万 人～20万 人、20万 人～30万 人、30万

人～50万 人、50万 人～100万 人、100万 人以上の7区 分

その結果、調査対象団体は100市 とした。

② 調査対象宅地

①の調査対象団体 にお ける代表的な用途地区(繁 華街地区、高度商業地区 Ⅱ、普通商業地

区、併用住宅地区、普通住宅地区)ご との代表的な標準宅地(3地 点)で 、当該市 における

基準宅地は必ず含む こととした。

なお、基準宅地が、 これ らの用途地区に属 さない場合には、調査対象か ら除いた。

そ の結果、調査対象宅地は1,170地 点 となった。 この数は、調査対象団体 に上記代表的な

用途地区区分がない場合や、用途地区はあって も、標準宅地が3地 点存在 しない場合な どか

ら、団体数(100)、 代表的な用途地区(5)、 標準宅地数(3)を 乗 じた結果 とは一致 しないもの

である。

③ 調査内容

平成8年1月1日 現在(平 成9年 度評価替 えの価格調査の基準 日)に お ける当該標準宅地

に係 る収益還元価格及び鑑定評価価格

(2)調 査結果

全国の1,170地 点について、収益還元価格の鑑定評価価格に対する割合(以 下「 収益価格割

合」 とい う。)を みる と、表2-1の とお りとなってお り、概ね60%か ら90%の 範囲内に集 中

し、全地点の平均割合は74.3%と なっている。
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表2-1収 益価格割合

区分

全

体

地
点
数
構
成
比

%以 上

20%未 満

10 20%以 上

30%未 満

30%以 上

40%未 満

40%以 上

50%未 満

50%以 上

60%未 満

60%以 上

70%未 満

70%以 上

80%未 満

80%以 上

90%未 満

90%以 上

100%未 満

%以 上

%未 満

100

110

計

全地点の

平均割合

1 1 2 23 99 272 397 269 103 3 1,170

% % % % % % % % % % %

%

74.3

0.1 0.1 0.2 2.0 8.5 23.2 33.9 23.0 8.8 0.3 100.0100. 0

図2-1収 益価格割合

構成比(%)

35.0

30.0

25.0

10.0

5.0

0.0
0.1 0.1 0.2

2.0

20.0

15.0

23.2

33.9

23.0

8.8

0.3

8.5

20%未 満

20%以 上

30%未 満

10%以 上 30%以 上

40%未 満
%以 上
50%未 満

50%以 上

60%未 満

60%以 上

70%未 満
70%以 上
80%未 満

80%以
90%未 満

90%

100%未 満

100%以 上

%未 満

40 上 以上
110

収益還元価格の鑑定評価価格に対する割合

地域 別 にみ たの が表2-2で ある。10%台 の地点 が 中国 ・四国地域 に1地 点 、20%台 の 地点

が 東京 圏 に1地 点 、30%台 の地 点 が東 京 圏 、東 海 ・北 陸地 域 に1地 点 ずつ 、100%台 の 地 点が

東京 圏、 東海 ・北 陸 地域 、 中国 ・四国 地域 に1地 点 ずつ み られ るが 、全 体 と して50%以 上100

%未 満 に全数 の96%に 当た る1,140地 点 が存 し、60%以 上90%未 満 に全数 の80%に 当た る938

地 点が 存す る結 果 となっ てい る。
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表2-2地 域別収益価格割 合の分布状況

区分

全国

北海道 ・東北

関東 ・甲信越

東京圏

東海 ・北陸

近畿

中国 ・四 国

九州

合計
10%以 上

20%未 満

20%以 上

30%未 満

30%以 上

40%未 満

40%以 上

50%未 満

50%以 上

60%未 満

60%以 上

70%未 満

70%以 上

80%未 満

80%以 上

90%未 満

90%以 上

110%未 満

(注)上 段:サ ンプル数

下段:構 成比(%)

地域別の合計でみると表2-3の とお りとなってお り、東海 ・北陸地域が平均を大 きく下回

ってお り、近畿地域 が平均 を大きく上回っている。

表2-3用 途地区別収益価格割合

区分 合計 繁華街
高 度

商業Ⅱ

普通

商業

併用

住宅

普通

住宅

全国

北海道・東北

関東 ・甲信越

東京圏

東海 ・北陸

近畿

中 国 ・四 国

九州

(注)上 段:サ ンプ ル 数

中段:平 均収盗価格割合(%)

下段:構 成比(%)

用途別に地域別にみたのが図2-2で ある。住宅地区以外 の用途地区ではほぼ同様の傾向を

示 している。
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100%以 上

100%未 満

1,170

100.0%
168

100.0%
137

100.0%
159

100.0%
168

100.0%
171

100.0%
167

100.0%
200

100.0%

1

0.1%
0

0.0%
0

0.0%
0

0.0%
0

0.0%
0

0.0%
1

0.6%
0

0.0%

1

0.1%
0

0.0%
0

0.0%
1

0.6%
0

0.0%
0

0.0%
0

0.0%
0

0.0%

2

0.2%
0

0.0%
0

0.0%
1

0.6%
1

0.6%
0

0.0%
0

0.%
0

0.0%

23

2.0%
1

0.6%
4

2.9%
2

1.3%
14

8.3%
0

0.0%
1

0.6%
1

0.5%

99

8.5%
3

1.8%
16

11.7%
17

10.7%
37

22.0%
2

1.2%
10

6.0%
14

7.0%

272

23.2%
38

22.6%
45

32.8%
38

23.9%
49

29.2%
14

8.2%
30

18.0%
58

29.0%

397

33.9%

49

29.2%

45

32.8%

54

34.0%

38

22.6%

57

33.3%

67

40.1%

87

43.5%

269

23.0%
60

35.7%
24

17.5%
29

18.2%
23

13.7%
69

40.4%
28

16.8%
36

18.0%

103

8.8%
17

10.1%
3

2.2%
16

10.1%
5

3.0%
29

17.0%
29

17.4%
4

2.0%

3

0.3%

0

0.0%

0

0.0%

1

0.6%

1

0.6%

0

0.0%

1

0.6%

0

0.0%

1,170
74.3%
100.0%
168
77.7%
14.4%
137
70.4%
11,7%
159
73.3%
13.6%
168
67.4%
14.4%
171
81.6%
14.6%
167
76.7%
14.3%
200
72.5%
17.1%

124
73.8%
10.6%
20
75.2%
1.7%
13
70.2%
1.1%
9
73.6%
0.8%
19
67.9%
1.6%
13
79.2%
1.1%
23
77.3%
2.0%
27
73.2%
2.3%

172
74.9%
14.7%
26
75.4%
2.2%
18
70.2%
1.5%
22
75.8%
1.9%
26
70.9%
2.2%
26
82.7%
2.2%
24
76.4%
2.1%
30
72.4%
2.6%

295
75.3%
25.2%
41
79.0%
3.5%
36
69.8%
3.1%
44
77.4%
3.8%
40
70.4%
3.4%
45
83.2%
3.8%
41
75.4%
3.5%
48
71.0%
4.1%

282
74.7%
24.1%
39
77.1%
3.3%
34
72.5%
2.9%
39
73.7%
3.3%
41
67.6%
3.5%
42
82.2%
3.6%
39
76.0%
3.3%
48
73.5%
4.1%

297
72.7%
25.4%
42
79.5%
3.6%
36
69.4%
3.1%
45
67.7%
3.8%
42
61.8%
3.6%
45
79.5%
3.8%
40
78.5%
3.4%
47
72.5%
4.0%



図2-2地 域別の用途地区別収益価格割合

(繁華街地区)

全国

九州

中国 ・四国

近畿

東海 ・北

東 京圏

関東 ・甲信越

北海道 ・東北

陸
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75
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5 0

繁華街

(普通商業地区)

全国

九州

中国 ・四 国

近畿

東海 ・北陸

東京圏

関東 ・甲信越

北海道 ・東北

85

80

75

70

65

60

5 5
5 0

普通商業

(普通住宅地区)

全

九州

中国・四国

近畿 東京圏

関東 ・甲信越

北海道 ・東北

●

昔通住宅

(高度商業地区口)
全

九州

中国-四 ●

近畿

東海 ・北陸

東京圏

関東-甲 信越

北海 道 ・東●

高度商業 Ⅱ

(併用住宅地区)
全国

九州

中国 ・四

近畿

東湾 ・北陸

東京圏

関東 ・甲信越

北海 道 ・東北

●

併用住宅

85
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5 0

85
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75.
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85
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65
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7 0
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全用途全国平均 全用途地域別平均
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(3)分 析

収益還元価格の鑑定評価価格 に対す る割合については、 当研究セ ンターの土地研究委員会に

おいて平成3年 度、平成8年 度 にも同様の調査 を実施 している(な お、平成3年 度調査では精

通者価格に対する割合調査 となっている。)。

本年度の調査は平成8年1月1日 における収益還元価格の鑑定評価価格 に対す る割合であり、

調査時点は、平成8年 度の調査 と同 日である。昨年度は245地 点に限 られていたことから、

調査結果の妥 当性 をもう少 し確認 してみてはどうか との意見 もあ り、本研究会土地部会におい

て調査ポイン ト数 を広げて改 めて調査を行った ものである。

平成3年 度、平成8年 度 の調査結果は以下の とお りであった。

表2-4

区分 50%未 満
50%以 上

60%未 満

60%以 上

70%未 満

70%以 上

80%未 満

80%以 上

%未 満

90%以 上

100%未 満

%以 上 計
全地点の

平均割合90

100

全

体

地

点
数
構

成
比

23 24 28 24 8 18 16 141

16.3 17.0 19.9 5.7 12.8 11.3 100.017.0

% % % % % % % %

72.0

%%

表2-5

区分

30%以 上

40%未 満

40%以 上

50%未 満

50%以 上

60%未 満

60%以 上

70%未 満

70%以 上

80%未 満

80%以 上

90%未 満

90%以 上

100%未 満

100%以 上

%未 満

%以 上

120%未 満

計
全地点の

平均割合110

110

全

体

地
点
数
構

成

比

2 4 17 67 84 53 16 1 1 245

0.8 1.6 6.9 27.3 34.3 21.6 6.5 0.4 0.4 0.010

% % % % % % % % % %

%

73.9

この3回 の調査結果を比較 した ものが図2-3で ある。平成8年 度調査 と、今回の調査は調

査時点が同 じであることもあって、同 じよ うな分布の傾向が示 され た。 また、平成3年 度調査

の うち 「40%以 上50%未 満」の区分には50%未 満の合計を、 「100%以 上110%未 満」の区分に

は100%以 上の合計を計上す る表頭区分か ら、完全な比較はできないものの、今回の調査では6

0%か ら90%の 範囲内に分布が集約 している傾向がよ り鮮明に出てい る。
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図2-3収 益還元価格の鑑定評価価格(精 通者価格)に 対する割合

構成比(%)

35.0

30.0

25.0

20.

15.0

5.0

0.0

0

10.0

0.1 0.1

0. 8
0.2

16.3

2.0

1. 6
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8.5

6. 9

19.9

34.3

33.9

23.2

17.0

27.3

23.0

21.6

5.7

812.
8.8
11.3

0.3

0.4

0.4

6.5

平成9年 度調査

平成8年 度調査

平成3年 度調査%以 上 20%以 上 30%以 上 40%以 上 50%以 上 60%以 上 70%以 上 80%以 上 %以 上 100%以 上 %以 上

10

90 110

収益価格の鑑定評価価格(精 通者価格)に 対する割合

(注)平 成3年 度調査のうち 「40%以 上50%未 満 」の区分には50%未 満の合計 を、

「100%以 上110%未 満」の区分には0%以 上の合計を計上している

地域別 にみた 収益価格割合 を高度商業地 区Ⅱと普通住宅地区の用途別に比較すると、平成8

年度調査 では図2-4、 本年度調査では図2-5の とお りである。概観する と、調査時点が同

じであることもあ り、ほぼ同 じよ うな傾向 となっているが、東海 ・北陸地域の高度商業地区Ⅱ

の収益価格割合が昨年度調査 よりも高い点 、中国 ・四国地域 の普通住宅地区の収益価格割合が

昨年度調査よ りも低い点、九州地域の普通住宅地区の収益価格割合が昨年度調査 よ りも低い点

が特徴的である。
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図2-4用 途地区別収益価格割合

(%) 全国

九州
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図2-5用 途地区別収益価格割合
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(4)本 調査の意義

平成3年 度に当センターの土地研究委員会が調査研究を行った 「土地評価の均衡化 ・適正化

等に関する調査研究」においては、当時、土地基本法(平 成元年法律第84号)及 び総合土地政

策推進要綱(平 成3年1月25日 閣議決定)等 において、公的土地評価相互の均衡化 と適正化の

必要性が指摘 され、固定資産税における土地評価については地価公示価格の一定割 合を目標 と

することとされ ていたこと等を背景として、固定資産税 にお ける土地評価の均衡化 ・適正化 を

推進するに当たっての問題点を把握するとともに、地価公示価格の7割 水準を 目途に平成6年

度の評価替えを行 うことを提案 したものである。(資 料P115参 照)

その中において、7割 水準が妥当であると判断 された理由の一つ と して、収益還元価格の精

通者価格に対す る割合が平均的には7割 程度の水準 であることが上げ られていた。

この点については、前述のとお り、平成8年 度の土地研究委員会にお いて平成9年 度評価替

えのデータに基づき、平成3年 度調査の結果の妥 当性 を検証 した ところである。本調査はこの

調査の対象地点数を増やすな どして更に詳細な分析 を行い、妥 当性の検証を精緻 化す ることを

目的 として実施 したものである。

本年度の調査結果か らは、平成8年1月1日 における収益還元価格の鑑定評価価格に対す る

割合 を分析 した結果、全国平均では、平成3年 度 、平成8年 度実施の調査結果 と同 じく概ね7

割(74.3%)と なってお り、結局、平成3年 度の調査結果の妥当性が再度裏付 けられ る結果が

出たものと意義づけることができる。
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固定資産税評価における収益還元法の活用について

1収 益還元法を固定資産税評価において活用する場合の課題

(1)評 価基準制定時にお ける収益還元法の見方(昭 和36年 答申)

現行固定資産評価基準(昭 和38年 自治省告示第158号)制 定に先立って、内閣総理大臣の諮

問に応 じて固定資産税その他の租税の課税の基礎 となるべ き固定資産の評価の制度 に関す る重

要事項を調査審議す るため、昭和34年4月 か ら昭和36年3月 まで 「固定資産評価制度調査会」

が総理府 に設置 された。

同調査会の答申(昭 和36年3月30日)に よれば、土地の評価は、売買実例価格 を基準 として

評価す る方法によるべきであるとされ てい る。

また、土地の評価方法 については、売買実例価格 を基準 として評価する方法のほか、農地に

ついては、耕作による収益価格 を資本還元 して評価する方法、その他の土地については、賃貸

料等の収益 を基準 として評価す る方法が考 えられ るが、農地の耕作による収益額、資本還元率

等について客観的な数値 を見いだす ことが困難であるし、また、その他の土地の実際賃貸料等

は、種 々の事情によ り甚だ しい格差があ り、評価の基準 として とり得ない としている。

即ち、現行評価基準の制定時に売買実例方式が採用され た主たる理 由は、

ア)収 益価格 を算出す る場合の技術的 な問題

イ)売 買実例方式の容易性

ウ)農 地についてのみ評価方法を別に しなけれ ばな らないとい う積極的理由の欠如

な どが挙げ られ ていたことになる。

なお、同調査会の答申中、家屋 の評価は、再建築価格を基準 として評価する方法によるべき

であるとされている。家屋の評価方法については、再建築価格 を基準 として評価す る方法のほ

か、取得価格 を基準 として評価す る方法、賃貸料等の収益 を基準 として評価す る方法又は売買

実例価格 を基準 として評価す る方法が考え られるが、現実の取得価格は、その取得の際の個別

的な事情 による偏差があ り、実際賃貸料等は、種々の事情によ り甚だ しい格差があるので、い

ずれ も評価の基準 として採用することはできないとしている。

また、償却資産の評価は、取得価格 を基準 として評価す る方法によるべきであるとされてい

る。償却資産の評価方法については、取得価格 を基準 として評価する方法のほか、再取得価格

を基準 として評価す る方法又は収益価格を資本還元 して評価する方法が考えられ るが、再取得

価格は、全ての資産 につ いて求 めることが困難であ り、又、収益額は、企業の収益の うち償却

資産に帰属する部分 を把握す ることが困難であるので、いずれ も評価の基準 として採用す るこ

とはできない としている。

Ⅲ
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従って、固定資産評価基準の制定時においては、資産の種類によ り異 なる評価方法 を採用す

ることとなったが、いずれの資産の評価において も収益還元法は採用 されなかった。

参照:固 定資産評価制度調査会答 申(抄)(資 料P122)

(参考)農 地評価における収益還元法の活用の経緯(昭 和26年 度評価)

固定資産税の土地評価においては、農地評価 において、昭和26年 度限 りとい う短期間ではある

が、収益還元法を実際に活用 した経緯がある。即ち、 これが固定資産税の評価実務において収益

還元法を直接実際に用いた唯一の例 とい うことになる。

昭和26年 度 には、前年度 に経過的措置 として評価 を行 ったのに替えて、全面的に適正な時価に

よって評価す ることとな り、地方財政委員会により土地及び家屋に係 る評価基準が示 された。

当該評価基準による評価方法は次の とお りであるが、賃貸価格に一定係数を乗 じて求めた昭和

25年 度の価格 との均衡 を考慮 して調整を行ったところから次の式によって評価額を求 めることと

された。

×

この評価倍数を求める際に収益還元法が活用 されているが、その方法については具体的には次

のとお りである。

① 田

各市町村における中庸等級の標準田について、次の収益還元方式によって評価額を算出 し、

これを当該標準 田の反 当た り賃貸価格で除 して得た数を評価倍数 とし、 当該評価倍数 を各筆の

田の賃貸価格 に乗 じて評価額を算出す る。

反当収益標準
田の反 当価額

最近発行国債利回 り(0.055)+固 定資産税標準賦課率(0.016)

反 当収益=賦 課期 日の属する産米年度政府買上標準価格 ×最近5年 間平均反 当収穫量 ×収益率

即ち、昭和26年 農地評価における収益還元法の活用 は、直接各筆 ごとに収益還 元価格 を活用

するのではな く、標準的な農地に収益還元法 を活用 して収益還元価格を算定 し、当該収益還元

価格を活用 して各筆の評価額を求 める とい う評価手法であった。

賃貸価格 評価倍数
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○ 収益を国債利回 りと固定資産税の賦課率 との計で除 して 田の価額 を算出 した根拠

反 当収益-反 当固定資産税
標準田の反 当価額

国債利回 り

反 当粗収入A収 益率 α 反当収益 αA田 の価額P

固定資産税P国 債利回 り0.055
100

1.6
αA-P

100αA
P=P=

0.0551.6
0.055

100

従って、

反当収益
標準田の反 当価額

国債利回 り+固 定資産税標準賦課率

なお、反当収益 とは反当粗収入か ら反当生産費(副 産物を差 し引いた もの とする)を 減 じた

ものに反 当小作料を加 えた ものである。

参照:田 の価格 評価倍数算出例(全 国平均の数値 を用いた場合の例)(資 料P125)

② 畑

田と同様 の方法による。ただ し、当該市町村において畑が少ない場合又は収益還元方式によ

ることが困難な場合 においては、標準畑の売買価格の当該畑の賃貸価格に対する倍率 を求め、

これを評価倍数 として個々の畑の賃貸価格に乗ずるもの とす る。 この場合 において最近の売買

価額を用いることができ難い ときは次の方式 による。

標準畑 の売買価額(昭 和18年)
標準畑の反当価額=標 準田の反 当価額 ×

標準田の売買価額(昭 和18年)

農地評価に関 しては、現行評価基準制定時には収益還元法による評価 も視野に入れ ていたに

もかかわらず、結局その採用を見送 った背景 として、実際に収益還元法 を活用 した昭和26年 度

評価替えの際に、収益は年度 間の変動が大 きいことな どの実務的困難性があったことも考慮 さ

れ たものと推測 され るが、 これは固定資産税の土地評価における収益還元法の活用の可能性 を

検討するに際 してのひ とつの貴重な経験 と して捉 えることができよう。

なお、翌昭和27年 度の改正において、評価の均衡化のために評点式評価法に改正され たこと

か ら、収益還元法の活用はわずか1年 しか行われなかった。

=
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(2)固 定資産税の土地評価 において収益還元法 を活用す る場合の課題の整理

(収益還元法に内在す る課題)

資産の使用収益上の価値 に着 目して評価す る収益還元法については、

① 我が国には成熟 した賃貸市場が存在 しないこと

② 資本還元率等について客観的な数値を見いだす ことが我 が国の場合 困難である こと

③ 土地の実際賃貸料等は種々の事情 により著 しい格差があること

等の課題が指摘 されている。

(収益還元法を固定資産税の土地評価 に活用す る場合の課題)

また、仮にこれ らの課題 をクリア して収益還元法により固定資産税の土地評価を行 うために

は、収益及び資本還元率 を客観的に把握す る必要があるが、その適用に当たっては、

① 事例が少ない上に個別性 が強いので、標準的なものを設定することが困難であること

② 標準地の賃貸料等の算定に当たって、最有効使用の判断が極めて困難であ り、実際 の収

益 との乖離を生 じることが多いこと、また、算定の経過が複雑であること

③ 綿密な調査 ・資料 の収集及び評価 に要する事務員及び事務経費が大幅に増大す るおそれ

があること

④ 収益還元法は、対象不動産の収益面での価格を求める方式であ り、現実的 に収益を生ま

ない土地について、 この方法のみによ り評価す ることには疑問があること

な どの課題があるとい う指摘がな されている。
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2固 定資産税の土地評価における収益還元法の活用についての主な討議

(1)導 入の適否の観点か ら見た考え方

固定資産税の土地評価において収益還元法 を活用することに関 しては、大 ぐくりす ると以下

の とお り、①肯定的な見方、②慎重な見方の双方の視点か ら様々な意見が幅広 く各委員か ら提

出 されたが、さらに両論 を踏 まえた上で、③部分的な導入の可能性 を指摘す る見解 が各委員か

ら提出 された。

① 肯定的な見方

○ 収益還元法重視 は収益用土地の評価 に関 していえば、国際標 準の観点か らも妥当である。

○ 理論的には土地 の価格は一般に当該土地の収益性を反映 して形成 され るものであ り、収

益は土地の経済的価値の本質を形成するものであることか ら、収益還元法を重視すべき。

○ 収益還元法 を活用する意義 としては、

・特に地価下落局面では取引事例不足により取引事例比較法 による評価の信頼性 が低下す

る。

・今後、土地評価に係る訴訟 の動向は地価公示価格等の精度 にまで及ぶ可能性 があるが、

現行の地価公示は取引事例重視であ り、説得力が弱い。

等の事情へ の対応があげ られ る。

○ 固定資産税の土地評価は取引事例比較法 よりも収益還元法で行 うことが望ま しい とい う

納税者か らの要望がある。

○ 収益還元法を収益用土地 については個別の各筆 ごとに適用すべ きである。但 し、その場

合で も他の評価方法の併用を考慮す る必要 もある。

○ 地価公示 に収益還元法を有効に活用することにはまだ時間がかかるので、土地評価 にお

ける収益還元法導入のための環境整備には、 日本の場合 にはむ しろ固定資産税評価が主体

となるべきではないか。また、その場合には、収益率な ど収益データの算定のために納税

者 からの基礎データの申告 などの手だてが必要 となるのではないか。

○ 収益還元法を活用す ることによ り地価変動に伴 う評価額の変動が安定化する。それがひ

いては税収の安定性 にもつ ながる。

② 慎重な見方

○ 収益還元価格は他の評価法(売 買実例比較法、原価法)に よ り評価 した場合 の評価額 と

の乖離が大 きい場合があること、基礎的データの信頼性な どの技術的不完全性の問題があ

ること、実務上の問題があることな ど、収益還元法の導入に当たっては改善すべ き点が多

い。また、統計デー タが不十分であることか ら、固定資産税 の評価 に導入 した際の実態面
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での判断材料 に乏 しい。

○ 理論的には ともか く、還元利回 りの算出基準が不明確であり、収益還元価格が恣 意的に

なるおそれがある。 また、不動産市場の公開情報が未整備であ り、賃料の正確な把握が困

難なのが現状である。

○ 固定資産評価基準 を定めた際に指摘 された収益還元法 を適用す るための諸条件は依然 と

して満た されてはいないのではないか。 また、収益還元法は個別性、具体性 が強い ところ

が固定資産税の大量評価や課税の前提 と しての土地評価 には馴染み にくいのではないか。

○ バ ブル崩壊 によ り収益還元価格は地価公示価格の7割 に近接 しているとい う状況の変化

が、収益還元法活用の誘因 を薄 くしているのではないか。

○ 地方の小都市や農村部では収益還元法 を全面的に用いると極端に土地の評価額 が下がる

ことが予想 され る。 また、 日本の場合 は、地方 自治体の種類 、形態 によって評価方式を変

えることに対す る納税者 の理解が得に くいのではないか。

○ 収益還元法で土地残余法を適用 した場合、地価下落局面では収益還元価格がマイナスに

なって しま う場合があ り固定資産税評価 には馴染 まない。せいぜいの ところ都市部の経済

活動が盛んな地域 を対象 とす るのが限度ではないか。

○ 収益還元価格 を標準宅地に直接活用す ることについては、日本の鑑定実務 においては取

引事例の蓄積はあるが収益事例の蓄積 は乏 しいのが現状であ り、収益事例の蓄積 はこれか

ら進むのが現状であることか ら、現時点で収益還元法の導入を検討す るのは時期尚早 とは

いえないか。 また、収益還元価格 を標 準宅地の鑑定評価価格の決定の際に重視する方法の

場合には、実務面、鑑定作業上の課題 が残 る。即ち、現在の不動産鑑定評価 における三方

式調整(取 引事例比較法、収益還元法、原価法による鑑定価格 の調整)と 「収益還元価格

重視」の実務面での整合性 の確保 の問題や、全標準宅地に収益還元法を用いることの作業

負荷が大きいことな どが実務上の課題 である。

③ 部分的導入論

○ 収益還元法は全ての用途 の土地 に使 えるものではな く、収益用土地 に限ってその活用 を

検討すべ き。特に、地価高騰期における取引事例比較法に基づ く土地評価 の検証手段 とし

ての活用が有効である。

○ 収益還元価格 を標準宅地の7割 評価 の検証の指標 として活用す るのが現実的な活用方法

ではないか。 この場合、例 えば、評価率 を代表的な標準宅地につ いて求め、地域 などのグ

ルー ピングを して収益還元価格 をより精緻 に活用する方法が考 えられ る。

○ 収益還元法は大都市部 の収益用土地 に限って、取引事例比較法による土地評価の妥当性

の検証手段 として公式に位 置付 けることを検討すべ き。それ により固定資産税のアカウン

タ ビリティや納税者の固定資産税評価に対する理解 も高まる。
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○ 収益還元法を固定資産税の土地評価に活用す る場合には、全土地 に対 して収益還元法を

適用 して収益還元価格 を算定す ることは、実務上 もコス ト上 も困難であることか ら、現行

の評価手法である路線価方式や標準地比準方式に収益還元法 を活用することが考えられ る。

例 えば、

・標準宅地の適正 な時価の評定時に不動産鑑定価格 を活用す るに際 して、収益還元価格 を

当該鑑定価格を求める場合によ り重視する。

・標準宅地の適正な時価 の評 定時 に不動産鑑定価格 を活用するに際 して、収益還元価格 を

当該鑑定価格その もの として用いる。

・標準宅地の適正な時価の評定に際 して、収益還元価格を取引事例比較法によ り当該評価

額 を求 める際の評価率の検証手段 として用いる。

など、いろいろな検証手段 と しての活用方法が考え られ る。

○ 標準宅地の評価に収益還元価格 を用いて、その他 の宅地についてはそ こか ら比準 してい

くとい う方式の場合 、画地計算や路線価方式 と収益還元法 との関係 を整合的に考 えること

ができるか どうかが課題 となる。 また、不動産鑑定評価の場合 は最有効使用 を前提に収益

還元価格 を求めるので、通常使用の場合 を想定す る固定資産税評価額 との調整が必要 とな

るのではないか。

○ 地価上昇局面にない場合は毎年評価 を可能 とする簡易な評価方法 を採用す ることが好ま

しい と考えることもできるが、そ う考える場合 には収益還元法は手法が複雑 であることか

ら採用には慎重であるべきではないか。

○ 平成6年 度評価替 え以降の鑑 定評価導入により、固定資産税の土地評価に収益還元法が

部分的 に活用 されているともいえるが、まだ鑑定評価価格 と収益還元価格の間には乖離が

ある。そ こで、現在 の土地評価方式のスキームを活用 して、標準宅地の鑑定評価に、平均

的な土地利用によって得 られ る評価基準 日現在の収益還元価格 を直接用いることが考えら

れる。但 し、平均的な収益還元価格 を導入す るためには以下のよ うな条件整備 が必要とな

るのではないか。

・標準宅地の平均的な収益価格 を不動産鑑定士が求める場合には、賃貸価格の明細などの

法人税 申告資料 を活用で きるよ うにする。

・評価基準 日現在 における還元利回 りの明確化及び標準化 を図る。

・地価公示価格の算定そ のものに収益還元法を導入する。

・標準宅地、地価公示地点 を増設する。

・収益還元価格に対す る不服申立制度 を設 ける。

(2)固 定資産税の性格論 から見た評価手法の考え方

委員か らは以下のとお り、 「評価の方法については、税の性格 と密接に関連す る」 とい う考

-45-



え方が示 され る一方、 「税の性格論 もさることなが ら、評価は税額算 定の一過程であることか

ら、評価の方法 もより機能的 に考えることが可能」 とい う考 え方が示 された。

① 税の性格論から見た評価手法

○ 取引価格には将来収益予想 が含まれ るので、現在の収益 をもとに決まる収益還元価格 と

は異質であ り、固定資産税 の課税標準 としては本 来は不適切。 この観 点か らは評価額 を

(将来収益によ り決定 され る)地 価公示価格 の一定割合 とすることは適当とは言いがたい

側面もあるが、現実問題 としては税法上 「適正な時価」 とある以上、評価額を地価公示価

格の一定割合 とす ることもやむ をえない。但 し、その場合の一定割合は税額 が資産が生み

出す収益を超 えない範 囲に定める必要がある。

○ 評価について も租税原則を抜 きに考えることはできない。 「中立 ・公平 ・簡素」の租税

原則 により資産価格へ の課税か収益価格へ の課税かを検討すべ き。実際にも世界の先進国

の固定資産税は、資産価値課税 と収益課税が二分 しているのが現状である。

○ 「中立 ・公平」の原則か ら見 ると、資産価格課税は課税標準額が同 じで も収益パターン

が異なると収益に対す る実質的税率が異なるので、公平で も中立で もない。収益課税では

そのような ことが起こらず 、 「中立 ・公平」の原則を満たす。望 ま しいのは 「収益」が課

税ベースとなることであ り、収益還元価格 を直ちに 「適正な時価」 とす ることは問題があ

る。

○ 本来は税の性格 を考えない と評価の方法は決められないのではないか。その場合 、固定

資産税は実物財産 に しか課税 しないのであるから、実物財産についての便益が生ず るとこ

ろに課税をす る税 であ り、応益原則 に基づ くものである。 即ち、固定資産税 は収益税 であ

り、資産が生み出す収益に より支払 える額であるべ き。従って、本来は固定資産税の課税

標準は収益その ものであるべ きだが、税法上 「適正な時価」 とある以上は収益還元価格を

課税標準 とすべ きではないか。

○ 固定資産税は税の性格 か ら見れ ば財産税 とすべ きものであるが、そ もそも収益税である

か財産税であるか とい う固定資産税の性格 と評価方法は直接 の関連があるとまでは言い難

い。固定資産税は収益税 であるか ら収益還元法 を評価方法 として用 いるべ きであるとか
、

固定資産税は財産税であるか ら取引事例比較法によるべ きであるとい う議論 には論理的混

同が見 られるように感 じられ る。

② 機能的視点か ら見た評価 手法

○ 固定資産税の場合、不動産のみ を対象 とし、その他の資産状況を無視す る点で応能原則

や応益原則に精密 に対応す ることには限界があ り、評価額 の決定に過度の正確性 を求 める

必要性は低い。正確性 は納税者の納得やアカウンタビリティと評価 コス トとのバ ランスに
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依存する問題である。 この点、現在 は納税者 の意識 としては固定資産税評価額は取引価格

を基礎 とす るとい う認識が強いのではないか。

○ 応益原則 に基づ く税 であって も、応能的な課税 を行 うことは可能である し、課税原則 と

は離れ て実際の課税、評価の制度を仕組む ことは可能。実定法の世界で どうい う税制を仕

組むか とい うことは、租税原則や税 の性格によって一つの仕組みに規定 され るのではな く、

幅広 く立法政策の選択が認 められるものであ り、評価手法の選択についても同様に考 える

ことができる。固定資産税 は実定法の世界では市町村の行政サー ビスとの間の応益関係に

着 目して資産価値に応 じて(比 例的に)課 税す る応益税であ り、税の性格論の観点か らは

財産税 と考 えるべ き。一般的 な収益を上回 らない範囲の負担水準を認 めるとい うコンセ ン

サスがあるとすれ ば、課税面でも評価面で も税の性格論 を論ず ることにはあま り実益がな

いのではないか。

○ 取引事例比較法 は過去の評価、収益還元法は将来の評価 とい う意味合いが強いが、納税

者のアクセプタビリテ ィの観点か らは課税ベース とな る適正な時価 は過去の評価 に基づ く

べき。

○ 現行法の下で仮にいわゆるバ ッファー論が判例の流れ となった場合に(下 記 「参考」を

参照のこと。)、 新た に収益還元法を導入する場合 には立法的対応 が必要 となるのではな

いか。

(参考)固 定資産課税審査却 下決定取消請求事件(平 成7年(行 ウ)第235号)に 係 る

東京地裁判決 につ いて(平 成8年9月11日 判決)

本件は、平成6年 度評価替 えによる固定資産税の価格決定を不服 として、東京都固定資

産評価審議会の審査の却下決定の取消を求 めて争われている裁判である。

本件東京地裁判決においては、

①7割 評価通達には合理性があ り、 これに従った評価 は適法。

② 賦課期 日から評価事務 に要す る相 当な期 間を遡 った時点を価格調査基準 日として価

格評価 を行 うことを法が禁止 しているもの とは解 され ない。

③ 但 し、価格調査基準 日か ら賦課期 日までの間に3割 を超えて下落 した場合 には、客

観的時価が評価額 を下回 ることにな り、その限度 において違法である。

とい う判 旨が示 されている。

即ち、本判決は地方税法及び固定資産評価基準に基づ く土地の評価 については、評価事

務上のタイムラグは認 めるものの、地方税法上は賦課期 日の適正な時価 を評価額 とするこ

ととされているのだか ら、賦課期 日時点における客観的な時価が評価基準に基づいて土地

課税台帳に登録 され た価格 を下回った場合 には、7割 を下回った分は違法な評価額である

とい う解釈 を示 している。
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この解釈は、固定資産税の土地評価に関 しては、評価基準 に定める評価方法 をとる以上

は、評価事務作業 の必要上、賦課期 日から遡 った時点を価格調査基準 日とせ ざるを得ない

ことか ら、価格調査基準 日か ら賦課期日 までの間の地価下落等の安全率 を見込んでその割

合 を3割 とす ることは適法 であるとい う考 え方 を前提 としてい るものであ り、いわゆる

「バ ッファー論」に立脚す る考え方 と受け止 められている。

このような「 バ ッファー論」 は固定資産評価 を税の性格 もさることなが ら、大量評価 と

い う固定資産税評価 の性格か らは、評価手法の機能面に重きを置いて評価額 の算定を行 う

ことはやむ を得ない とする考 え方の一例であるとも解 され る。

(3)そ の他の視点

その他に各委員か ら、固定資産税の土地評価 にお ける収益還元法の導入に関連 して、以下の

ような考え方が示 された。

① 評価手法の検討 に際 しての前提について

○ 導入に際 しては、 「売買実例方式の評判が必ず しもよくないこと」、 「取引事例が少な

くなってきていること」な どの実状 を考慮 した政策的視点 を明確化す る必要がある。

○ 固定資産税の性格論 と評価のあ り方は直接結びつ くものか どうか、また、固定資産税の

負担水準 と評価 のあ り方 とは直接結びつ くものか どうかについては十分な検討が必要では

ないか。

○ 地価上昇期 には収益還元法重視 、地価下降期 には取引事例比較法重視 が現実的 ・妥 当な

価格に近づ くのではないか。

○ 収益還元法 を評価手法 と して考えるか、検証手段 として考えるかについて検討する必要

がある。

○ どのよ うな評価方 法を採用す るか 自体につ いての評価の基準 を考えるべ き。例 えば、

「評価に対す る納税者の理解」 、 「評価 の簡素 さ」、 「評価 の公平性」、 「評価 の客観

性」、 「税収の安定性」な どが考えられるのではないか。

○ 収益還元価格 を志向する考 え方の中には、収益還元価格を活用す ることが結果的 に固定

資産税の負担水準を低 く抑 えることに役立つ とい う考え方が存在 しているのではないか。

○ 土地の評価方法 として土地の種類 、用途によ り異なる複数の評価方法を とる場合には、

評価方法間の均衡の確保 の問題が生ずる。 また、このよ うな評価方法の複線化 によ り居住

用土地から収益用土地へ の税負担のシフ トが発生す るおそれがあることに留意すべきでは

ないか。

○ 市場 に対す る信頼を どの程度評価手法を検討す る上で考慮するかによって評価方法は異

なったもの とな りうる。
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○ 納税者のわか りやす さの追求 と、行政が どこまで評価の正確性 に手間をか けられ るかと

い う トレー ドオフの問題は、具体的な評価方法の検討の場合に も考慮 されるべ きではない

か。

○ 収益還元価格調査 を調査結果の分析を進めた上で、評価手法の検討 にも活用 しては どう

か。

② 固定資産税の負担水準 ・負担調整 との関係について

○ 税負担は負担調整措置な どによ り決まるものであ り、評価額は税負担決定の要因の一つ

に過ぎない。あるべき負担水準の決定は、評価水準や評価方式ではな く租税政策の問題 で

ある。

○ 最近の税 の負担論は入 口論(評 価=地 価)の 動きに振 り回 され過 ぎて、出 口論(税 の負

担水準)の 議論 との混 同があるのではないか。

○ 評価手法の検討 にあたっても、税負担の調整 との関係 を念頭に置 くことが必要なのでは

ないか。

③ その他

○ 現実には、収益価格 の評価 を直接行 うことはできないので、取引事例価格 に収益 ・時価

比率調査か ら求めた評価率(修 正率)を 乗ず ることにより適正な時価を求める とい う代替

的な方法が考 えられる。 この場合、応益原則に基づ く場合には個別 の収益に着 目するので

はなく、一般的報償原理に基づ くことか ら、評価率(修 正率)は 全国一律ではな く地域別

や用途別で考 えることもできるのではないか。なお、将来的には市場の取 り引き情報か ら

直接収益 を評価することも検討すべき。

○ 固定資産税の評価で収益還元法を活用す る場合には、土地及び建物の一体評価を考慮す

べきではないか。 日本 の固定資産評価 にお いて土地 ・建物を分離 して評価 してきたのは、

日本の不動産に対する課税 の歴 史的経緯や 日本社会 にお ける不動産の特性 によるものであ

り、それな りに評価すべ きものであると思われ るが、他方、多 くの先進諸国では不動産を

土地 ・建物一体のもの として捉 えてお り、固定資産 に対す る課税 において も土地 と建物 と

を一体 として評価する方法を採用 しているとい う実態 もあるので、土地 ・建物一体評価 に

係 る各国の状況を引き続 き研究する必要があるのではないか。
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おわ りに

本年度の土地部会にお いては、主 として固定資産税の土地評価 にお いて収益還元法を活用する場

合の可能性 につ いて検討 を行った。

まず、アメ リカの財産評価にお ける収益還元法の活用の状況、 日本 の不動産鑑 定における収益還

元法の活用の状況及び 日本 の固定資産税の土地評価における収益還元法の活用の現状の報告があっ

た。また、収益還元価格の鑑定評価価格に対する割合調査の結果が提示 され た。

さらに、各委員から固定資産税の土地評価 にお いて収益還元法を活用す る場合の課題等につ いて

の意見の提示があり、 これ を受 けて議論が行われ た。

固定資産税の税 としての性格は収益税ではなく財産税であって、固定資産税が通常その財産の所

有によって得 られ る収益か ら支払われ ることを予定 していることは評価の手法の問題 としてよりも

む しろ、あるべき負担水準の問題 として議論 され るべきであ り、評価 は評価 と して技術的にその手

法を考えるべ きであるとい う見方が示 された。

一方
、固定資産税の土地評価においては税の性格か ら収益そのものを評価額 とすべきであるが、

法律が 「適正な時価」 を価格 と している以上は収益還元価格 を評価額 とすべ きであるとい う考え方

もある。

さらに、依然 として 日本 の不動産市場は、固定資産評価基準を策定 した際 に収益還元法を活用す

る場合の問題 とされた条件整備がなされていないとい う指摘 もある。

また、税の性格論はさてお いて も、収益用土地 に関 しては収益還元法を活用す ることが世界の潮

流であるとい う現実を重視すべきであるとい う考え方 もある。但 し、例えばアメ リカの各州 で見 ら

れ るよ うに、収益還元法 を採用 している場合であっても、必ず売買事例方式等による評価を併せて

採用 していることに留意すべ きであるとの意見 も聞かれ た。

他方、現在 の固定資産評価基準による評価手法において、不動産鑑定評価価格 の活用の段階で部

分的 ・限定的にではあるが収益還元価格が活用 されている 日本の評価実務の実態 もある との指摘 も

あった。

本部会 における議論 においては、このようにいろいろな観点か らの意見が出されたが、依 るべき

立場によって、固定資産税の土地評価 において収益還元法を活用す る可能性 につ いては、肯定的な

見方、慎重な見方、部分的な導入 の可能性 を指摘する見解な ど、いろいろな視点が各委員か ら提示

された。

しか し、いずれの視点に立つ場合であっても、現在の 日本にお ける収益還元法の実情そのものに

課題が内在 していること、また、そのよ うな現状にある収益還元法を固定資産税 の土地評価 におい
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て直ちに活用す る際の課題 がある ことについては委員の間に大 きな意見の相違はなかった。

また、 このよ うな課題 を孕みつつ も、収益還元法を何 らかの形で収益用土地 を対象 としてその評

価 において活用する可能性 とその手法を検討すべきではないかとい う点について も委員 の間に大き

な見解の相違はなかった。

そ こで、本年度の土地部会の議論の取 りま とめ としては、一定の前提条件の下において求め られ

る理論的な価格 としての収益還元価格を、例えば収益用土地の評価額の検証手段等、固定資産税の

土地評価において何 らかの形で活用す ることを引き続き検討す ることが必要であるが、具体的な活

用の方法については、上記の ような状況か らその可能性 を示唆す るに止めることとしたい。

なお、本部会の主な論点項 目として掲げた事項の うち、本年度積み残 しの ものについては、引き

続 き検討 を行 うこととしたい。
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(1)土 地基本法以来の経緯

(2)各 種答 申等

(3)東 京都 の固定資産評価 における鑑定評価

(4)鑑 定評価書の様式例

4不 服審査、訴訟の動向に関する参考資料

(1)審 査申出件数

(2)審 査の事由別申出件数(土 地)

(3)平 成6年 度評価替えに係 る訴訟提起の状況

(4)平 成9年 度評価替 えに係 る訴訟提起の状況

(5)平 成6年 度評価替 えに関する判決一覧

(6)国 家賠償請求事件の概要

5米 国の土地評価 における収益還元法の活用に関する参考資料

(1)採 用 している評価手法の違い
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(6)土 地 白書(抜 粋)

(7)地 価動向

(8)収 益還元 に関す る各種意見
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1土 地に係 る固定資産税の概況

(1)平 成9年 度の概況

地 目

区 分 評 価 総
地 積

(A)K㎡

法定免税点
以上の心の

K㎡

地 積

構成比
%

総 額

(B)億 円

決 定 価 格
法定免税点
以上の もの

億円
構成比
%

法定免税点
以上に係る

課税標準額
億円

構成比
%

評 価
総筆数
千筆

筆 数
法定免税点
以上のもの
千筆
構成比
%

平均価格

(B)/(A)
円/㎡

農

地

田

畑

計

一 般 田

介 在 田
市街化区域田
一 般 畑

介 在 畑
市街化区域畑

般 農 地
介 在 農 地
市街化区域震地
小規模住宅用地
一船住宅用地

商業地等(非住宅用地)
計

宅

地
塩 田

鉱 泉 地
池 沼

山

林

一 般 山 林

介 在 山 林
計

牧 場
原 野
ゴルフ場用地

遊園地等用地
鉄 軌 道 用 地
そ の 他

計

合 計

一

雑

種

地

27,422
42

536
24,664

60
557

52,086
102

5,649
3,918

0253
78,360

245

1,580

1,594
50

494

26,134
42

534
22,539

60
548

48,673
102

5,385
3,834

14,732

0
239

68,753
229

1,522

1,59350
493

147,646

17.7
0.0

0.4
15.3

0.0

0.4
33.0

0.1
0.7
3.6
2.6
3.7

10.0

0.0
0.2

46.6
0.2

46.7
1.0
4.9
1.1
0.0
0.3
2.0

100.0

26,998
11,259

225,531
7,814

16,849
311,164
34,812
28,108

4,562,932
1,221,954
3,653,388
9,438,274

380
833

11,118

237

56,318 19,814
82,459

10,764,010

25,834
11,253

224.860
7,088

16,823

32,92228,076

4,523,470 1,218,018
3,652,141

379

9,879

235

56,309
19,813
82,456

10,711,381

0.2
0.1
2.1
0.1
0.2
2.9
0.3
0.3
5.0

42.2
11.4
34.1
87.7

0.0

0.1
0.2
0.3
0.0

0.0
0.5
0.2
0.8
4.9
6.4

100.0

25,714
3,806

17,802
7,031
5,831

32,745
9,637

421,377
207,419

1,684,566
2,313,362

344

9,806

10126,538
8,055

36,827
195,138
266,558

2,688,587

1.0
0.1
0.7
0.3
0.2
1.1
1.2

0.4
1.8

15.7
7.7

62.7

0.0
0.0
0.4
0.2
0.6
0.0
0.1
1.0
0.3
1.4
7.3

29,490
103
993

26,562
177

1,401
56,052

280
2,394

38,267
20,941

15217
29,375

362

94
50138

1,291
6,772
8,602

176,798

27, 193
101
981

22,755
173

1,353
49,948

274
2,334

35,981
20,075
12,153

14
185

23,227
318

23,545
85

5,849
499
37

1,289
5,904
7,729

158,172

17.2
0.1
0.6

14.4
0.1

31.6
0.2
1.5

22.7
12.7

43.1

0.0

14.7 0.2
14.9
0.1
3.7
0.3
0.0
0.8
3.7
4.9

100.0

98
26,807

3228,082

67
27,557

80,77431,188
65,981
62,489

150,317
329

14

4315
44

3,533
39,628
16,692
13,033

15,104

3,131
5,269

163,262

68,982

7,282

2,896
5,032 3.4

536,695

22,819

33,937

4,001

528,142
686,733

308,717

533,577

9,393,629

826

22,617
32,496

3.782

526,881
685,459

0.0

29,332

47,134

444

6,721
16,527

1,735

9.9

86.0

12,384
71,592

29,37

7,15

68,209

0.9

77

43.1

0.1

42,077

55,864

49,103

9,314

13,033
6,593

(注)1.本 表は、平成9年 度 「概要 調 書」 に よ った。

2.筆 数の実数は、()内 の数値によることが適当である。

3.端 数処理の関係で各計の数値が合わないことがある。

(※ を除 く)(※ を除 く138,051)156,016

※ ※

5,513

1,082

32

32,922

1.093
4,523,470 80,774

5,537

0

9,806

15

14.7

78,605
94

9.170
1,593 56,318

100.0



2 現行制度の基本 と概要に関する参考資料

(1) 土地評価の しくみ

(路 線 価 方 式 の宅地 の場 合)

鑑定評価価格等の活用

(7割 を目途)

用
途
地
区
の
区
分

状
況
類
似
地
域
の
区
分

街
路
の
状
況
等
に
よ
る

主
要
な
街
路
の
選
定

標
準
宅
地
の
選
定

時
価
の
評
定

標
準
宅
地
の
適
正
な

の
付
設

主
要
な
街
路
の
路
線
価

路
線
価
の
付
設

そ
の
他
の
街
路
の

各
筆
の
評
点
数
の
付
設

各
筆
の
評
価
額
の
算
出

用途地区

の区分例
〔状況類似地域の区分の際の着眼点〕

商

業

地

区

繁 華 街

高度商業地区Ⅰ

高度商業地区Ⅱ

普通商業地区

○街路条件(幅 員、舗装、歩道、系統及び連続性)

○交通 ・接近条件(最 寄駅 ・交通規制の状態)

○環境条件(商 業的形態の密度、立地形態(小 売店街、事務所街等)、

店舗等の規摸、顧客の通行量)

○行政的条件(容 積率、高さの制限、その他の規制)

○街路条件(幅 員、舗装、配置、系統及び連続性)

○交通 ・接近条件(最 寄駅への接近性、最寄商店街への接近性、

学校 ・病院等への接近性)

○環境条件(日 照、地盤、上 ・下水道、都市ガス、危険施設、

嫌悪施設の有無)

○行政的条件(公 法上の規制等)

〔画
地
計
算
法
の
適
用
〕

+

〔所
要
の
補
正
〕

住

宅

地

区

併用住宅地区

高級住宅地 区

普通住宅地区

〔評
点
1
点
当
た
り
の
価
額

(
1
点
‖
1
円
)

工

業

地

区

家 内工業地区

中小工場地区

大 工 場 地 区

○街路条件(幅 員、舗装、配置、系統及び連続性)

○交通 ・接近条件(主 要交通機関との接近性、着岸施設)

○環境条件(工 業用水、工場排水)

○行政的条件(助 成及び規制)

観

光

地

区

温 泉 街 地 区

門前仲見世地区

名 勝 地 区

海水浴場地区
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(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

用途地区の区分

状況類似地域の区分

主要な街路の選定

標準宅地の選定

標準宅地の適正な時価の評定(鑑 定評価価格等の活用)

路線価の付設

各筆ごとの評点数の付設(画 地計算)

①

ア

イ

画地の認定

一筆一画地の原則

例 外

〈参 考〉

A筆
ビル

B筆

② 画地計算法

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

奥行価格補正割合法

側方路線影響加算法

二方路線影響加算法

三方又は四方路線地評点算出法

不整形地評点算出法

無道路地評点算出法

がけ地補正

間口狭小、奥行長大補正

⑤

「⑤

①

③

③

③
②
1③

③

③

③

③

③

③

⑤

④

⑥

⑥

③
②
一③

③ ⑤

⑤ ①

②

③

④

⑤

⑥

端(敷)地(三 方路線地)

裏地(袋 地又は無道路地)

中地(普 通地)

突抜け地(二 方路線地)

角地(側 方路線地)

奥地(袋 地)

(8) 評価額の算出

各筆ごとの㎡当たり評点数 × 評点1点 当たり価額 × 地 積 = 評 価 額
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(2)土 地に係 る評価替え事務の流れ

(路線価方式の宅地の場合)

年 月

平成6年11月

7年1月

5月

8年1月

3月

7月

8月

10月

12月

平成9年1月

2月 末

4月

<国 の 動 き>

平成9年 度評価替え基本方針の決定

(中央固定資産評価審議会)

固定資産評価基準改正案(用 途地区、奥行

価格逓減率表の改正等)の 了承
(中央固定資産評価審議会)

平成9年 度評価替え運営通達の通知

ブロック会議
(平成9年 度評価替え基本方針

・運営通達等の説明〕

(地価公示価格調査、鑑定評価基準日)

地価公示価格公表

指定市の基準宅地の価格バランスの調整

(中央土地評価協議会)

(都道府県地価調査、地価下落修正の基準日)

相続税路線価公表

基準宅地の価格決定

(中央固定資産評価審議会)

評価変動割合(見 込)の とりまとめ

総評価見込額調査

平成9年 度指示平均価額の指示

(中央固定資産評価審議会)

<都 道 府 県 ・市 町 村>

用途地区、状況類似地域区分の見直し

標準宅地の見直し ・選定

評価の電算システムの構築

標準宅地の鑑定評価

標準宅地の価格バ ランスの検討
(固定資産鑑定評価員会議)

市町村の基準宅地の価格バランスの調整

(都道府県土地評価協議会)

地価下落に伴 う評価額の修正の基準日

路線価の仮付設

路線価間の価格調整
相続税路線価(国 税当局)と の調整

標準宅地の価格決定

路線価の最終付設

各筆の土地についての画地計算

総評価見込額の算出

価格の最終決定

価格 を課税台帳に登録

課税台帳の縦覧

路線価等の公開

納税通知書の送付
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3鑑 定評価価格導入の経緯 に関する参考資料

(1)土 地基本法以来の経緯

年 月 日

平 成

元.12.22

2.10.29

2.10.30

2.12.19

3.1.25

3.11.1

3.11.14

3.12.19

機 関 等

法 律

土地政策審議会

政府税制調査会

政府税制調査会

閣 議 決 定

(財)資 産評価

システム研究

センター

中央固定資産

評価審議会

地方税法第

388条 の2に

よ り設置

政府税制調査会

題 名

土 地 基 本 法

土地政策審議会答申

土地税制のあり方 に

ついての基本答 申

平成3年 度の税制

改正に関する答申

総合土地政策

推進要綱

「土地評価の均衡化

適正化等に関する

調査研究」報告書

平成6年 度評価替え

の基本方針

平成4年 度の税制

改正 に関する答 申

内 容(要 旨)

第16条 国は、適正な地価の形成及び課税 の適正化に資するた

め、土地の正常な価格 を公示するとともに、公的土地評

価 について相互の均衡 と適正化が図 られ るように努める

もの とする。

地価公示、相続税評価及び固定資産税評価の公的土地評価につ

いて は、相互の均衡 と適正化 を図るべきであ り、その際、国民

が理解 しうるよう明確かつ具体的に推進する必要がある.

…(略)…最終的には評価水準を収益価格の レベルに引き上げる

こととし、…(中 略)… 地価公示制度の中で収益価格 も併せて公

示 される場合には、公的土地評価相互間の均衡 の確保の観点か

ら、その価格 を固定資産税評価の中で活用 し、土地の評価の均

衡化 ・適正化 を図ってい くべ きである。

平成6年 度以降の評価替えにおいては、土地基本法第16条 の規

定の趣旨等も踏 まえ、速やか に、地価公示価格の一定割合を目

標 に、評価の均衡化 ・適正化 を推進すべ き

平成6年 度以降の評価替えにおいて、土地基本法第16条 の規定

の趣 旨を踏 まえ、相続税評価 との均衡にも配慮 しつつ、速やか

に、地価公示価格の一定割合 を目標に、その均衡化 ・適正化 を

推進する。

この調査研究では、地価が全国的に安定 し、かつ地価公示価格

が適正に算定されることを前提に、地価公示価格の7割 の水準

を目途に平成6年 度の評価替えを行 うこ とが妥当だと考える.

平成6年 度の土地の評価替えにおいては、…(中 略)… 地価公示

価格の一定割合 を目標に、評価の均衡化 ・適正化 を図ることと

する.

一定割合の具体的数値については、…(中 略)…7割 程度 とし、

依命通達等の改正によって明示する.

(平成2年12月19日 の当調査会の指摘 を受けて)自 治省 において

は、…(中 略)… 平成6年 度の評価替えにおいて、地価公示価格

の7割 程度 を目標に評価の均衡化 ・適正化 を図ることとし、今

回、当調査会にその旨の報告があった.こ の場合 において、…

…(中略)… 地価公示価格の7割 程度を目標 とする平成6年 度の

評価替 えは、基本的に評価の均衡化 ・適正化 を図ろうとするも

のであるこ とか ら、それに伴 う納税者の税 負担 については、…

(中略)… 税負担に急激な変化が生 じない よう総合的かつ適切 な

調整措置 を講ずるべきである.

土地の相続税評価については、現在、地価公示価格水準の

70%(評 価割合)を 目途 として行われているが、…(中 略)…

土地の評価割合 をある程度引き上げてい く必要がある。

-57-



年 月 日

4.1.22

5.3.24

3.29

5.3.31

6.2

～

6.4

6.11.14

8.9.3

9.2.10

9.2

～

9.4

9.3.28

機 関 等

自 治 省

衆参両院

地方行政委員会

法 律

市 町 村

中央固定資産

評価審議会

自 治 省

閣 議 決 定

市 町 村

自 治 省

題 名 内 容 (要 旨)

「固定資産評価基準

取扱いについて」の

依命通達の一部改正

宅地の評価 にあたって は、…(中 略)… 地価公示価格…(中 略)…

を活用することとし、 これらの価格の一定割合(当 分の間 この

割合 を7割 程度 とする.)を 目途 とす ること。

地方税法改正の審議

における参考人質疑

固定資産税の評価替え(7割 評価)と 総合的な税負担の調整措置

等の改正内容について、基本的に賛意が示 された。

地方税法等の一部 を

改正する法律

7割 評価 を前提に して総合的な税負担の調整措置を法定

住宅用地に係る課税標準の特例措置の拡充

評価の上昇割合に応じた暫定的な課税標準の特例措置の創設

よりなだらかな負担調整措置の導入

平成6年 度評価替 え

の実施

(価格の決定)

地価公示価格等の7割 を目途に評価替 えを実施

全標準宅地に係る路線価等を公開

課税資産の内訳書 の添付 を推進

平成9年 度評価替え

の基本方針

7割 評価による均衡化 ・適正化 を引き続 き推進する。

奥行価格逓減率表等の改正 を行 う.

可能な限 り全路線価等の公開を行 う.

「固定資産評価基準」

の一部改正

第11節 経過措置
一 宅地 の 評価 におい て は

、 …(中略)… 地価 公 示価 格 …(中 略)

…を活用することとし、 これ らの価格の7割 を目途 として

評定するものとする.

二 平成9年 度の宅地の評価においては、市町村長 は、平成8

年1月1日 から平成8年7月1日 までの間に標準宅地等の個

格が下落 したと認め る場合には、…(中 略)… 評価額に修正を

加えるこ とがで きるもの とする.

新総合土地政策

推進要綱

固定資産税 について、平成9年 度の評価替えに伴 い、負担水

準の均衡化 をより重視 しつつ、適切 な負担調整措置を行うこと

と す る 。 (中略)

平成12年 度以降の固定資産税の税負担については、同年度の

評価替えの動向及び負担水準の状況や市町村財政の状況等 を踏

まえたうえ、 さらに負担の均衡化 ・適正化 を進める措置を講ず

ることとする.

平成9年 度評価替え

の実施

(価格の決定)

引き続 き地価公示価格等の7割 を目途に評価替 えを実施

全路線価等を公開

課税資産の内訳書の添付(ほ ぼ全市町村 が対応)

地方税法の一部改正

法附則17条 の2
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(2)各 種答 申等

1土 地基本 法(抄)(平 成 元年12月22日 法 律第84号)

(公的土地評価の適正化等)

第16条 国は、適正な地価の形成及び課税の適正化に資するため、土地の正常な価格を公

示するとともに、公的土地評価について相互の均衡と適正化が図られるように努め

るものとする。

2土 地政策審議会 答 申(抄)(平 成2年10月29日)

6土 地の適正な評価の推進

(地価公示制度)

地価公示制度については、取引事例比較法を重視した現在の評価方法では投機的要素

を完全に排除しきれず地価高騰の追認になるのではないか等の意見がある。

(公的土地評価の均衡化、適正化)

地価公示、相続税評価及び固定資産税評価の公的土地評価については、相互の均衡と

適正化を図るべきであり、その際、国民が理解しうるよう明確かつ具体的に推進する必

要がある。

(不動産鑑定評価制度)

不動産鑑定評価制度については、土地鑑定委員会から、土地基本法を踏まえ、かつ収

益還元法を重視する等の観点に立った新しい不動産鑑定評価基準が答申されたところで

あり、今後、新しい基準にのっとってより適正な鑑定評価が推進されることが必要であ

る。

3土 地税制 のあ り方 につ いての基本答申(抄)(平 成2年10月30日 税 制調査会)

第三 土地税制の具体的あり方 一 保有課税4既 存税制の見直 し

(1)固定資産税

①固定資産税に係る土地の評価の均衡化 ・適正化

二 そこで、固定資産税について、土地に対する課税の適正化を図るためには、同税の性格

を踏まえつつ、土地の収益価格を目標として評価の均衡化 ・適正化を計画的に行い、最終

的には評価水準を収益価格のレベルに引き上げることとし、同税を段階的に引き上げ、中

長期的にその強化を図っていくべきである。

4平 成3年 度 の税 制改正 に関 す る答 申(抄)(平 成2年12月19日 税制調査会)

五 固定資産税及び都市計画税

1な お、近年の著しい地価高騰の中で、今回の評価替えにおいても、大都市地域を中心

に固定資産税評価の公示価格に対する割合が低下していることもあり、平成6年 度以降

の評価替えにおいては、土地基本法第16条 の規定の趣旨等 も踏 まえ、速やかに、地価

公示価格の一定割合を目標に、評価の適正化 ・均衡化を推進すべきである。

5総 合 土地 政策推進要綱(抄)(平 成3年1月25日 閣議 決定)

第9土 地の適正な評価の推進

2公 的土地評価の均衡化 ・適正化

イ 固定資産税評価について、平成6年 度以降の評価替えにおいて、土地基本法第16条 の

規定の趣旨を踏まえ、相続税評価との均衡にも配慮しつつ、速やかに、地価公示価格の一

定割合を目標に、その均衡化 ・適正化を推進する。
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6

1

平成6年 度評価替えの基本方針(抄)(平 成3年11月14目 中央固定資産評価審議会了承)

1

土地評価の均衡化 ・適正化

平成6年 度の土地の評価替えにおいては、土地基本法第16条及び総合土地政策推進要

綱(平 成3年1月25日 閣議決定)等 の趣旨を踏まえ、地価公示価格の一定割合を目標に、

評価の均衡化 ・適正化を図ることとする。
一定割合の具体的数値については、固定資産税の性格と地価公示制度の趣旨との差異、

昭和50年 代の地価安定期 における地価公示価格に対する固定資産税評価の割合等から7

割程度とし、依命通達等の改正によって明示する。

7 平成4年 度の税制改正に関する答申(抄)(平 成3年12月19目 税制調査会)

○ 固定資産税の土地評価の均衡化 ・適正化

固定資産税の土地評価については、当調査会は、 「平成3年 度の税制改正に関する答

申」において、近年の著しい地価高騰の中で大都市地域を中心に地価公示価格に対する割

合が低下していることもあり、平成6年 度以降の評価替えにおいて、速やかに、地価公示

価格の一定割合を目標に評価の均衡化 ・適正化を推進すべきであると指摘したところであ

る。

このような指摘を受けて、自治省においては、固定資産税の宅地の評価について、土

地基本法第16条 、総合土地政策推進要綱(平 成3年1月25日 閣議決定)等 の趣旨を踏

まえ、平成6年 度の評価替えにおいて、地価公示価格の7割 程度を目標に評価の均衡化 ・

適正化を図ることとし、今回、当調査会にその旨の報告があった。

8 「固定資産評価基準の取扱いについて」の依命通達の一部改正(抄)

宅地の評価 にあた って は、地価公示法(昭 和44年 法律第49号)に よる地価公示価格、国土

利用計画法施行令(昭 和49年 政令第387号)に よる都道府県地価調査価格及び不動産鑑定 士又

は不動産鑑定士補 による鑑定評価か ら求め られた価格(以 下 「鑑定評価価格」 とい う。)を

活用す るこ ととし、 これ らの価格の一定割合(当 分の間 この割合 を7割 程度 とす る。)を 目

途 とす るこ と。

9

1

平成5年 度の税制改正に関する答申(抄)(平 成4年12月17日 税制調査会)

(1)

固定資産税の土地の評価の均衡化 ・適正化に伴う税負担の調整

固定資産税及び都市計画税の税負担の調整の基本的考え方

地価公示価格の7割 程度を目標 とする平成6年 度の評価替えは、当調査会が 「平成

4年 度の税制改正に関する答申」において指摘したとおり、基本的に評価の均衡化 ・適

正化を図ろうとするものであることから、それに伴う納税者の税負担については、急激

な変化が生じないよう総合的かつ適切な調整措置を講ずるべきである。

(中略)

このため、税負担の総合的かっ適切な調整措置を講ずる際にも、固定資産税収入の

伸びは、少なくとも市町村の財政需要の伸び程度は確保する必要があることに留意すべ

きである。

また、中長期的には、地方税における所得課税と資産課税等の均衡も考慮しつつ、

固定資産税等の資産課税の充実を図るべきものと考える。

10 今後の税制 のあ り方 につ いての答 申(抄)(平 成5年11月19日 税 制調査会)

第二 個別税 目についての検討

三 資産課税等 2. 保有課税 (1)固 定 資産税
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市町村の基幹税目である固定資産税については、税源の普遍性や税収の安定性に富み、

市町村税として最もふさわしい税として、これまでも市町村財政の中で重要な役割を果た

してきたところであり、中長期的に充実を図ることを基本とすべきである。

なお、平成6年 度の評価替えにおいて、土地基本法等を踏まえ、地価公示価格の7割 程

度を目標に土地の評価の均衡化 ・適正化を図ることとしており、これを着実に推進する必

要がある。

11 平成9年 度評価替えの基本方針(抄)(平 成6年11月14日 中央固定資産評価審議会了承)

<土 地>

1.地 価公示価格の7割 程度を目標 とした土地評価の均衡化 ・適正化を引き続き推進する。

2.価 格調査基準日は、平成8年1月1日 とする。

3.近 年の土地利用、土地取引の実情に鑑み、固定資産評価基準に定める用途地区の区分、

奥行価格逓減率表等及び宅地の比準表の改正を行う。

4.可 能な限り、市街地宅地評価法適用地域にあっては全ての路線価を、その他の宅地評

価法適用地域にあっては全ての標準宅地に係る単位地積当たりの価格を公開する。

12 平成7年 度の税制改正に関する答申(抄)(平 成6年12月15日 税制調査会)

第三章

3

口

平成7年 度税制改正について

土地税制 (1)固 定 資産税

更に、 「中期答申」においても、平成6年 度の評価替えにおいて、土地基本法等も踏ま

え、地価公示価格の7割 程度を目標 に土地の評価の均衡化 ・適正化を図ることとしており、

これを着実に推進する必要があると指摘している。

このように、納税者の税負担に配慮しながら土地評価に対する信頼を確保し、中長期的

にその充実を図るという固定資産税の基本的考え方を今後とも維持していく必要があると

考える。

13 平成8年 度の税制改正に関する答申(平 成7年12月15日 税制調査会)

二 平成8年 度の税制改正

口 固定資産税

4土 地税制 (3)土 地保有課税

① 市町村の基幹税 目である固定資産税については、税源の普遍性や税収の安定性に富み、

市町村税として最もふさわしい税として、これまでも市町村財政の中で重要な役割を果た

してきており、中長期的にその充実を図ることを基本とすべきであると考える。

② 固定資産税の土地の評価については、地価の高騰に対して固定資産税評価の水準が追い

ついていけなかった地域も多かったため、結果として地域ごとに評価の不均衡が生じるこ

ととなり、その均衡化 ・適正化を図ることが強く要請され、様々な論議を踏まえた上で、

平成6年 度の評価替えにおいて地価公示価格の7割 を目標とすることとされたものである。
～略～

平成9年 度の評価替えにおいても、土地基本法等を踏まえ、市町村においては、平成6

年度の評価替えと同様に地価公示価格の7割 程度を目標に土地の評価の均衡化 ・適正化を

着実に推進しているとの指摘があった。

③ 固定資産税については、今回の審議において、現在の税率水準のまま地価公示価格の7

割評価 に基づいて課税 した場合の税負担水準の問題や大都市圏への税源の偏在の問題、ま

た3年 ごとの評価替えのあ り方や負担調整措置のあり方などいくつかの論点が議論された。

今後、平成9年 度の評価替えの動向もにらみながら、市町村の基幹的で安定した重要な

税であるという点等を認識した上で、地方分権を推進する必要があること、高齢化の進展
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に伴って地方団体の財政需要が著しく伸びているということにも十分配慮しつつ、前述の

論点も含め固定資産税のあり方について議論を加えるべきである。

④ なお、平成7年 度税制改正 において、2年 分の地価下落を見込み、平成7年 度だけでな

く平成8年 度について一層の軽減措置が実施されており、平成8年 度において市町村の基

幹税 目としての固定資産税をこれ以上軽減することは適当でないという意見もあったが、
一方では最近の地価の動向、経済情勢を考慮し、何らかの軽減措置を講ずるべきではない

かとの意見があった。

ハ 地価税
～略～

④ 今回の審議では、地価税と固定資産税との関係について議論が重ねられた。この点につ

いて、土地答申では、固定資産税は、固定資産の保有と市町村の行政サービスとの間の受

益関係に着目し、土地の収益価値に応じて負担を求める税であり、土地の資産価値に応じ

て負担を求める税である地価税とは性格を異にすると述べており、両税は併存しうるもの

であると整理した。

今回の審議の中で、この土地答申の考え方を再確認する意見が大勢であった。

他方、これに関連して、(イ)固 定資産税について、負担調整を行わずに、7割 評価に

基づ く本則課税が可能 となるのであれば、その場合には、地価税のあり方を見直すべきで

はないか、(ロ)固 定資産税、地価税いずれも土地保有に係る課税であり、納税者にとっ

てはいわば 「二重課税」となっているので、両税のあり方を見直すべきではないか、との

意見もあった。

今後、固定資産税と地価税のそれぞれの性格や両税の関係も含め、土地保有課税全体の

あり方について早急に検討する必要があるものと考える.

14

Ⅲ

土地政策審議会答申(抄)(平 成8年11月21日)

個別施策の展開方法 4 土地の有効利用促進のための土地税制

(保有課税)

保有課税 については、土地の有効利用を促進する観点から、公的土地評価の均衡化 ・適

正化を図りつつ、資産価値に応じて適正な負担を求めるべきである。

今後、保有課税のあり方について必要な検討を行う場合にも、基本的には、このような

考え方を踏まえる必要がある。なお、地価が引き続き下落している状況における税負担に

ついて、当面の対応策を講じる必要があることは理解できる。

15 平成9年 度の税制改正に関する答申(平 成8年12月18日 税制調査会)

二 平成9年 度の税制改正

イ 固定資産税

3土 地税制 (2)土 地保有課税

市町村の基幹税 目である固定資産税については、税源の普遍性や税収の安定性に富み、

市町村税として最もふさわしい税であって、これまでも市町村財政の中で重要な役割を果

たしてきているところであり、その安定的確保を図ることを基本とすべきである。

また、固定資産税の土地の評価については、土地基本法等の趣旨を踏まえ、市町村に置

いて、地価公示価格の7割 程度を目標とした評価の均衡化 ・適正化を実施している。

今回の審議においては、現在の税率水準のまま地価公示価格の7割 評価に基づいて課税

した場合の税負担水準、3年 ごとの評価替えのあり方や負担調整措置のあり方などの論点

が指摘されており、これらについて更に議論を深めることが必要である。

当面、平成9年 度以降の税負担については、最近の地価の動向に配慮した措置を講ずる

べきではないかとの意見があるとともに、市町村の基幹税目であり市町村財政に及ぼす影

響が非常に大きいとの意見があり、これらを踏まえて検討すべきである。
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なお、これに関連して、市町村はまず歳出の抑制に全力を挙げて取り組むべきであると

の意見があった。

16

Ⅱ

1

新総合土地政策推進要綱(抄)(平 成9年2月10日 閣議決定)

土地の有効利用のための諸施策の展開 第4土 地の有効利用促進のための土地税制等

土地税制

(2)保 有課税

固定資産税について、平成9年 度の評価替えに伴い、負担水準の均衡化をより重視しつ

つ、適切な負担調整措置を行うこととする。

また、固定資産税評価については、評価の適正の確保に資するため、平成9年 度評価替

えにおいては、すべての路線価を公開するよう指導する。

平成12年 度以降の固定資産税の税負担については、同年度の評価替えの動向及び負担水

準の状況や市町村財政の状況等を踏まえたうえ、さらに負担の均衡化 ・適正化を進める措

置を講ずることとする。

なお、土地保有課税のあり方については、固定資産税と地価税の関係も含め、土地の有

効利用の促進を図る観点を踏まえ、幅広い検討が早急に必要である。

17 平成10年 度の税制改正に関する答申(平 成9年12月16日 税制調査会)

二 平成10年度税制改正の課題 3新 しい土地状況と土地税制

(3)現 行の土地税制をどう考えるのか

ニ 固定資産税については、平成9年 度より、負担水準の均衡化を図るための措置が講じら

れています。平成12年 度以降の税負担については、同年度の評価替えの動向及び負担水準

の状況や市町村財政の状況等を踏まえた上、さらに負担の均衡化 ・適正化を進める措置を

講ずることとされており、そのための検討を進めることが必要です。

また、納税者の理解と信頼を確保するため、評価に関する情報を開示するための路線価

の公開、納税者自身が課税内容を確認することができるようにするための課税明細書の送

付等、納税者に対する情報の開示を更に進める必要があります。
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(3)

(12地区)

(10,026地区)

(10,026地点)

(10,026路 線)

(246,745路 線)

※地価下落地域

における評価

上の特例措置

東京都の固定資産評価 における鑑定評価

固 定 資 産 評 価 と鑑 定 評 価 の 関 係 フ ロー図
固定資産評価基準により評価額を求める

用途地区区分

状況類似地区区分

標準宅地の選定

(平成6基 準年度以降) 注)公

地

示

点

達、基準

である

地の共通,地点は97

標準宅地の適正な時価

地価公示地(地価公示価格

東京都地価調査地(

(公示価 格 ・基準

)

時点

〔1522地点〕

修正後の基準地価格) 〔817地 点〕

地価格・鑑定価(標準価格)の7割)

鑑定評価地(標 準価格)〔7,784地 点〕

(標準化補正)

主要な街路の路線価付設

その他街路の路線価付設

(土地価格比準表の適用)

注)

鑑定評価により標準価格を求める

標準的画地の想定

標準価格

平成9年9月

東京都主税局

(標準的画地の価格)

注2

(標準化補正)

1㎡ 当りの鑑定価額

(比較)

(考慮)

取引事例比較法の比準価格

収益還元法の収益価格

注1

のりじゅんち

鑑定評価額の決定

規準地の規(比)準 価格

のりじゅんち

1規準地

地価

規準

公示法第8条によると、

としなければならない.

2標準化補正

取引事例の価

正することを

格

標

は、

準化

当

補

該

正

事例

都市

地の

という。

計

個

画

別

画地計算法を適用し、

各筆の評価額算出

評価額の修正

区

的

域

要

の土

因

地 ついて

(例えば、東

鑑

南

定

の

評

角

価

地

を行う場

)を反

合、当該土

映しており、

地

そ

の

の

正常

個別

な

的

価

要

格を

因

求めるときは、

をこの 標準 な

公

画

示

地

価絡

に

(

合

又

致

は基準地)を

したものに補

東京都特別区の修正方法

(地価が下落している地域の場合)

標準宅地に適用する修正率の確定

のりじゅんち

規準地となる公示地 ・基準地の下落率

を標準宅地に適用(2,446地点)

格

地価公示地(標準宅地)の下落率把握(1,639地 )

基準地の下落率把握(807地点)

点

的



№

i

臼

1

(1)

鑑 定 評 価 書

基 本 的 事 項 及 び鑑 定 評 価 額 等

価 格 時 点

鑑 定 評 価 の 依 頼 目的

不 動 産 の 種 別 ・類 型

価 格 の 種 類

評 価 条 件

鑑 定 評 価 の 依 頼 目的

及 び 条 件 と

価 格 の 種 類 と の 関 係

利害関係と縁故関係の有無

鑑 定 評 価 を 行 っ た 日

評価 対象 不動産 の確 認

平 成11年1月1日

固定資産税標準宅地の評価額算定の基礎資料

更 地 と し て

正 常 価 格

当該標準宅地上に建物等が存する場合には建物等がなく、かつ使

用収益を制約する権利の付着していないものとしての鑑定評価

本件鑑定評価は、上記依頼目的及び条件により、合理的な市場で

形成 されるであろう市場価値 を表示する適正な価格を求めるもの

であり、求めるベき価格は正常価格である。

提 出 先

発 行 年 月 日

不 動 産 鑑 定

業 者 の 住 所

及 び 名 称

資

氏

格

名

第

平成 年 月

号

日

不動産鑑定士(補)

印

無 ・ 有()

平 成 年

実 地 調 査 日

月 日

平 成 年 月 日

確認に用いた資料 標準宅地調書、貴庁**課 備付の土地課税台帳 ・同付属図面

照 合 の 結 果 上記確認資料と照合し、一致 を確認

(1) 標準宅地番号 (2) 所 在 及 び 地 番 (3) 住 居 表 示 (4)1平 方 メー トル当たり

標 準 価 格

円

(5) 鑑 定 言平 価 額

総 額

円

1平 方メートル当た り価格

円
〔
様

式

一

)
1



(2)標 準 宅 地 価 格 評 価 の 内 訳(そ の1)
No.

(1)

標 準宅地番号

取

引

事

例

比

較

法

(4)

a

b

C

所 在

(5)

地 積

㎡

(2)

所 在 及 び 地 番

(3)

地 積

面

収

益

還

元

法

原

価

法

直

接

(15)

総 収 益

(16)

総 費 用

(6)

取引時点

年 月

(17)

(7)
取 引

価 格

(8)
事 情

補 正

(9)
時 点

修 正

(10)

建付減価

の 補 正

(11)

事例地の個
別的要因の
標準化補正

(12)
地 域

格 差

(13)

比 準 価 格

円/ ㎡

純 収 益

((15)一(16))

(14)
比 準価 格 決定 の理 由の 要 旨

法

間

接

法

×

×

×

(18)

100

100

100

×

×

×

100

100

100

建物 に帰属

す る純収益

×

×

×

100

100

100

(19)

×

×

×

100

100

100

標 準的画地

の 純 収 益

((17)一(18))

(=

(=

(=

(20)

×

×

100

l00

×

l00

円 円 円 円

未収入期間修
正 後の標準的
画地の純収益

(29)

還 元 利 回 り
(30)

収 益 価 格

円/㎡

((19)× α)

(r-g) (31) 収益価格 を求めることがで き
なか っ た場合 に はその 理 由

円

(

円

円/㎡)

%

(21)

所 在

(22)
事 例 地 に
帰 属 す る
純 収 益

円/㎡

(23)
未収入期間修正

後 の 純 収 益

((22)× α)

(24)
事 情

補 正

(25)
時 点

修 正

(26)
事例地の個
別的要因の
標準化補正

(27)
地 域

格 差

(28)
標準的画地

の純 収 益

円/㎡
×

100

×

100

×

I00

×

100 円/㎡

(32)

区 分

直 接 法

間 接 法

(33)
素 地 の

取得原価

(34)
事 情

補 正

(35)
時 点

修 正

×

100

×

100

(36)
造 成

工事費

(37)
事情補正
及び標準
化 補 正

(38)
時 点

修 正

(39)
付帯

費用

(40)
事情補正
及び標準
化 補 正

(41)
時 点

修 正

(42)
有効宅地

化率補正

×

100

×

100

×

100

×

100

×

1

(43)
地 域

格 差

×

100

(44)

再 調 達 原 価

円/㎡

(45)

熟 成度

(46)

積 算 価 格

円/ ㎡

修 正 (47) 積算価格 を求め ることがで き
な か った場 合 には その 理 由

×

100
(様

式

二

)



(3)標 準 宅 地 価 格 評 価 の 内 訳(そ の2) 標準宅地番号
No-

(48)

標
準
価
格

の
査
定

試
算
価
格

の
調
整

と

(50)
公

示

(
基

準

)

価

格

を

規

(
比

)

準

と

し

た

価

格

(51)
標(基)準 地 番 号

標準地

基準地

(52)
公 示(基 準)価 格

年 月

円/㎡

補 正 項 目
補 正 率 の 内 訳

年 月
円/㎡

補 正 項 目
補 正 率 の 内 訳

(53)

時 点 修 正

×

×

100

100

(54)

個 別 的 要 因 の
標 準 化 補 正

×

×

100

100

(55)
地 域 格 差

×

×

100

100

(49)
1平 方 メー トル当た り

標 準 価 格

(56)
規(比)準 価 格

円

円/㎡

円/㎡

(59)

(57)

鑑

定
評

価

額
の
決
定

対

象
標

準

宅
地

の

(58)

個 性 率 の 内 訳

鑑 定 言平 価 額

総 額

円

1平 方 メー トル当たり価格

円
(
様

式

三

)



№

標 準 宅 地 調 書

標準宅地番号 ※ 所 在 及 び 地 番 ※ 住 居 表 示 ※ 所 有 者 名 ※ 地 積 ※

㎡

近 隣 地 域 の 状 況

街

路

条

件

交

通

・
接

近

条

件

環

境

条

件

近 隣 地 域 の 範 囲

道 路 幅 員 ・舗 装 の 有 無

道 路 の 種 別

道 路 の 系 統 ・ 連 続 性

そ の 他

最 寄 駅 へ の 距 離

最 寄 バ ス 停 へ の 距 離

圏 域 の 中 心(住 宅 地 域)

商業中心への接近性(商業地域)

幹線道路への距離(工業地域)

そ の 他

供 給 処 理 施 設

公 害 ・嫌 悪 施 設 の 影 響
(住 宅 地 域)

自 然 的 状 態(住 宅 地 域)

営 業 の 種 別(商 業 地 域)

土 地 区 画 整 理 事 業
市 街 地 再 開 発 事 業 等

そ の 他

(幅員) m (舗装) 有

国道 ・都道府県道 ・市町村道 ・私道 ・その他

路線名(

良

線

上 水 道
下 水 道
都 市 ガ ス

(施設名

普通

駅

バス停

より

より

劣

)
(

無

)

m

m

m

m

行

政

的

条

件

標

準

的

画

地

区 域

用 途 地 域

容 積 率 等

防 火 規 制

そ の 他

規 模

間[

高 低 差

接 面 関 係

そ の 他

より m

標 準 的 使 用

有 無
有 無
有 無

有 無
)

平坦地 ・高台地 ・低 地 ・傾斜地 ・埋立地 ・その他

事務所街
問屋街

小売店街
沿道型施設

施 行 済
事業計画なし

娯楽街
旅館街

施 行 中

中小飲食店街
その他( )

市街化区域 ・市街化調整区域 ・未線引都市計画区域 ・都市計画区域外

1低 専 ・2低 専 ・1中 専 ・2中 専 ・1住 居 ・2住 居 ・準 住 居

近 商 ・商 業 ・準 工 ・工 業 ・工 専 ・そ の 他()

指定建ぺい率 % 容積率(指 定,基 準)

防 火 地 域 ・ 準 防 火 地 域 ・ 無

㎡

m

形 状

奥 行

等 高 ・ 高 低 差(～m高 ・低)

中 間 画 地 ・角 地 ・準 角 地 ・()方 路 地

未 施 行

標 準 宅 地(対 象 地)の 画 地 条 件 等

規 模 ※

間 口 ※

高 低 差 ※

形 状 ※

接 面 関 係 ※

そ の 他 ※

そ の 他 特 記 事 項

利 用 の 現 況

最 有 効 使 用

m 奥

㎡

行 ※

等 高 ・ 高 低 差(～m高 ・低)

%,

正 方 形 ・ ほ ぼ 正 方 形 ・ 長 方 形 ・ ほ ぼ 長 方 形

台 形 ・ ほ ぼ 台 形 ・ 不 整 形 ・ ほ ぼ 整 形

中 問 画 地 ・角 地 ・準 角 地 ・()方 路 地

m

m

%

(様

式

四

)

※ は 市 町 村 で 記 入 す る 。



4不 服審査、訴訟 の動 向に関する参考資料

(1)審 査 申出件数

(単位:件 数〉

都道府県名 平成6年 度
1 北 海 道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

新 潟

富 山
石 川

福 井

山 梨

長 野

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和 歌 山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿 児 島

沖 縄

81

2 4

3 1

4 38

5 5

6 1

7 48

8 6

9 21

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

28

99

86

2,513

495

33

2

54

16

10

66

66

317

564

106

108

2,281

9,654

1,155

2,097

307

59

7

247

344

24

46

33

203

190

659

49

19

6

17

15

22

27

計 22,229

平成9年 度
68

12

8

50

3

15

18

25

31

28

181

138

1,024

296

37

19

21

12

34

99

93

96

862

32

45

1,791

4,092

799

1,183

235

40

30

253

271

38

16

23

121

80

745

30

32

25

17

12

25

103

13,208

増減数
-13

8

7

12
-2

14
-30

19

10

0

82

52
-1 ,489
-199

4

17
-33

-4

24

33

27
-221

298
-74

-63

-490

-5 ,562
-356

-914

-72

-19

23

6
-73

14
-30

-10

-82

-110

86
-19

13

19

0
-3

3

76
-9 ,021

H9/H6
0.84

3.00

8.00

1.32

0.60

15.00

0.38

4.17

1.48

1.00

1.83

1.60

0.41

0.60

1.12

9.50

0.39

0.75

3.40

1.50

1.41

0.30

1.53

0.30

0.42

0.79

0.42

0.69

0.56

0.77

0.68

4.29

1.02

0.79

1.58

0.35

0.70

0.60

0.42

1.13

0.61

1.68

4.17

1.00

0.80

1.14

3.81

0.59

※ 件数は、縦覧の初 日からその末 日後10日 までの間に審査申出のあった審査申出書の件数であ

る。
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(2)審 査 の事 由別 申出件数(土 地)

(単位:件 数)

都道府県名

1

2

3

北 海 道

青 森

岩 手

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

14

15

16

17

神 奈 川

新 潟

富 山

石 川

18

19

福 井

山 梨

20 長 野

21

22

岐 阜

静 岡

23

24

愛 知

25

三 重

滋 賀

26 京 都

27

28

29

大 阪

兵 庫

奈 良

30

31

和 歌 山

鳥 取

32 島 根

33 岡 山

34

35

広 島

山 口

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿 児 島

沖 縄

計

課税客体別申
出件数

(a)

34

9

8

33

1

0

15

21

23

25

156

123

793

215

30

9

19

7

32

70

85

77

479

24

41

1,250

3,754

533

1,077

391

39

21

163

248

33

11

18

87

31

503

24

31

20

10

7

14

102

10,696

7割 評価等

国の施策に関

す ること (b)

18

4

3

16

12

18

1

13

29

30

672

113

0

4

10

4

26

33

8

9

165

2

23

858

3,191

62

901

74

34

38

185

7

1

38

9

286

2

13

4

2

3

79

7,000

個別の土地の

評価 に関する
割 合(%)

こ と (c) b/a c/a

16

5

5

17

1

52.9

44.4

37.5

48.5

0.0

47.1

55.6

62.5

51.5

100.0

3

3

22

12

127

93

121

102

30

5

9

3

6

37

77

68

314

22

18

392

563

471

176

317

5

21

125

63

26

11

17

49

22

217

22

18

20

6

5

11

23

3,696

80.0

85.7

4.3

52.0

18.6

24.4

84.7

52.6

0.0

44.4

52.6

57.1

81.3

47.1

9.4

11.7

34.4

8.3

56.1

68.6

85.0

11.6

83.7

18.9

87.2

0.0

23.3

74.6

21.2

0.0

5.6

43.7

29.0

56.9

8.3

41.9

0.0

40.0

28.6

21.4

77.5

65.4

20.0

14.3

95.7

48.0

81.4

75.6

15.3

47.4

100.0

55.6

47.4

42.9

18.8

52.9

90.6

88.3

65.6

91.7

43.9

31.4

15.0

68.4

16.3

81.1

12.8

100.0

76.7

25.4

78.8

100.0

94.4

56.3

71.0

43.1

91.7

58.1

100.0

60.0

71.4

78.6

22.5

34.6

※

※

土地 の審査 の事 由別 申出件数 は、「表2課 税客体別 申出件数」における土地 の申出件 数 を、
申出 の理 由に よ り分類 ・集計 した ものであ る。

「7割 評価等 国の施策 に関 す るこ と」とは、7割 評価、価 格調査基準 日又 は市街 化区域 農地

の宅地並評価等 、国の施策 に基 づ いて評価 され た ことを不服 とす るものであ り、「個別 の土地 の
評価 に関 する こと」は、「7割 評 価等 国 の施策 に関 す ること」以外の不服で、画地 の認 定等、
個々の土地 の評価 について不服が あ るとす る もので ある。
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(3)平 成6年 度評価替 えに係る訴訟提起の状況
(単 位:件)

都道府県名 平成6年 度

北海道
青森県

岩手県

宮城県
秋田県

山形県
福島県

茨城県
栃木県

群馬県

埼玉県
千葉県

東京都(区)
東京都(市)

神奈川県
新潟県
富山県

石川県
福井県
山梨県

長野県

岐阜県
静岡県
愛知県

三重県
滋賀県
京都府

大阪府

兵庫県
奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県
山 口 県

徳島県

香川県

愛媛県
高知県

福岡県

佐賀県

長崎県
熊本県

大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県

合 計

1

0

0

2

1

0

2

0

1

1

1

4

1

5

1

2

0

1

1

0

0

2

1

0

1

0

1

5

7

1

0

0

0

4

0

1

0

0

0

0

2

1

0

0

0

0

0

2

52

平成7年 度

0-

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1

0

75

5

1

0

0

0

0

0

0

0

0

2

0

0

1

3

4

0

0

0

0

0

4

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

97

平成8年 度

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

29

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

3

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

33

平成9年 度

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

6

計
1

0

0

2

1

0

2

0

1

2

2

4

110

10

2

2

0

1

1

1

0

2

1

2

1

0

2

12

11

1

0

0

0

4

4

1

0

0

0

0

2

1

0

0

0

0

0

2

188

(注)1

2

固定資産評価審査委員会の審査決定に対する取消訴訟に限る.

平成9年9月30日 現在の数値である.
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(4)平 成9年 度評価替 えに係る訴訟提起の状況

都道府県名

北海道
青森県
岩手県

宮城県

秋 田県

山形県

福島県
茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県
千葉県
東 京都(区)

東京都(市)

神奈川県

新潟県

富山県
石川県

福井県
山梨県
長野 県

岐阜県
静岡県

愛知県

三重県
滋賀県

京都府

大阪府
兵庫県
奈良県

和歌山県

鳥取県
島根県

岡山県

広島県
山口県

徳島県

香川県

愛媛県
高知県

福岡県

佐賀県
長崎県

熊本県
大分県

宮崎県

鹿児島県
沖縄県

合 計

平成9年 度

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

1

0

0

0

0

0

0

0

1

0

2

0

0

0

0

1

0

0

0

0

1

2

3

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

15

(注)1

2

固定資産評価審査委員会 の

審査決定 に対す る取消訴訟 に

限 る。

平成9年9月30日 現在の

数値である。
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(5)平 成6年 度評価替えに関する判決一覧

1 被告

2

(1)

争点及び判決にお
ける判断

地価公示の7割 評

価

(2) 依命通達

(3) 価格調査基準 日

3備 考

福井地方裁判所 ・名古屋高等

(平成

裁判所判決

7年2月15日 ・平戒7年12月14日)

織田町固定資産評価審査委員会

(第1審 判決)

評価基準及び これを補完する通

達等(依 命通達及び平成4年5月

22日 付税務局長通達)に おいて、

土地評価の 目標を地価公示価格等

の7割 程度 とすることには相当の

理由が認め られ、当該土地評価は

合理性を有す るものというべきで

ある。

※相当の理由

平成6年 度評価替えの基本

方針について中央固定資産評

価審議会の了承

(財)資 産評価システム研究

セ ンター土地研究委員会の調

査研究報告書

(第2審 判決)

依命通達の改正通達は、土地基

本法16条 等 の趣 旨に沿 って公的土

地評価の均衡と適正を図ることを

目的とするものであり、合理性を

有するものと認め られ るか ら、当

該通達 は評価基準を補完するもの

というべきである。

確定

新潟地方裁判所判決

(平 成7年12月21日)

長岡市固定資産

公示価格等の7割 程度を基準 と

することについては、全国的な実

情調査及び客観的資料に基づいて

決定されたものといえるのであっ

て、格別不合理 な点は認め られず、

固定資産登録価格についての地方

税法の定めに合致する正 しい解釈

であると認められる。

本件通達は固定資産評価基準と
一体のもの として扱われるもので

あることが認め られる。

本件登録価格が本件通達に依拠

したものであっても、本件通達の

内容が法の正 しい解釈に合致する

ものである以上、本件価格の決定

は法の根拠に基づ くものとして適

法であると解される。

基準年度 の賦課期 日か ら評価事

務に要する期間をさかのぼった時

点の地価を基準 として賦課期 日に

おける価格 を評価することは、地

方税法上当然に予定 しているとい

える。

原告が控訴 (平成7年12月22 日、東京高等裁判所)

-74-



東京高等裁判所判決

(平 成8年10月21日)

評価審査委員会

全国一律の規準をもって課税の

平等性 を確保す る必要性、調査手

続 に日時を要す ることか らくる価

格 の誤差により登録価格が賦課期

日の適正な時価を上回 らないよう

にす る配慮等か ら、地価 公示価格

等をその調査時の一応の適正な時

価 と想定 し、 その間の時価 の変動

(低下)を 考慮 して、その内輪での
一定割合の価格を登録価格す なわ

ち地方税法第341条5号 にいう 「適

正な時価」とする旨の行政運用の

指針を示 した ものであり、通達の

内容が法令に違反 しているとは認

め られない。

(従来地価公示価格の2割 であ った

ものを通達で7割 とした点につい

て)従 来地価公示価格の2割 とす る

旨の通達があ ったわけではなく、

昭和60年 以降の地価の暴騰により、

時価と登録価格 の間に格差が生 じ

ていた点を是正 したということに

過 ぎず、その ことによって特段違

法 の問題は生 じない。

基準年度の賦課期 日か ら評価事

務に要す る期間をさかのぼった時

点の地価を基準 として賦課期 日に

おける適正な時価を評価す ること

は、法が当然に予定 しているとい

え る。

(中略)

なお、個別の登録価格が適正な

時価といえるかどうかを事後的 に

審査す る場合の適正な時価が賦課

期 日におけるものであることはい

うまでもない。

※ 本件は、平成6年1月1日 におけ

る適正な時価を上回 らない。

原告が上告 (平成8年11月5日、最宣高裁判所)

奈良地方裁判所判決
(平成8年9月4日)

奈良市固定資産評価審査委員会

地価公示価格の7割 程度を目標

と した点は、全国的な実情調査を

踏 まえた合理的なものであって、

税負担の適正化 ・均衡化を図るた

め、全国の固定資産の価格を同一

の基準で評価することとした法の

正 しい解釈に合致するものと考え

られ る。

本件通達が法の正 しい解釈 に合

致するものである以上、これ らに

従 って本件土地の価格を評価 した

ことは、法の根拠 に基づ くものと

して適法 というべ きである。

基準年度の賦課期 日か ら評価事

務 に要する期間をさかのぼった時

点の地価を基準として賦課期 日に

おける適正な時価を評価す ること

は、法が当然に予定 しているとこ

ろと考え られる。

確定
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No. 1

前橋地方裁判所判決

(平成8年9月10日)

伊勢崎市固定資産評価審査委員会

一連の評価事務には相 当の期間を

要す るものであるため、これ らの手

続を経て、2月 末 日までに価格を決

定 しなければならない等の物理的制

約を考慮す ると、基準年度の賦課期

日か ら評価事務に要する期間をさか

のぼ った時点の時価を基準として賦

課期 日における価格を評価すること

は、技術的にやむを得 ない措置 とい

うべきである。

なお、仮に平成6年1月1日 にお

ける地価公示価格が固定資産税評価

額を下回 った場合について も、それ

は価格調査後の地価変動の結果に過

ぎず(そ の時点までに地価が上昇す

ることも下降することも当然予想さ

れるところである)、 著 しく合理性

を欠 くような特段の事情がない限り

、これによって既に決定された価格

の適法性に影響を与えるものではな

い。

確定



1 被告

2 争点及び判決にお

ける判断

(1)地 価公示の7割 評

価

(2)依 命通達

(3)価 格調査基準 日

3備 考

東京地方裁判所判決

(平成8年9月11日)

東京都固定資産評価審査委員会

標準宅地の適正な時価を公示価格

の算定 と同様の方法で行 った個別評

価額 の一定割合 とすることは、評価

基準等 による大量的評価方法に内在

す る誤差の是正方法 として合理性を

有 し、また、固定資産税が所有 に係

る資産の価値 に着 目するものである

との税の性格を考慮 して、税額 の算

定過程の基礎 となる標準宅地の価格

につ いて調整を加えることも課税処

分の方法として許容されるものとい

うことができる。

(中略)

公示価格の算定と同様の方法で評

価 した標準宅地の価格のおよそ7割

をもって、その適正な時価として扱

うことは、法の禁ず るものではなく

、7割 評価通達 には合理性があり、

これ に従 った評価は適法というべき

である。

賦課期 日から評価事務に要する相

当な期間をさかのぼった時点を価格

調査の基準 日として評価を行うこと

を法が禁止 しているものとは解され

ない。

評価基準による評価が客観的時価

を下回ったとしても、それが課税処

分の謙抑性の範囲にある限 り、法の

予定する 「適正な時価」と解す るこ

とができる。 しか し、(中 略)評 価

基準 による評価 が客観的時価を上回

る場合には、その限度において、登

録価格は違法 なものということにな

る。

※ 本件は、地価が1年 問に32%下

落 しているため、そのうち2%部

分が違法であると判断された。

被告が控訴 (平成8年9月24日、東京高等裁判所)

東京地方裁判所判決

(平成8年9月18日)

青梅市固定資産評価審査委員会

公示価格の算定 と同様の方法で

行った個別評価額の一定割合を標

準宅地の適正な時価とみなして評

価基準等を適用す ることは、評価

基準等に内在す る評価誤差の是正

方法 として合理性を有す るという

ことができる。

(中略)

公示価格の算定方法によって評

価 した7割 をもって、その適正な

時価 として扱 うことは、法の許容

するところというべきであり、7

割評価通達に従 った評価も適法と

いうべ きである。

賦課期 日か ら評価事務に要す る

相当な期間をさかのぼった時点を

価格調査の基準 日として評価を行

うことを法が禁止 しているものと

は解されない。

評価基準 による評価が客観的時

価を下回った としても、それが課

税処分の謙抑性の範囲にある限 り、

法の予定す る 「適正な時価」 と解

することができる。 しか し、(中

略)評 価基準による評価が客観的

時価を上回 る場合には、その限度

において、登録価格は違法なもの

ということになる。

※ 本件は、地価が1年 間に30%

を超えて下落 していないので、

適法とされた。

確定

-76-



東京地方裁判所判決

(平成8年9月30日)

日野市固定資産評価審査委員会

評価基準に内在す る評価誤差の

是正方法 として、少なくとも評価

額が客観的時価を超えるという事

態が生 じないよう、公示価格の算

定 と同様の方法で行 った個別評価

額か ら予め減額 した数値 をもって

標準宅地の 「適正な時価」 として

扱 うことは合理的 な方法 というべ

きである。

そ して、かかる趣 旨において7

割評価通達に従 った評価 も適法と

いうべきである。

賦課期 日か ら評価事務に要す る

相当な期間をさかのぼった時点を

基準 日として評価 を行うことを法

が禁止 しているものとは解されな

い。

評価基準による評価が客観的時

価 を下回った としても、それが課

税処分の謙抑性の範囲内にある限

り、法の予定す る 「適正な時価」

と解することができるが、評価基

準による評価が客観的時価を上回

る場合 には、その限度において、

当該価格は法 に反するものという

ことになる。

※ 本件は、地価が1年 間に30%

を超えて下落 していないので、

適法 とされた。

確定

No. 2

京都地方裁判所判決

(平成8年9月27日)

大阪高等裁判所判決

(平成9年12月25日)

加茂町固定資産評価審査委員会

公示価格等の7割 にするという割

合の合理性は、固定資産評価基準に

よる全体の評価方法の中で判断され

るべきものであり、(中 略)評 価基

準 に基づいて算定された結果が、 「

適正な時価」か ら大 きく離れること

な く、かっ「適正な時価」よりも低め

の価格になっていることか らみて、

合理性を認めることができる。

7割 評価通達は、固定資産評価基

準 と一体のものとして扱われ るもの

であることが認め られる。

「適正な時価」は経済の動向に関

連 して、不断に変動があり得るもの

であることか ら、そのような変動に

迅速 ・適正に対応するため には、法

律等、その制定手続に時間を要す る

形式ではなく、迅速性のある通達の

形式を用いる必要性 も合理性もある

ものと認め られる。

これは、 「適正な時価」を基準 と

すると定めた地方税法 自体が予定な

い し容認 しているものである。

固定資産の評価事務には相当な期

間を要することは容易 に推測できる

ものであるか ら、基準年度の賦課期

日か ら評価事務 に要す る期間をさか

のぼ った時点の地価を基準 として賦

課期 日における価格を評価す ること

は、不合理とはいえず、地方税法上

当然予定ないし容認されているとい

える。

原告が控訴(平成8年10月16日、大阪尚等銭調蔭)

(同 左)

7割 評価通達は、固定資産評価基

準と一体のものとして扱われるもの

であることが認められる。

本件通達 は土地基本法16条 の趣

旨に則 り公的土地評価の一元化 ・適

正化を図るため、地価公示価格と固

定資産税評価額の水準の格差を是正

するとともに地価公示価格に対する

固定資産税評価額の地域的不均衡を

是正す るところを目的 として、全国

的な実情調査及び客観的資料を基礎

として宅地の固定資産税評価額を公

示価格等の7割 程度を目処とするこ

とに した ものであ って、そ の 目的、

内容に不合理な点はない。

固定資産の評価事務には相当な期

間を要す ることは容易に推測できる

ものであるか ら、基準年度の賦課期

日か ら評価事務に要する期間をさか

のぼった時点の地価を基準として賦

課期 日における価格を評価すること

は、法の許容 しないところであると

はいえず、本件の場合、価格調査基

準 日の評価額が賦課期 日における客

観的時価を超えていると認められな

い以上、税負担の公平は害されない

のであるから、違法ではないと解す

べ きである。

確定
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1 被告

2

(1)

争点及び判決にお

ける判断

地価公示の7割 評

価

(2) 依命通達

(3) 価格調査基準日

3 備考

仙台地方裁判所判決

(平成8年10月8日)

仙台市固定資産評価審査委員会

評価額を公示価格の7割 程度 とす

ることについては、全国的な実地調

査及び客観的資料に基づいて決定さ

れた といえるものであって、格別不

合理 な点は認め られない。

したがって、7割 評価通達の内容

は、課税標準 について「適正な時価」

と定 めている地方税法349条1項

、341条5号 の正しい解釈に合致

す るものであると解される。

評価事務を行 うのに必要な合理的

期間をさかのぼった時点に調査基準

日を設定 し、調査基準 日における時

価を基礎 として賦課期 日における価

格を評価することは、地方税法上 も

当然に予定されているものである。

通常考え られる以上に地価が異常

に下落 し、調査差額が著 しく拡大 し

て、地方税法が予定 していると考え

られる範囲を超過 した と評価 される

ような特別 な場合は別 として、そう

で ない限 りは、調査差額が発生 した

ということをもって、地方税法34

9条1項 、359条 に違反 している

ということはできない。

仮 に平成6年 度評価額が公示価格

を上回るいわゆる逆転現象が起きて

いたとしても、その結果が著 しい場

合はともか くとして、単に逆転現象

が発生 したということをもつて、地

方税法349条1項 、359条 に違反 して

いるということはできない。

確定

神戸地方裁判所判決((行 ウ)第40.41

,42号) (平 成8年12月11日)

加古川市固定資産評価審査委員会

宅地の固定資産税評価にあって、

地価公示価格等の7割 程度を目途 と

することは、土地基本法16条 の規

定の趣 旨を踏まえ、学識経験者、不

動産鑑定機関の代表、地方公共団体

の代表等固定資産評価に関する専門

家が全国的な実地調査及び客観的な

資料を検討 した結果である報告書に

依拠 したものであ り、その決定過程

及びその内容につき何ら不合理な点

は認められない。

7割 評価通達は固定資産税評価基

準と一体 として取 り扱われ るべきも

のである。

固定資産税の評価事務に要す る期

間を遡 った時点の時価を基準 として

賦課期 日における価格を評価す るこ

とは地方税法上予定されていること

、平成6年 度の評価替えにおいては

、平成5年1月1日 時点の地価動向

を勘案 し、地価変動に伴う修正を行

うとされていること、本件評価にお

いても時点修正が行われていること

に徴すると、平成4年7月1日 を価

格調査基準 日としたことについて何

ら違法はない。

確定
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大阪地方裁判所判決

(平成9年5月14日)

大阪市固定資産評価審査委員会

地価公示価格 の7割 を目途にす る

との処理方針 自体 も直接 の法律上の

根拠はない。

評価基準 と通達とは法的に同視で

きない。

賦課期 日以前のできる限 りこれに

近接 した時点を価格調査基準 日とし

て土地価格 を鑑定評価 し、 これ に賦

課期 日までの価格変動要因 を想定 し

て賦課期 日における土地の価格 を算

出することは当然に可能なことであ

り、このような方法により登録価格

を決定す ることをこそ法は要求 して

いる。

本件決定額 は、(中 略)法 の趣 旨

を逸脱 した違法 な評価方法 により算

出された ものではあるが、結果的 に

、賦課期 日における原告持分の客観

的時価を上回るものではないか ら、

本件決定 は、原告との関係で違法 と

なることは ない。

確定

札幌地方裁判所判決

(平成9年7月25日)

札幌市固定資産評価審査委員会

地価公示価格の7割 程度を基準と

す ることは、全国的 な実情調査及び

客観的な資料を根拠 とするものであ

って、一般的な基準 として格別不合

理 な点は認められない。

評価基準が、適正な時価を算定す

る基準ない し方法として不合理なも

のであれば、評価基準に法的拘束力

を認めることは相当ではない。

7割 通達は、評価基準と一体 とな

って市町村長がこれに基づいて評価

することを義務づけられているので

あるか ら、7割 通達に合理性がなけ

れば、評価基準に従 った価格の算定

がされたということはできない。

『

賦課期 日における価格算定の資料

とするための標準宅地等の価格評定

については、賦課期 日か らこれ らの

評価事務 に要する相当の期間をさか

のぼ った時点を価格調査の基準 日と

して行うことを法が禁止 しているも

のとは解され ない。

(中略)

価格調査の基準 日における価格を

基礎 として算定 した価格では賦課期

日における適正な時価を上回ると見

込まれるときは、予め想定される価

格下落率を折 り込んで各固定資産の

価格評価事務を遂行すべ きである。

(中略)

登録価格が賦課期 日における客観

的な時価を上回るときは、その限度

で登録価格 の決定は違法であるとい

うことになる。

※ 本件は、平成6年1月1日 にお

ける適正な時価を上回らない。

原告が控訴 (平成9年8月4日、札幌高等議判所)
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「固定資産課税審査却下決定取消請求事件」の概要

(平 成7年(行 ウ)第235号)

1.

2.

3.

4.

5.

①

判決年月日

被 告

経 過

②

平 成6年4月28日

11月7日

③

本件土地の評価額

原告の主な主張点

④

6.

①

②

③

平成8年9月11日

東 京都 固定 資産評 価審 査委 員 会

審査委員会へ審査申出書提出

みなす決定取消訴訟提訴

10億9,890万 円 及 び1,103万 円(2筆)

評価額を従来 の時価の1～2割 か ら、地 価 公示 価格 の7割 と した こ とは違

法 で ある。

平 成5年1月1日 か ら賦課 期 日まで の1年 間 の価 格変 動 を考 慮 しない こと

は違法であ る。

7割 評 価等 を指示 した通 達 は、地方 自治体を拘束せず違法である。

評価基準等 による評価精度では、適正な時価の評価ができない。

④

7.

被告の主な主張点

7割 評 価 は 、過 去 の地 価安 定期 にお ける公示価格 と固定資産評価額の関係

等か ら、導入 された ものであり、中央固定資産評価審議会の了承を得た合理

的 なもの。

平成6年2月 末 日まで に価格決 定す るた め、賦課期 日か ら評価事務に要す

る期間さかのぼ って評価時点を設定す る必要があ る。

自治省依命通達は、評価基準 と一体 のもので拘束 され る。

評価基準 に基づ き(評 価取扱 要領 策定)評 価 しなけれ ば な らない。

判 決 の要 旨

① 標準宅地 の価格 のお よそ7割 を も って 、そ の適正 な時 価 と して扱うことは、

法 の禁ず るものではな く、7割 評 価通達 に は合理 性が あ り、 これ に従 った評

価 は適法である。

② 賦課期 日か ら評価事務に要す る相当な期間をさかのぼ った時点 を価格調査

の基準 日として価格評価を行 うことを法が禁止 しているものとは解 されない。

③ ただ し、価格調査基準 日か ら賦課期 日までの間に3割 を超 え て下 落 した場

合 には、 客観的な時価が評価額を下回ることにな り、その限度 において違法

で ある。

(本 件 の場 合 には、1年 間 に32%下 落 してお り、 そ の うち2%部 分 が違法

で あ る と裁 判所 は判 断 した。)

④ なお 、訴 訟 費用 は、1/40が 被告 、39/40が 原告 負 担。

8. 東京都の対応

平 成8年9月24日 、 東 京 高 等 裁 判 所 に 控 訴 。
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(6) 国家賠償請求事件の概要

「固定資産過大評価替国家賠償請求事件」 (大阪) の概要

1

2

原 告

被 告

奈良市、大阪市、高槻市 ほかに土地 を所有す る34名

国ほか15市 町

大阪市 、高槻市、茨木市、吹田市、門真市 、八尾市、河内長野市、岸和田市、

泉南市 、泉佐野市、西脇 市、加古川市、姫路市、奈良市及 び大内町

3

4

訴状提出日

原告の主張

平成7年9月21日(大 阪地 方裁判所)

① 租税 法律主義違反

今回の評 価替 えにおける地価公示価格 の7割 程度 までの評価額の引 き上 げは、条例 改正等

の手続 を踏 まず、単 なる告示のその また下位の一片の通達 によって実施 されてお り、租税法

律主義 、租 税条例主義に反す る。

② 評価 方式(売 買実例方式)の 不合理

売買が本来的 に予定されて いない居住用資産や生業 と しての事業用資産(生 存権的土地)

について まで、一律 に売買実例方式で評価す るのは不合理 であ り、それ を規定す る評価基準

は憲法違反で ある。

(生存権的土地 は、収 益還元方式で評価 されるべ きである。)

③ 今回の評価替 えの違憲性、違法性

地価公示価格の7割 を目標 とす ることによつて、大都市圏の不正常 な地価高騰 の影響 を、

居住用や生業用の土地に対 して まで及 ぼす ことにな り、 これ は適正 な時価の評定方法 として

著 しく不合理 なものである。従 って この依命通達改正 は違憲 ・違法である。

④ 賠償責任(共 同不法行為)

以上か ら、国 は違法な通達 に対 して責任 を負 うべ きで あ り、 また被告 自治体は違法 な通達

に基づいて評価替え を行 っている点 に過 失があるので、 これ による固定資産税の過剰徴収分

(平5と 平6の 固定 資産税額の差)を 賠償す る責任 がある。

5 被告側の対応

ほぼ全 面的 に争 う。
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(被告側の主張)

・ 市 町村 長は、固定資産評価基準及び依 命通達 に沿 った評価 を行 うベ きであった。

・ 地 価公示価格の7割 程度 によって評価するこ とは、国会、税調等での相 当の期間 をか

けた議論 を経て、政府全体の方針 として決定、実施 されて きたもので あ り、合理性 を有

す る。

・ 評価替 え に伴 い、納税者の利害に関わ る税負担 の水準 の決定方法 について は、法律の

改正 に よって対応 している。

・ 課税標準額 は評価額 よ りも低 く抑 えられてお り、地価 が下落 していても実質的な逆転

等の問題 は生 じて いない。

・ 今 回の評価替 えは、地価高騰 に伴 って低 くなっていた評価水準 を法 に定める 「適正な

時価 」 に合致す る水 準に引 き戻すために、地価公示価格 の7割 とい う具体的な 目標値 を

通達 で示 したものである。

6 経 過

平 成7年11月

8年2月

5月

7月

10月

9年1月

5月

9月

12月

10年3月

以 降 は未 定

第1回 口頭弁論(答 弁書提 出)

第2回 口頭弁論(第 一準備書面提 出)

第3回 口頭弁論

第4回 口頭弁論(第 二準備書面提 出)

第5回 口頭弁論(第 三準備書面提 出)

第6回 口頭弁論(被 告国準備書面(一)提 出)

第7回 口頭弁論(第 四準備書面提出)

第8回 口頭弁論

第9回 口頭弁論(第 五準備書面提出)

第10回 口頭弁論予定
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「固定資産過大評価国家賠償請求事件」(東 京)の 概要

1

2

原 告

被 告

高橋 正展ほか東京都 に土地 を有す る102名(ふ るさと東京 を守る会)

(原告代理人

国、東京都

山田二郎弁護士ほか)

3

4

訴状提出日

原告の主張

平成9年2月21日(東 京地方裁判所)

① 価格 調査 基準 日を基礎 とした処分の違法性(及 び共 同不法行為)

調査基準 日を定め る通達 による示達 を受けて評価額 を決定す るこ とは地 方税法違反であ り、

憲法 に定 める租税法律主義違反、違法処分 を通達及び照会 ・回答 によ り国 が協議 して行 って

いるこ とは共同不法行為。

②7割 評価通達 を基礎 と した処 分の違法性(及 び共同不法行為)

7割 評価 を依命通達改正通 知を根拠 として行 った賦課処分 は違法。

違法処分 を通達及 び照会 ・回答 によ り国が協議 して行 っているこ とは共同不法行為。

③ 財 産権 の侵害の違法性(及 び共 同不法行為)

原告 らが所有 して いる都心部の土地の収益力 はせ いぜい2%程 度で あるのに、地代収入か

ら必要経費 を控除 した残 額 は固定資産税等の納付 に充て ざる をえな くなってお り、場合 によ

って は、 固定資産税の負担 の方 が高 くなって いる。 これ は、 土地 を強制的に収奪 しているこ

とにな り、財産権(憲 法29条)を 侵害するもので あ り、違法。

④ 賠 償責任

以上の違法 な賦課処分及び共 同不法行為 に対 して国及び都 は(平 成5年 度の税額 と平成6、

7、8各 年度の税額の差額 分)を 賠償する責任 がある。

5 被告側の対応

ほぼ全面的 に争 う。
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(被告側 の主張)

・ 市 町村長 は、 固定 資産評価基準及び依命通達 に沿 った評価 を行 うベ きであった。

・ 地 価公示価格 の7割 程度 によって評価 することは、国会、税 調等での相当の期間 をか

けた議論 を経 て、政府 全体の方針 として決定、実施 されて きたもので あ り、合理性 を有

する。

・ 評価替 えに伴 い、納税者の利害 に関わる税負担の水準の決定方法 については、法律の

改正 によって対応 している。

・ 課税標準額 は評価 額 よりも低 く抑 えられてお り、地価 が下落 していて も実質的 な逆転

等の 問題 は生 じてい ない。

・ 今 回の評価替 えは、地価高騰 に伴 って低 くなって いた評価水準 を法 に定める 「適正な

時価」 に合致す る水 準 に引 き戻 すため に、地価公示価格 の7割 とい う具体的な 目標値 を

通達 で示 したもので ある。

・ 平成5年1月1日 に時点修正 した こ とは法が許容する ところ。

・7割 評価依命通達 は租税法律(条 例)主 義には反 しない
。

・ 課税の対象 とな る資産の評価方法 は立法政策の問題であ り
、違憲の問題は生 じない。

6 経 過

平成9年6月

9月

12月

10年3月

第1回 口頭弁論(答 弁書提出)

第2回 口頭弁論

第3回 口頭弁論(第 一準備書面提出)

第4回 口頭弁論開催予定

以降は未定
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「固定資産評価替え審査決定取消請求及び固定資産

過大評価国家賠償請求等事件」(名 古屋)の 概要

1

2

3

4

原 告

被 告

訴状提出日

原告の主張

蓮 沼 泰 蔵

国、名古屋市及び名古屋市審査委員会

平成9年3月19日(名 古屋地方裁判所)

① 租税法律主義違反

今 回の評価替 えにおけ る地価公示価格の7割 程度 までの評価額 の引 き上 げは、条例 改正等

の手続 を踏 まず、通達 によって実施 されて お り、租税法律主義 に反す る。

② 生存権違反

(課税評価の範 囲について)

固定資産評価 基準 は国民 が 日常生活 を営 むについて不可欠 の土地(生 存権的土地)と そ う

でない土地 とを区別 して いない。前者 は本来課税の対象 とすべ きで はない。

(評価方法 について)

固定資産評価の ための方法は売買実例価格 によるので はな く、土地 の使用収益状況に着 目

した収益 還元法で なけれ ばな らない。

③ 憲法 に定める地方 自治(自 治体 の課税権)違 反

地 方 自治の本旨か らすれ ば、市町村 の判断 を拘束する固定 資産評価基準は憲法違反である。

④ 地方税法違反

地方税法 は固定資産評価の基準 日を賦課期 日と定めてい るのにも関わ らず、賦課期 日の1

年前 の時点の価格 を用 いているの は、明 らかに地方税法 に反 している。 また、依命通達 は租

税法律 主義 に反 し違憲で ある。

⑤7割 評価の根拠不存在 と適用 の誤 り

7割 の根拠が明確 でないばか りでな く(平 成3年 度セ ンター報告書 は根拠た りえない)、

本件各 土地 に関 し公表 され る公示価格の数字そのもの7割 でな く 「標準化補正」 をした後の

価格 か ら算 出 しているの は本件依命通達(7割 評価通達)の 明文 に反 している。
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⑥ 賠償責任

以上か ら、国 は違憲 ・違法な通達に対 して責任 を負 うべ きであ り、 また被告市 は違法 な通

達 に基づ いて評価替 えを行 ってい る点 に過失があるので、 これによる固定資産税 の過剰徴収

分 を賠償す る責任 がある(平 成3年 度評価額 との差額及 び慰謝料)。

(注)同 時 に審査 委員 会に対 して審査決定取消請求が出て いる。

5 被告側 の対 応

ほぼ全面的 に争 う。

(被告側 の主張)

課税 上重 要な事項 は法律の形式で定め ることが要求 されるが、具体的 ・個別的 に命令

にその細 目を委任す るこ とは憲法上許容 される。本件依命通達 は評価基準の解釈指針で

あ り、租税 法律 主義 に反 しない。

・ 生存権的土地 とは何 か、 そうでない土地 とは どの ような基準で区別す るのかが明確で

ないため、原告 の主張 は失 当である。

・ 課税の対 象 となる資産 についていかなる評価方法 をとるかは立法政策の問題で あって、

立 法府 の裁 量にゆだね られている。

・ 市町村長 は、固定資産の平成6年 度評価替 えにおいて、本件依命通達 に従 った評価 を

行 うべ きで あった。

・ 地方税法 は2月 末 日まで に価格 を決定 し、 これ を土地課税台帳等 に登録 しなけれ ばな

らない と定めているが、固定資産評価基準 に基づ き、すべての土地 を同一の基準で評価

す る必要があ り、かつ、価格の決定 に至 るまでには膨大 な作業量 が必要であ ることか ら、

賦 課期 日か ら評価事務 に要する期 間をさかのぼった時点 を基準 として これ を評価せ ざる

を得 ない ものであ り、 これ は法 も許容 してい るところで ある。

・ 地 価公示価格 の7割 程度 によって評価す ることは、国会、税調等 での相 当の期 間をか

けた議論 を経 て、政府全体 の方針 として決定、実施 されて きた ものであ り、合理性 を有

す る。
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・ 標準宅地の鑑定価格に鑑定評価上の補正が含まれている場合には、それを基に路線価

を付設すると当該標準宅地の固有の補正率の影響が状況類似地域内の各筆の評価にまで

及ぶこととなり、評価替えを行って固定資産税評価の適正化を図ろうとした本件依命通

達の趣旨を没却してしまう。従って、標準化補正を行った後の価格を基に路線価を付設

するのは合理的である。

6 経 過

平成9年5月

7月

9月

12月

10年3月

第1回 口頭 弁論(答 弁書提出)

第2回 口頭弁論(第 一準備書面提 出)

第3回 口頭弁論

第4回 口頭 弁論(第 二準備書面提 出)

第5回 口頭 弁論開催予定

以降は未定
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5 米国の土地評価 における収益還元法の活用に関する参考資料

(1) 採用 している評価手法の違い

最も一般的な評価手法

原価法 取引事例比較法 収益法
アラバマ ○ ○

アラスカ ○ ○

アリゾナ ○ ○

アーカンソー ○ ○

カリフォル ニア

コロラド ○ ○

コネティカット ○

デラウェア ○
コロンビア ○ ○ ○

フロリダ ○ ○ ○

ジョージア ○

ハワイ ○ ○

アイダホ ○ ○ ○

イリノイ ○

インディアナ ○

アイオワ ○ ○ ○

カンザス ○

ケンタッキー ○

ルイジアナ ○ ○ ○

メイン ○

メリーランド ○
マサチューセッツ ○ ○ ○

ミシガン ○

ミネソタ ○ ○ ○
ミシシッピー ○ ○ ○

ミズーリー ○

モンタナ ○ ○

ネブラスカ ○

ネバダ ○ *1 ○ *2

ニューハンプシャー ○ *3 ○ *4

ニ ユ ー ジ ャー ジ ー ○ ○ ○
ニューメキシコ ○
ニ ユ ー ヨー ク ○ ○ ○
ノースカロライナ ○ ○
ノースダコタ ○

オハイオ ○ ○ ○
オクラホマ ○

オレゴン ○ ○ ○
ペンシルバ ニア ○ ○ ○
ロードアイランド ○

サウスカロライナ ○ ○ ○
サウスダコタ ○

テネシー ○
テキサス ○ ○ ○
ユタ ○ *6 ○ *7 ○ *8

ヴェルモント ○

ヴァージニア ○
ワシントン ○ ○ ○
ウエストヴァージニア ○

ウィスコンシン ○
ワイオミング ○
資料 :IAAO"Assessment Administration Practices in the U.S. and Canada" ,1992

その他

売却価格

市場影響を考慮

*5

*1

*2

*3

*4

増築物
土地
建物、その他の増築物
土地

*5

*6

*7

*8

大都市の郡は、3手法すべて使用
非都市部不動産に対し
都市部の住居用不動産対し
中央で評価される資産に対し
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(2)収 益 ・経 費 に関 す る ア ンケー ト表(ボ ス トン市評 価局)

ボ ス トン市 評 価 局 事 業 用

97年 度

収 益 ・経 費 に 関 す る ア ン ケ ー ト表

氏名

電話

ビル の利用 形態

ビル の名 前

こ の 用 紙 に 書 き 込 ん で 、60日 以 内 に 評 価 局 へ 返 送 して 下 さ い 。

事 業 用 利 用(賃 貸 ア パ ー ト、 小 売 、 飲 食 業 、 オ フ ィ ス 、 ・ ・ ・ ・ ・ ・)

あ な た の 所 有 す る 不 動 産 に 関 して 次 の 情 報 を 書 き込 ん で 下 さ い。独 自の フ ォー ム が あ れ ばそ れ を 利 用 で き

ま す 。 本 表 は一 例 で す 。 現 在 賃 貸 分 が 全 く利 用 され て い な い場 合 は 、"空 き"と 記 入 して下 さい 。 あ な た

が 使 用 して い る 場 合 は"オ ー ナ ー"と 記 入 して 下 さ い。

(A)
○ 階

(B)
法 人 名

又 は

テ ナ ン ト名

(C)
利 用 の

タイプ

(D)
賃貸

面積

(E)
賃 料

(F)
賃貸

開始年

(G)
賃貸

期間

(H)
ト リ ブ ル

純 リ ー ス
(は い/い い え)

(I)
賃料に含 まれ

るもの
(電 気 、暖 房 、他)

(J)
空 きがあ るか
(96年1月1日

時 点)

(K)
総賃料

収 入
(1995)

利 用 の タ イ プ(短 縮 コ ー ドを 使 って 下 さ い)

賃 貸 ア パ ー ト

ワ ン ル ー ム

サ ー ビス

自動 車

銀 行

APT

SRO

SERV

CAR

BANK

小 売

サ ー ビス 業

レ ス トラ ン

バ ー.パ ブ

ス ー パ ー

独 立 ス トア

RET

RET

REST

BAR

SMKT

STORE

オ フ ィス

医 院
駐 車場

有 料駐 車場
地 下駐 車場

レ ク リエ ー シ ョン

OFF

OFF/MED

PKG/G

PAY-PKG

PKG/UG

REC

製 造 業

R.D

機 器 シ ョ ッ ブ

倉 庫

配 送 セ ン タ ー

冷 蔵 倉 庫

MFG

R&D

SHOP

WESE

WESE/D

WESE/CS

そ の 他 の 収 益

-89-



経費

所 有 者 支 払 い分 テ ナ ン ト支 払 い分

管

理

費

人 件 費

管 理 費

弁 護 士 費 用
一 般 管 理 経 費

警 備 コス ト

$

総 管理費

清

掃

費

人件費

契約料

備品等

ゴミ費 用

その 他

総清 掃費

修
繕
/
維
持
費

人 件 費

工 レベ ー タ ー

通 信 ・配 線 関 係

電 気

配 管

備 品

そ の 他

総修 繕/維 持費

ア メ ニ テ ィの 程 度

賃料 の 中に含 まれ て い る 項 目 は どれ か

家 具

ス トー ブ

エ ア コ ン

光 熱 費

光 熱 費

内装 清 掃

ごみ の 搬 出

建 物 に どん な機 能 が あ る か

保 安 室

ビ ル ・マ ネ ー ジ ャ ー

セ ン ト ラ ル ヒ ー テ ィ ン グ

エ レ ベ ー タ ー

洗 濯 室

フ ィ ッ ト ネ ス セ ン タ ー

プ ー ル

駐 車 ス ペ ー ス

駐 車 ガ レ ー ジ

過 去5年 間 に した リ ノベ ー シ ョ ン等

水

道

・
光

熱

費

電 気

ガ ス

石 油

ス テ ィー ム

水 道

そ の 他

どんな事 を いつ始 めて い つ 完 了 コ ス ト は ど れ だ

け か か っ た か

総水道/光 熱費

リ

ー

シ

ン

グ

広告費

仲 介手数 料

リー シ ング の 穣 歩 分

(詳 細 を 別 添 の こ と)

リ ー ス ・バ イ ア ウ ト

(早 期 退 出金)

追 加 コメ ン ト

総 賃 貸 コス ト

固
定

経

費

建 物 の 保 険

修 繕 つ み た て

改 良 費

(法 的 義 務)

倉庫 低経費

ここ に記 載 され て いる 情 報 に偽 りの

な い こ とを証 明 しま す 。

所有 者(又 は納 税 者)の サ イ ン

日付 電話番号

総合計
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(3) 採用 している評価方法

<不 動産の類別> <主 要な手法> <2次 的手法>

個人住宅

商業利用

その他

土地 の み(更 地)*

取引事例比較法

収益還元法

原価法

取引事例

原価法

原価法

収益還元法

収益還元法
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(4) 評価額計算表 (ボ ス トン市評 価 局)



(5) 審査申出の流れ

1.ま ず 、直 接 の評 価 担 当 局 へ 2.不 服なら上部機 関へ

納
税
者

審
査
申
出

再
調
査

審
査
申
出

再
調
査

裁
判
所

(例)市 町村 レベル (例)州 、カウンティレベル
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(6) 評価替えのない年に生 じる審査請求不動産の割合

審査請求不動産の割合

0.1%未 満

0.1%～0.29%

0.3%～0.49%

0.5%以 上

デ ー タ 不 足



(7) 評価替え年度に生 じる審査請求不動産の割合

審査請求不動産の割合

1 % 未満

1%～2.99%

3 % ～4 .99%

5%以 上

データ不足/回 答なし



(8) 評価替え年度に生 じる審査請求不動産の増加

審査請求における増加率

300

300

%未 満

%～999%

1000%～4999%

5000%以 上

データ不足/回 答なし



(9) ボ ス トン市 ホ ー ム ペ ー ジ ・イ メ ー ジ
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Property Address:

11 FERNBORO ST LT 52

• ParcelI.D.:1400292000
• Owner: MENKITI IFEANYI A
• Mailing Address: 8 MALVERN AV +
• City , State: SOMERVILLE MA
• Zip Code: 02144
• C/O:

• Current FY98 Value: $178 ,500.00
• Building Value: $137 ,500.00
• Land Value: $41 ,000.00
• FY98 Net Tax Due: $2 ,404.40

• Residential Exemption: N

• Personal Exemption1:

• Personal Exemption1 Amt .: 0
• Personal Exemption2:

• Personal Exemption2 Amt .: 0

• Land Use: A

(This information presented alone, does not reflect any applications for residential or
personal exemption made after 12-12-97)

Copyright City of Boston 1996
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(10) ケ ン ブ リッジ市 ホ ー ム ペー ジ ・イ メー ジ

City of Cambridge Assessor's Database

Welcome to the City of Cambridge Assessor's Database. To conduct a search, please enter a street
number and a street name below and click on Search. The database will display the closest matched
records to your search. You will then be able to browse the database by clicking on the following
icons:

Go to the previous record.

Go to the next record.

Return to main search page.

For best search results, please use the full name of the street you are looking for. Street
suffixes such as "street" and "avenue" are usually abbreviated as ST or AVE without punctuation.
The search supports wildcards such as '*' and '?' . '*' matches any substring, '?' matches any
character. For example, "Mass*" matches all words beginning with "Mass". "Mass" alone will look
specifically for the word "Mass" not "Massachusetts".

The current tax rates in the City of Cambridge are:

$13.43 per $1000 - residential
$35.98 per $1000 - commercial

Rates last updated October~ 20th, 1997

Street Number:
Street Name:

Sally Powers - Director, Assessing Department (spowers@ci. cambridge. ma. us)
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City of Cambridge Assessor's Database

Search Results for "1 Chambridge"

Prev SEarch Next

4 BUCKINGHAM ST

Owner KOCH, CARL, TR. OF THE KOCH CAMBRIDGE

Address REAL

4

ESTATE TRUST

BUCKINGHAM ST

City: CAMBRTDGE State MA Zipcode 02138

Class

Sq Ft

Book

Page

101

4, 494

25984

473

Description

Block

Lot

Unit:

Single Family

224

40

Current Assessed Value

Bldg 668, 900

Land

Value

255, 100

924, 000

9 BUCKINGHAM ST

Owner

Address

MORISON,

9

ANNE

BUCKINGHAM

SIMS

ST

City CAMBRIDGE State MA Zipcode 02138

Class

Sq Ft

Book

Page

101

9, 729

11412

026

Description

Block

Lot

Unit

Single Family

223

68
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Current Assessed Value

Bldg

Land

Value

415, 901

331, 300

747, 201

S ally Powers - Director . A ssesing Department (spowers@ci. cambridge. ma. us)
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(11) Proposition2 1/2

Proposition 2 1/2 is the title given to an initiative petition adopted by the voters of the

Commonwealth of Massachusetts in 1980.

It's principal features relate to the total amount of property taxes a city or town can

raise each year. Other parts of the initiative limit state agency assessments on cities

and towns, prohibit unfunded state mandates, and repeal school committee fiscal

autonomy and binding arbitration for certain public employees. In addition, it reduces

the motor excise tax and has allowed renters a deduction on their state income tax.

HOW DOES PROPOSITION 2 1/2 LIMIT PROPERTY TAXES?

Proposition 2 1/2 contains two limitations on the amount of property taxes a city or

town can raise:

1.The property tax levy ceiling (the amount raised) can never exceed 2 1/2% of the full
cash value of all taxable property in the city or town. 2.The property tax levy cannot
increase from year to year by more than 2 1/2%, with certain exceptions for new growth,
or through over rides and exclusions as adopted by the voters.

HOW DOES PROPOSITION 2 1/2 AFFECT MY INDIVIDUAL BILL?

The levy limit provisions of Proposition 2 1/2 affects the total amount of taxes to be

raised by a city or town. It does not apply to an individual tax bill.

WHAT IS CLASSIFICATION? HOW DOES IT WORK WITH PROPOSITION 2 1/2?

The Classification Amendment to the Massachusetts Constitution was adapted by the

voters in 1978. It allowed cities and towns to categorize real estate into four classes -

residential, commercial, industrial and open space - and to tax these classes at different

rates.

Proposition 2 1/2 affects the total amount of tax that can be raised . Classification
affects which classes of taxpayers will pay what specific share of the total amount of

tax.

DOES PROPOSITION 2 1/2 ALLOW INCREASES IN THE TAX LEVY?
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Proposition 2 1/2 contains several provisions for an increase in the tax levy limit:

1.The levy limit can be increased by 2 1/2% each year so long as the levy does not
exceed 2.5% of the full cash value of all property in the city or town. 2.The levy can be
increased by the value of new construction and newly-taxable parcels. This provision
ensures that cities and towns can recover additional service costs resulting from new
taxable projects. 3.The levy can be increased by the adoption of an override. An override

provision allows the voters of the city or town to raise additional revenues (or to reduce
the levy) by the specific amount. This can be accomplished by placing an override
question on the ballot in a general or special election, and approving the measure by a
simple majority of voters. The increase approved by the voters than becomes part of the
base for calculating future years' levy limits.

It is important to consider, however, that Proposition 2 1/2 also mandates that the
property tax levy for any given year can never exceed the property tax levy ceiling
(which is, again, 2 1/2 of the assessed value of all taxable properties within a city or
town): An override of the Proposition 2 1/2 levy limit does not allow the levy to exceed
the levy ceiling. 4.The levy can be increased by the adoption of an exclusion. The
exclusion provision allows the voters of the city or town to exclude bonds or debt issued
for municipal capital improvements.

No Proposition 2 1/2 override or exclusion questions have, thus far, appeared on the

ballot in the City of Boston.

Copyright City of Boston 1996
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Valuation

How Assessments Are Determined

Assessments for residential properties (1, 2, 3 family houses and condominium units)
are typically based on the market approach to value. This approach incorporates a
statistical analysis of property sales to determine market values as of January 1, 1996.
This analysis takes into consideration only those transactions that are deemed "arm's
length", e.g. sales that took place between a willing buyer and a willing seller, when
neither party was under compulsion to make the transaction. This data is incorporated

into computerized valuation models, which simulate varying market conditions in each

neighborhood and formed the basis for residential values.

Assessments for office, retail, apartment and industrial properties were typically

derived using the income and cost approaches to value. Under the income approach,

fair cash value is derived from the property's ability to generate income. The assessors

examine the rents generated by office, apartment, retail and other commercial

buildings, subtract operating expenses to achieve a net income, then divide net income

by an appropriate capitalization rate, in order to derive a market value for each parcel

of commercial property.

The cost approach measures the estimated cost of replacing or reproducing the

buildings and improvements on a property - less any depreciation - plus the value of the

land on which the building stands. The cost approach is mainly employed in

determining the value of special purpose properties.

Based on extensive research of Boston's real estate market as of January 1, 1996 has

determined that the overall assessments for Fiscal Year 1997 have increased slightly.

It is important, however, to remember that this represents an overall average and does

not reflect the assessment of any individual property. Assessed values vary from

neighborhood to neighborhood and from property type to property type.

If you have a question on the assessment of your property, visit the Assessing

Information Center in Room 301 of City Hall during the January billing period. You

can speak with an assessor who is familiar with real estate market conditions in your

neighborhood.

FY 1997 assessed values are certified by the Commonwealth of Massachusetts

Department of Revenue (DOR) in December.

Copyright City of Boston 1996
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(12) ボス トン市の不動産の種別

州率(%)

CBD Office

Suburban Office

Regional Mall

Neighborhood Strip

Manufacturing

ボストンMA

Bulk

Office/Warehouse

R&D

Urban Multifamily

Suburban Multifamily

CBD Lodging

Suburban Lodging

Aircort Lodging

9.5

10.5

8.5

10.5

11.0

10.5

10.5

10.5

9.5

10.0

11.0

11.0

11.0

資料: VIL,"Real Estate Value Trends",1996
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6 日本の鑑定評価実務における収益還元法の活用に関する参考資料

(1) (社)日本不動産鑑定協会調査による地域別の平均的な諸経費率

地域

区分

北 海 道
東 北

東 京

中 部
北 陸

大阪,京 都,神 戸

中 国
四 国

九 州

全 国平 均

商 業 地

償却後の
諸経費率

42.2%

44.2%

32.5%

41.9%

46.9%

38.3%

46.2%

45.9%

46.0%

41.7%

償却前の

諸経費率

25.3%

23.4%

19.5%

24.8%

25.7%

19.2%

24.8%

24.4%

26.0%

23.7%

住 宅 地

償却後の

諸経費率

48.2%

45.6%

34.8%

41.8%

47.4%

38.8%

46.6%

45.8%

45.4%

41.9%

償却前の
諸経費率

24.4%

22.7%

17.8%

22.7%

23.5%

21.1%

22.9%

23.0%

24.5%

21.7%

(出 典:平 成6年9月 「土地 残 余 法 の あ り方 」 (社) 日本 不 動 産 鑑 定 協 会)
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(2) 収益還元法による収益還元価格の試算の具体例(新 手法)

1 対象不動産の状況等

所在: 東京都千代 田区××1丁 目1番1

地 目 ・数量:宅 地 241.98㎡

価格時点:平 成9年7月31日

不動産の種別 ・類型:更 地 と して

価格の種類:正 常価格

-近 隣地域の状況-

街路条件
交通 ・接近条件

環境条件
行政的条件

幅員6mの 舗装区道が標準
地下鉄駅から近隣地域の中心まで約5分 程度を要する。

裏通 りであるため繁華性 は乏 しい.

商業地域、防火地域、指定 容積率500%(た だ し、幅員6m
の場合の基準容積率 は、360%)、 第2種 文教地域

標準的な画地条件

標準的使用

間 口10m、 奥 行15m、 規 模150㎡ 程 度 の長 方 形 地

中層事務所地

-対 象不動産の状況-

街路条件
交通 ・接近条件

環境条件

行政的条件

画地条件

最有効使用

東側 が幅員6mの 舗装 区道 に接面する.

地下鉄駅 か ら対 象地 まで約5分 程度 を要する.

裏通 りであるため繁 華性 は乏 しい.

商業地域、防火地域、指定容積率500%(た だし、幅員6m
であるので、基準容積率 は360%)、 第2種 文教地域

間 口13m、 奥行18m、 規模241.98㎡ の長方形地

中層事務所地

-想 定建物の用途 ・床面積等-

階層

PH

5

4

3

2

1

言十

床面積

30㎡

160㎡

170㎡

170㎡
　

170㎡
　

170㎡

870㎡

有効面積

　

136㎡

144.5㎡
　

144.5㎡
　

144.5㎡
　

119㎡
　

688.5㎡

月額支払賃料

544,000円/月

578,000円/月

578,000円/月

578,000円/月

535,500円/月

一時金運用益等

244,800円/年

260,100円/年

260,100円/年

260,100円/年

240,975円/年

年額実質賃料

6,772,800円/年

7,196,100円/年

7,196,100円/年

7,196,100円/年

6,666,975円/年

35,028,075円/年
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2 収益還元法による収益価格の試算結果

同一需給圏内の類似地域に所在す る賃貸事例等を参考に して、評価対象地において賃貸

用の鉄筋 コンクリー ト造5階 建事務所の建築を想定 し、これから求めた未収入期間を考慮

した価格時点の土地に帰属する純収益を還元 して、下記により収益価格を*******

263,000,000円 (1,090,000円/㎡ )と 査定 した。

①

純 収 益

a総収益(注1)

35,028,075円

b総費用(注2)

c

10,139,223円

純収益a-b

24,888,852円

②

土地に帰属する

初年度の純収益

d建物等に帰属す

る純収益(注3)

11,154,400円

e土地に帰属すそ

初年度の純収孟

①-d

13,734,452円

③

未収入期間を考慮

した土地に帰属する

純 収 益

f未収入期間を

考慮した修正率

(注4)

0.9585

g(②×f)

13,164,472円

還

④

元

利回 り

(注5)

5.0%

⑤

収 益 価 格

③÷④

263,000,000円

(注1) 総収益

年額支払賃料

一時金の運用益等

33,762,000円

1,266,075円

合 計 35,028,075円
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年額支払賃料査定表

階層 用 途

①

床 面積

【

有効面積

② ③

月額支払

賃 料

④

年額支払

賃 料

③×② ×12

円

PH

5

4

3

2

1

機械室

事務所

事務所

事務所

事務所

事務所

30.00

160.00

170.00

170.00

170.00

170.00

870.00

136.00

144.50

144.50

144.50

119.00

688.50

4,000

4,000

4,000

4,000

4,500

合計

6,528,000

6,936,000

6,936,000

6,936,000

6,426,000

-

33,762,000
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一時金の運用益査定表

階層 有効面積 保証金 保証金
の運用益

① ×② ×(※)

円

PH

5

4

3

2

1

136.00

144.50

144.50

144.50

119.00

688.50

40,000

40,000

40,000

40,000

45,000

合計

244,800

260,100

260,100

260,100

240,975

1,266,075

(※)保証金は預り金的性格を有する一時金で、預託期間中の資金運用上適正と考えられる運用利回

り4.5%。

(注2)総 費用

修繕費

維持 ・管理費

公租公課(土 地)

(建物)

1,910,000円:再 調達原価 の1.0%と 査 定

1,688,100円:年 額 支払賃料 の5.0%と 査 定

3,230,000円:査 定

1,623,500円:再 調達 原価 の50%相 当額 を課税 標準額 と して査 定

損害保険料

貸倒れ準備費

空室等損失相当額

建物等の取壊

費用等の積立金

合 計

133,700円:再 調達原価の0.07%と 査定

-:一 時金で担保されるので計上しない

1,401,123円:総 収 益の4.0%と 査 定

152,800円:再 調達 原価 の0.08%と 査 定

10,139,223円
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(注3) 建物等に帰属する純収益

1 当た り

の 建 築 費

建築延床面積 建物等の価格

(再調達原価)
×

円

元利逓増

償 還 率
(※)

建 物 等 に 帰 痛

す る 純 収 盃
×

円

220,000 870.00 191,000,000 0.0584 11,154,400

(※) 元利逓増償還率

建物の経済的耐用年数に対応する元利逓増償還率を以下のとおり0.0584と 査定した。

n

(r-g)÷ 1-
1+g

≒0.0584

1+r

r:5.5%(基 本 利率)

g:0.5%(純 収益等の変動率)

n:40年(建 物の経済的耐用年数)

(注4)未 収入期間を考慮した修正率

賃料を収受できない未収入期間(建 築期間)を 考慮して、価格時点における土地に帰属

する純収益を求める修正率を以下のとおり、0.9585と 査定 した。

1+g

1+r

m

× 1-
1+9

1+r

n

÷ 1-
1+g

1+r

、m+n

≒0.9585

r=5.5%(基 本 利 率)
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g:0.5%(純 収益等の変動率)

n:40年 (建 物の経済的耐用年数)

m:0.75年(未 収入期間)

(注5)土 地の還元利回 り(r-g)を5.0%と 査定 した。
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(3) (財)日 本不動産研究所鑑定部長講演録 (抄)

「従来担保価格 は収益還元法 に基づいて算出 した収益還元価格 を基礎 とし、そ

れに売買価格 を参酌 して査定する とい う方式 をば不動産専門の銀行、例 えば、勧

銀 ・拓銀等 は曾 って採用 してお りました。茲 に収益 と申 しますのは、 自営収益で

はな しに、主 として賃貸収益 を採用 していたのであ りまして、例 えば宅地 につい

て は地代、農地 においては小作料 といった種類であ ります。即 ち、賃貸料か ら公

租公課諸掛 りを差 引いて純収益 を算出 し、それ を一定利廻で資本還元 して収益還

元価格 を査定 し、 この価格 を基礎 とし、一応売買価格 も参酌 してその幾分かは必

要 に応 じて取 り入れ るとい う方式が、大方の曾 っての日本の不動産金融の担保評

価の姿であったので あ ります。 ところが今 日で は賃貸収益の形 が非常に妙なもの

のなってお ります。殊 に農地 においては小作料が統制 されていて、賃貸収益か ら

割 出 した収益還元価格 と、耕地の実際取 引の売買価格 とは著 しく遊離 してい ます。

市街地 について は、地代 は地代統制令で一時ス トップしていました。その後だん

だん統制 は緩和 されてはきてい ます けれ ど、一方 において、借地借家法 の影響力

があるので、値上が りは非常に少ないのであ ります。 ところが一方、不動産価格

の親の方一著 しい騰 貴で、賃料 の伸 び方 と比較 し著 しいアンバ ランスになってい

ます。従 って、その賃貸収益か ら利廻採 算をとっても収益還元価格 は非常 に低い

ものになって参 ります。現状 はそ ういうわけであ って、売買価格 と賃貸収益還元

価格 とは今 日では非常に離れてお り、従 って、賃貸収益 目当の売買価格は実例 に

乏 しい とい うことになっているように思い ます。収益還元法はそういう経過 を辿

ってお ります。」

((財)日 本不動産研究所鑑定部長(当 時)斎 藤逸朗:某 銀行担保評価

実務者 を対象 とした講演の速記録 より。昭和35年10月6日)
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7収 益還元法 関連参考資料

(1)土 地評価 に関する調査研究(平 成3年11月)(抜 粋)

土 地 評 価 に 関 す る調 査 研 究

―土地評価の均衡化 ・適正化等に関する調査研究―

平 成3年11月

財団法人資産評価 システム研 究セ ンター
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2土 地評価の均衡化 ・適正化 と地価公示価格

1で 論 じたように、土地の通常の使用を前提とする固定資産税の土地評価と地価公

示価格の間に定義可能な開差が存在 してよいとすれば、公的土地評価相互の均衡と適

正化をどのように図るべきだろうか。この 「開差」の具体的な大きさをどの程度 とみ

なすべきかが次の問題である。

(1)取 引事例価格 と収益価格

①不動産鑑定評価の三方式

1で 論 じたよ うに、土地の固定資産税評価を当該土地の通常の使用の もとでの

収益に基づいて定義すべきだとすれば、この収益に、鑑定評価法のひとつである

「収益還元法」を適用 して評価額を算定することが示唆されるだろう。 「取引事

例比較法」を中心に鑑定評価が行われている地価公示価格においても、収益還元

法の補助的な利用が求められていることは先述のとおりである。

収益還元法は、不動産が現在から将来にわたって獲得する純収益に着目して、

当該純収益を生み出す不動産の元本としての価格、すなわち資本価値を求めよう

とするものである。その大きさは、 「不動産鑑定評価基準」が示すとおり、 「対

象不動産が将来生み出すであろうと期待される純収益の現価の総和」である(純

収益の現価 とは、毎期の純収益を適当な還元利回りで割引くことによって求めた

現在での評価価値のこと)。

このよ うに、収益還元法 は、年々の純収益を還元利回りで資本還元して収益価

格を求める方法で、不動産の収益と直接結び付いているという利点がある。

これに対 して取引事例比較法は、同類型の不動産の取引事例価格と比較 して対

象不動産の価格を求める方式で、極めて実際的な方式であるけれども、この方式

で求めた比準価格は、価格の理論的根拠を説明したものとはいえない。

さらにもうひとつの鑑定評価方式である原価法は、価格の根拠を費用面か ら説

明している点において、一見理論的な手法ということがいえるが、土地の価格を

完全に説明する手法としては不十分である。すなわち、造成地については素地+

造成費と して原価法を適用 し得 るが、素地価格を求めるためには、取引事例比較

法によらざるを得ないからである。

したがって、これらの点だけを考慮するならば、単に価格を求めるというだけ
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ではなく、さらにその根拠を説明 し得る方式として、収益還元法は極めて優れた

手法のように見える。

② 収益還元法の概念

専門家には周知のように、収益還元法には実務上の大きな難点がある。

第一に、収益還元法を適切に活用するためには、将来の純収益の確実な把握が

必要となるが、それは一般的経済情勢、産業動向及び不動産市場の動向によって

大いに左右され、これを適切に把握することは一般に困難であるといわなければ

ならない。

また、還元利回りの選定いかんによって収益価格に大きな差異を生 じる。還元

利回りも、収益と同様に将来にわたって正確に見通すことは困難である。 これ ら

の理由か ら、かつて固定資産評価制度調査会答申(昭 和36年)も 、収益還元法の

採用を困難であ るとしたのである。

加えて、以下でも述べるように、一般に収益価格は取引事例価格よりも小さい。

その原因はいくつか考え られるが、もっとも基本的な要因は、将来収益と還元利

回りに関する慎重な予想であるといえよう。最有効使用のもとで見出される高い

収益と低い利回りとはまさに未知のものであり、現実のデータか ら予想される限

りの収益と利回りか ら算定される不動産価格は過小となる傾向が避けられないの

である。その意味で、最有効使用の もとでの収益 ・利回りと考えられるもの も、

実際には通常の使用のもとでのそれに引き寄せられる傾向があるというべきだろ

う。

③ 固定資産税評価と収益還元法

先に述べたように、固定資産評価基準によれば、土地の評価は、売買実例価額

から正常と認められない要素を排除して 「適正な時価」を求めるものとされてい

る。 したがって、原則として不動産鑑定評価における取引事例比較法を採用して

いるものといつてよいが、これは売買実例価額の捕捉が比較的容易であり、特に

経済並びに地価が比較的安定 しており、不正常要素がそれ程大きくない時期には、

上述の理由によりこれら売買実例価額から求められる正常売買価格によって、評

価の均衡と適正を確保することができるという実務上の理由に基づ くものである。

また、過大または不均衡な評価が行われた場合に納税者が比較的容易に判断を下
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すことができ、納税者の理解が得られやすいとの観点 もある。

固定資産税は、資産の保有の継続を前提としてその通常の使用から使用収益し

得る価値に応 じて、毎年経常的に課税する物税であると考えられ、そこでの土地

評価は最有効使用を前提とした地価公示価格と異なる扱いを受けてきたことは上

述のとおりである。

一方、収益還元法によって得られる不動産価格は、土地の最有効使用に対応し

た収益価格であるよりは、 しば しば通常の使用に伴う収益価格に近いものとなり

得ることが示唆された。このことから、固定資産税の土地評価に、収益還元法を

役立てるという提案が可能となる。

もちろん、収益還元法にはすでに述べたように実務上の大きな難点があり、ま

た、我が国には収益還元法を採用する制度も慣行 も存在 しない。固定資産税の土

地評価は、今後とも売買実例価額を もとにして、そこか ら投機的な要素と、最有

効使用 と通常の使用の相違が地価にもたらす開差分を除去するという観点で行わ

れるほかない。そして、最有効使用と通常の使用とのギャップが もたらす地価の

開差の程度を知る指針として、収益価格を用いるべきだというのがここでの提案

である。

(2)「 一定割合」の妥当性

周知の よ うに、固定資産税評価を地価公示価格の一定割合を目標に、その均衡

化 ・適正化を推進することは、総合土地政策推進要綱(平 成3年1月25日 閣議決

定)に よ ってすでに行政上要請 されている。固定資産税の土地評価と地価公示価格

との間にある開差が存在 して しかるべきだとする上記の結論からすると、この要請

は必ず しも不合理なものではない。特に、経済の動向と地価とが共に安定 している

時期は、収益 も還元利回りも安定的で、最有効使用と通常の使用との開差も安定的

と考えられ、固定資産税の土地評価と地価公示価格の開差もある傾向値を示す もの

と推定される。このような時期とは、昭和50年 代の初頭か ら中頃にかけて、及び本

報告がまとめられつつある現在の時期である。問題は、地価公示価格の 「一定割合」

を、具体的にいかなる大きさとするか、そうした場合、その割合のもとで税制内部

の整合性は果 して保たれるかであろう。

これは極めて実証的な問題である。節を改めて論 じる。
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(3)「 一定割合」の具体的提案

① 収益価格の水準か らの示唆

全国47の 都道府県庁所在市及び都道府県庁所在市以外の政令指定市(川 崎市及

び北九州市)の 合計49市 に対 し、標準宅地の中か ら、代表的と思われる標準宅地

について平成3年 中における収益価格の鑑定を求め、その中から異常値を除いて

分析を行ったところ、表―1の ような結果が得られた。 これによると、収益価格

の精通者価格に対する割合は、概ね50な い し90%の 範囲にあ り、全地点の平均割

合は概ね7割(72.0%)で あ った。より詳 しくは、別表―3に 掲げ るとお りであ

る。

また、平成2年 度の 「土地の動向に関する年次報告」(土地白書)に おいて も、

「東京の代表的商業 ゾーンである銀座、代表的高度事業所ゾーンである丸の内に

おける平均収益価格の平均公示価格に対する割合はいずれも8割 程度、周辺商業

地や住宅地 における平均収益価格の割合は、地域によって5割 か ら7割 程度 と比

較的大 きな幅が認め られた。」とされている。

このように、地価公示価格に対する収益価格の割合は、個別的事情等によって

幅が認められるものの、平均的には7割 程度の水準であることを示 しているとい

ってよい。

表―1 収益価格の精通者価格に対する割合調

50%以 上 60%以 上 70%以 上 80%以 上 80%以 上 全地点の

区 分 50%未 満 100 %以 上 計
60%未 満 70%未 満 80%未 満 90 %未 満 100%未 満 平均割合

地 %

全 点 23 24 28 24 8 18 16 141

数
72.0

構 % % % % % % %

体 成

比

16.3 17.0 19.9 17.0 5.7 12.8 11.3 100.0
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② 評価の資産間均衡

固定資産の評価に当たって求める 「適正な時価」は、土地、家屋及び償却資産

の各資産ごとに正常な条件の下における取引価格をいうものであり、土地にあっ

ては売買実例価額、家屋にあっては再建築価額、償却資産にあっては取得価額を

基準として評価するものとされている。

償却資産は毎年減価償却されるものであるので、土地の評価水準の参考にはな

らないが、家屋の場合は、評価額が取得価額に対 しどの程度の割合になっている

かは一定割合を考える際の参考になるであろう。

都道府県庁所在市において、平成2年 に建築され た家屋について抽出調査 した

結果によると、再建築価額の取得価額に対する割合は、木造家屋で6割 程度、非

木造家屋で7割 程度 となっている。資産間における評価の均衡化は、固定資産評

価制度調査会答申がうたったところであり、この点からは土地の評価水準を地価

公示価格の6割 か ら7割 程度にすることは妥当な もの といえるであろう。

③ 固定資産税の土地評価と地価公示価格

2(2)で も指摘 したように、昭和50年 代の初頭か ら中頃にかけては地価安定期だ

った。 この時期の固定資産税における土地評価の地価公示価格に対する割合を全

国の県庁所在市の基準宅地(最 高価格地)に ついてみると、各都市において若干

の幅があるものの平均的には昭和54年 度61.4%、 昭和57年 度67.4%で あ り、7

割程度の水準にあ った(表―2参 照)。 また、全国の都市(656市)に おける基準

宅地でみて も昭和54年 度61.7%、 昭和57年 度65.7%と 同様の水準 とな っていた ・

(別表―2参 照)。

表―2基 準地の路線価の地価公示最高価格に対する水準(全 国平均)

(単位:%)

年 度
54固

52公

57固

55公

60固

58公

63固

61公

平3固

平元公

水 準 61.4 67.4 52.1 47.2 36.3
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このことは、地価安定期における地価公示価格と固定資産税の土地評価との数

量的関係は比較的望ましいものであったことを示している。また土地に対する諸

施策が講 じられつつある中で当面地価が沈静化 ・安定化傾向を示すとすれば、過

去の地価安定期の経験値を踏まえ、地価公示価格の7割 程度の比率を維持するこ

とは十分に説得的であり、また可能であると考えられる。

④ 結 論

この調査研究においては、まず、理論的な観点から固定資産税における適正な

時価と地価公示価格との間の合理的な関係について論 じ、その結果地価公示価格

のある割合を控除 して固定資産税の土地評価とすることに一定の合理性が存在す

ることが示された。ついで、統計的な観点から、固定資産税における土地評価と

地価公示価格の数量的関係が検討され、およそ前者を後者の7割 程度 とみなす こ

とが可能で あると考えるに至った。

もちろん、上において述べたように、7割 というのはごく概略の平均的な数値

である。その根拠を本調査結果は、土地の最有効使用と通常の使用の相違がもた

らす収益価格の開差に求めたのであるが、この開差が時期により地域により常に

一定であるということはできない。しかし、今の段階では、時期の違い、地域の

違いによってこの開差が示すかもしれない変動の法則については、何 も述べるこ

とができない。

幸い時は経済と地価の相対的安定期を迎えている。少なくともこのような条件

が続 く間は上記の開差は大きな変化を示すこともなく、地域間の差異 も比較的小

さなものにとどまるだろう。さらに、固定資産税が市町村の基幹的な税目と位置

付けられていることを勘案すれば、その評価が単純、明確で国民が理解 し得る具

体的なものでなければならない。

以上より、 この調査研究では、地価が全国的に安定 し、かつ地価公示価格が適

正に算定されることを前提に、地価公示価格の7割 の水準を目途 に平成6年 度の

評価替えを行 うことが妥当だと考える。
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(2)固 定資産評価制度調査会答申(抄)

固定資産評価制度調査会答申(抄)

昭 和36年3月30日

第2評 価 制度 改正 に あたつ ての基本的 な考 え方

Ⅰ評 価 に よつ て 求 め る べ き固定 資産 の価 格

1正 常 価 格

上記の とお り，関係諸税の評価の現況にみ られる税種間，資産間及び市町村間における評価の不均

衡 を是正するためには，評価方法の内容，評価の適正均衡を確保す るた めの諸措置等 につ いて所要の

改善を加 える必要がある ことはいうまでもないが，まず，評価によつて求めるべ き固定資産の価格に

ついての認識を明確 に統一す ることが先決問題であると考える。

この価格は，さきに述べた ように，関係諸税を通 じ，いずれ も時価主義をとつているが，課税の基

礎 となる固定 産の価格 を時 田に よるもの と ることは 時価 が資産を,通常，最も適 正に，

か つ，客観的 に表現 す るものである こと，過大な，若 しくは不均衡な評 がた なわれた場合 において

も，納税者が比較 的容易に判断を下す ことができるので，納税者の立場を保護す ることになること等

の観点か らして，適切であると考 える。

この場合 における時価 とは，各資産 を通 じ，正常な条件 のもとにお ける取引価格(以 下「正常価格」

という。)と考 えるべ きである。 ここにい う正常価格 とは，直 ちに，現実の坂引価格 と同一視すべ き

ものではない。現実の坂引価格は，当事者問の事情等 によつて左右され，正常 な条件 と目し得ない主

観的特殊的な条件のもとに成立 しているもの もあるか ら，正常価格は，現実の取引価格の うち， この

ような正常でない条件に よる部分があるときは， これ を捨象 して得 られ るその資産 自体の本来の価値

を適正に反映 した価格である。

評価方法の内容，評価の適正均衡を確保す るための措置等の検討にあたつては，評価によつて求め

るべ き固定資産 の価格について，以上の ような認識のもとに，統一 した立場においてなされ るべ きで

ある。 これに よつて，おのずか ら，税種間，資産間及び市町村間における評価の均衡 を確保す る方途

をうることがで きるもの と考 える。
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Ⅱ各 資 産 の 評 価 方 法 の 原 則

固定資産の価格は，各資産 を通 じ，正常価格であると考 えるべ きであるとしても，正常価格のみで

は，抽 象的観念であ り， これを具体的には握することがまさに評価であつて，それは，具体的に存在

するものを基準 として類推す る等の方法によつて行 なわざるを得ない。したがつて，具体的な評価方

法 としては， 売買実例価格を基準 として評価す る方法， 再取得価格を基準 とし，経過年数等に応ずる

減価等を行 なつて評価す る方法，資産の収益額 を資本還元 して得 た額 を差準 として評価す る方法等が

考 えられ る。

各資産問の評価の均衡を確 保す るためには，評価方法は， 同一のものであることが望ましいが，各

資産の性格に従い，価格構成条件に多 くの相違点が認められ るとともに，評価の対象 となる資産は，

特 に固定資産税においては，土地，家屋及び償却資産を通 じ，その範囲は， きわめて広範であ り，か

つ， その評価は，各市町村 ごとに多数の評価者 によつて行なわれ ることにかえ りみ，評価者及び納税

者の評価実務上の便宜を も考慮す る必要があるので，固定資産の評価方法は， あくまで，各資産 を通

じ，正常価格を求める とい う統一された共通原則のも とに，具体的には，その種類等 によつて異なる

ものにならざるを得ないと考える。

以上の観点からして，各資産 ごとの坪価方法は，基本的には，次によるべ きである。

1土 地

土地の評価は，売買実例価格を基準 として評価す る方法 によるべ きである。

土地の評価方法につ いては，売買実例価格を基準 として評価する方法のほか，農地については，耕

作 に よる収益額 を資本還元 して評価す る方法，その他の土地につ いては，賃貸料等の収益を基準 とし

て評価する方法が考 えられるが，農地の耕作に よる収益額，資本還元率等につ いて客観的な数値を見

いだす ことが困難であるし， また，その他の土地の実際賃貸料等は，種々の事情によ りはなはだ しい

格差があ り，評 価の基準 としてとり得ないので，土地の評価は，各地 目を通 じ，売買実例価格を基準

として評価す る方法 による ことが適 当である。

評価の基津 とすべ き売買実例価格は，現実の売買実例価格 に直 ちによることな く，当該売買実例の

取引の事情を精査 し，特殊条件 に基づ くものを除 き，おおむね正常 と認められ るものによるべ きであ

る。

この場合，農地 については，その売買が，一般に，農業経営 を可能 とす る程度の規模の農地を単位

として 行なわれ ることは 皆無に近 く，一反ない し一反五畝程度の農地を 単位 とす るいわゆる切 り売

り，買い足 しの形で行 なわれ ることが通常であ り，したがつて， 買受農業経営者に とつては， 当該買

い足 しに伴 う耕作面積の拡大 によつて，農業経営の効率を増進する事情にあるので， 売買実例価格に

つ いて，所要の修正 を加える必要があると考える。 この場合の修正基準 としては，農地の平均反当純

収 益額 の限界収益額(面 積差一反歩の農業経営相互問の純収益の差額)に 対する割合を用いることが

適 当で ある。
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2家 屋

家屋の評価は，再建 築価格を基準 として評価する方法 によるべ きである。

家屋の評価方法につ いては，再建 築価格を基準 として評価す る方法のほか，取得価格を基準として

評 価す る方法，賃貸料等の収益を基準 として評価する方法又は売 買実例価格を基準 として評価する方

法が考 えられ るが，現実の取得価格は，その取得の除の個別的な事情 による偏差 があ り，実除賃貸料

等 は，種 々の事情 によ りはなはだ しい格差があるので，いずれ も評価の基準 として採用することはで

きない。 また，売買実例価格は，取得価格 と同様 に，個別的 な事情 による偏差があるほか，家屋の取

引が一般的 に宅地 とともに行なわれ てい る現状か らして，その うち家屋の部分 を分離する ことが困難

である等の事情があるのに対 し，再建築価格 は，家屋の価 各の構成要素 として基本 的 なものであ

その評価の方式化 も比較的容易であるので，家屋の評価は，再建築価格を基準 として評価する方法に

よることが適当である。

3償 却 資 産

償却資産の評価は，取得価格を基準 として評価す る 法によるべ きである

償却資産の評価方法につ いては，取得価格を基準 として評価す る方法のほか，再取得価格を基準 と

して評価する方法，又は収益額 を資本還元 して評価する方法が考え られ るが，再取得価格は，すべての

資産について求めることが困難であ り， また，収益額は，企業の収益のうち償却資産 に帰属する部分

をは握することが 困難であるので， いずれ も評価の基準 として 採用することはで きない。 これに対

し，取得価格は，法人税又は所得税における税務計算(以 下 「税務会計」 とい う。)に おける固定資

産の減価償却計算の基礎 とされ， そのは握が容易であるので，償却資産の評価は，取得価格を基準 と

して評価する方法によることが適 当である。
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(3)田 の価格 評価倍数算 出例(昭 和26年 度)

○ 田の価格 評価倍数算出例(全 国平均の数値 を用いた場合の例)

平均反当収入に収益率 を乗 じて反当収益を算出し、これを国債利回りと固定資産税

の標準賦課率との計にて除 して反当自作収益価格を算出し、これを中庸田の標準賃貸

価格にて除 し、評価倍数を求めた。

(算出例)

項 目 算出額 摘 要

平均反当収量 2.26石 昭和25年 産米生産推計(農 林省農地課資料)に よる

もので あ って 、最近 年 間の平均 反 当収量 で な い。

平均反当粗収入 12，496円 玄米石 当単価5，529円(昭 和25年 産 米政府 買上 標

準価格)に 平均反当収量を乗 じて算出

反当収益 1，387円 平均反当粗収入に純収益率を乗 じて算出

(収益率算出基礎次表)

反当自作収益価格 19，535円 最近発行国債利回り0.055と 固定資産税標準賦課

率0.016と の 計0.071で 収 益 を還 元

反当標準賃貸価格 19.01円 中庸田の標準賃貸価格全国平均

評価倍数
1，028倍

約1，000倍
自作収益価格

昭和25年 産米収益率算出基礎

項 目 算出額 摘 要

平均反当収量 2.26石 昭和25年 産米生産推計

平均反 当粗収入 12，496円 玄米石 当単価5，529円(昭 和25年 産米政 府買 上標

準価格)に 平均反当収量 を乗 じて算出

反当生産費 11，638円 昭和25年 産米生産推計

反当利潤部分 858円 平均反当粗収入より平均反当生産費を控除

反当小作料 525円 昭和25年 産米生産推計

反当収益 1，383円 反当利潤部分に反当小作料を加算

反当収益率 0.111 反当収益を平均反当収入にて除算
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(4)国 会での収益還元に関する主な発言

○国会での収益還元に関する発言(土 地特委)

・固定資産税の評価替えが 、地価高騰を受けた価格、バブルで形成されている土地の価格

で高 くなることは問題である。評価額を据え置 くとか収益還元で評価を行 う必要がある

・金融資産 に比較 して土地資産は税制上 も極めて有利 になっている。そのことが地価を高

騰 させてお り、普通の地代を収益還元 した価格か らかけ離れた価格 となっている。

税制上 の有利 さを廃止 し、収益還元法での価格 に売買事例価格を近づける必要がある。

(H2.5.30)。

・土地利用計画が厳密に規定されれば、収益還元的な土地評価が可能にな って くる。

現在のよ うに住宅地に も使える し、ホテルや レジャー施設 にも使え るという状態では、

収益還元的な価格 は決ま らない(H2.5.30)。

・土地政策審議会の答申において 「平均的な収益価格を示すことによって
、市場 において

土地の利用価値を超えた値付けがなされている場合には、その実態を明 らか にする方法

を確立す ることが望ま しい」 の意味は、地価公示価格の性格 を収益価格に変えるとい う

趣 旨ではな く、利用価値を超えた地価上昇の時期 において、参考までに平均的な収益還

元価格を示す とい うものである(H2.12.18)。

・固定資産税の7割 評価 によって
、収益 の全 くない一般住民には重い負担 となる。

収益還元方式を基本 となって、収益を上げる目的の土地所有者 は重課 し、住宅や零細な

商業地 は下 げることも考え られ る(H4.4.8)。

・公示価格 とか課税対象の正常価格 は 「売買実例価格」とし
、担保の価格を見るときは、

「収益還元価格」 というよ うに、 目的によ って正常価格を考えるべきではないか。

評価 は取引事例をベースと考え る。(H4.4.8)。

・正常価格は、土地 の取引が 自由市場 という前提にたって 「需要 と供給の均衡点」とい う

もの と考え られ る。

我が国のデータ ーは取 引事例に偏 っていて、取引事例に相当左右される。

収益還元法 というのはなかなか難 しい。快適性 も収益的要素であり、住宅地 にも収益還

元 による評価 と言われ ると難 しい。

本当は、売買実例価格 を しっか りと分折 して、それを中心 に評価 していくことがよい。

(H4.4.8)

・収益還元法による還元利 回 りについては
、地域なり時期によ って大 きな変動がある。

土地の場合 には3%か ら5%ぐ らい、建物の場合には5%か ら6%で 、地域や用途別に

個別性 を加味す るとい う考え方である。

鑑定士 の専門的知見 に委ね られているが 、国償や公社債利回 りを標準としている。

(H4.4.17)。

・固定資産税の評価額につ いて
、収益還元を徹底 して、用途別の評価 とい うものがあって

もよい(H4.4.17)。
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・資産用の土地 については、収益価格 をもって正常な価格 としてはど うか。

アメ リカのエルウッ ド氏の収益価格の試算式によれば、都心部の土地価格 は取引事例価

格 に比較す ると43%程 度 になると言われる。

バブルで形成されている土地の価格では国民の納得は得 られない(H4.4.14)。

・一般 の取 引の指標や公共用地の取得の際の補償の規準という観点か らは、現在の公示価

格 があるべ き水準 としての価格 と考える。

政策的 に望 ま しい価格は 「収益価格」 の水準 に近 いものではないか(H4.4.14)。

○地方行政委員会での主な発言

・地価が乱高下 しているか ら、取引事例価格で3年 毎の評価替えは刮暴 である。

土地 の評価 は、思い切って収益還元価格を導入 して改めるべきではないか。

・固定資産 税 の評価 については、土地の収益性 を重視 した評価方法を確立すべき

・収益還元方式 には、客観的な数値を把握す ることが難 しいこと、実際の賃貸料等にかな

りの格差があること 等の問題があり、理論的には考え られ るが、何を使 うのか等を考

慮す ると現実 に採 用する評価方式としては困難 である。

固定資産評価基準においては、基礎数値の把握が容易な売買実例価額に基づいて評定す

る方法を昭和39年 度以降採用 してい るものである。

不動産鑑定評価基準で収益還元法の活用が打ち出されており、その こと こ期待 したい。

・土地 の評価 は、本来は収益還元方式で行 う性質のものではないか。

・土地の使用形態 に 応じて、銀行等の収益のあ るところはそれな りに高 く、居住用の土地

や小規模店舗用地 について は低 くして、使用収益 に対す る評価、収益還元による評価を

検討すべ きではないか。

耕 作放棄農地や山林.、管理放棄農地や山林は収益還元価格 は0で はないか。

・資産の保有の継続を前提 として毎年負担を求め る固定資産税の性格か ら見れば
、その税

負担 は、固定資産の処分 によって支払われ るものではな く、固定資産の所有 によって得

られる収益の うちか ら支払われることが予定されており、資産の使用収益 しえ る価値、

すなはち収益価格 を勘案すべ きと考え られ る。

しか しなが ら、収益還元法については、 ごく限定 して行 う場合 に可能か もしれないが、

現実の問題 としては大量評価 や公平の観点等か ら難 しい。

また、土地 の実際賃貸料等は有効利用の程度により甚だ しい格差があること

資本還元率等 につ いて客観的な数値を見 いだすことが困難であること

等 の問題がある。
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(5)不 動産鑑定評価における収益還元法

不動産鑑定評価基準
平成2年11月1日

2国 土地第299号

第7鑑 定 評 価 の 方 式

不動産の鑑定評価の方式には、原価方式、比較方式及び収益方式の三方

式がある。原価方式は不動産の再調達(建 築、造成等による薪規の調達を

い う。)に要する原価 に着 目して、比較方式は不動産の取引事例又は賃貸借

等の事例に着 目して、収益方式は不動産か ら生み出される収益に着目して、

それぞれ不動産の価格又は賃料を求めようとするものである。

それぞれの鑑定評価の方式の適用により求められた価格又は賃料 を試算

価格又は試算賃料 という。

不動産の鑑定評価の方式は、価格を求める手法 と賃料 を求める手法に分

類 される。

一 価格 を求める鑑定評価の手法

(四)収 益還元法

1意 義

収益還元法は、対象不動産が将来生み出すであろうと期待 される

純収益の現価の総和 を求めるものであり、純収益を還元利回 りで還

元 して対象不動産の試算価格を求める手法である(こ の手法による

試算価格 を収益価格 という。)。

収益還元法は、賃貸用不動産又は一般企業用不動産の価格 を求め

る場合に特に有効である。

また、不動産 の価格は、一般に当該不動産の収益性を反映して形

成 されるものであ り、収益は、不動産の経済価値の本質を形成する

ものである。 したが って、この手法は、学校、公園等公共又は公益

の目的に供 されている不動産以外のものにはすべて適用すべ きもの

であ り、 自用の住宅地 といえども賃貸を想定することにより適用さ

れるものである。

なお、市場 における土地の取引価格の上昇が著 しい ときは、その

価格 と収益価格 との乖離が増大するものであるので、先走 りがちな

取引価格 に対す る有力な験証手段 として、 この手法が活用されるべ

きである。
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平成3年2月6日

3国 土地第42号

不動産鑑定評価基準の運用に当たって実務上

留意すべき事項等について(通 知)

社団法人 日本不動産鑑定協会会長 殿 国土庁土地局長(通知)

平成2年10月26日 付 け土地鑑定委員会答中に係る「不動産鑑定評価基準」

(以下 「新基準」 という。)に ついては、国土事務次官通知(平 成2年11月

1日 付け2国 土地第299号)を もってその基本的な取扱いが通知された とこ

ろであるが、さ らに新基準の運用に当たって実務上留意すべき事項等は下

記の とお りであるので、所属会員に対 し、新基準の運用に遺憾のない よう

周知徹底方 よろしくお願いする。

(4)収 益還元法の重視

不動産の価格は一般に当該不動産の収益性を反映 して形成 されるも

のであ り、収益は不動産の経済価値の本質を形成するものであること

に鑑み、収益還元法の重視を求める視点から、

① 市場 における土地の取引価格の上昇の著 しいときは、その価格 と

収益価格 との乖離が増大するものであるので、 この手法が先走 りが

ちな取引価格 に対する有力な験証手段 として活用されるべ きである

ことを定めたこと。

② 収盗還元法の精度を高めるため、収盗の算定に当たっては直接法

によることが望 ましい旨を定める等所要の改訂 を行 ったこと。

―129―

記



(6)土 地 白書(抜 粋)

3土 地の収益価格についての検討

(1)土 地政策番 議会の答 申においては，地価公示制度 に関述 して 「一

定の地域 においては，平均的な収益価格 を示す ことによって，市場に

おいて土地の利用価値 を超えた値付 けが行われている場合 には， その

実態 を明らかにする方法 を確立することが望 ましい」 とされた ところ

である。

地価公示において公表 される 「正常価格」 は，合理的な市場 におい

て 白由 な取引が行われる とした場 合に成立する(市 揚)価 格であるが，

これは，①不動産の再調達 に質する原価に着 目する方式，②不動産の

取引事例 に着 目する方式，③不動産から生み出される収益 に着 目す る

方式 の3つ の方式 により算定 される価格を勘案 して求 められる。

これ らは本 来一 つの価格 を指向す るはず であるが，現実には，「市

場における土地の取引価格 の上昇が著 しい ときは，その価格 と収益価

格 との乖 離が増大す るものである」(不 動産鑑定評価基準)か ら，土

地政策番 議会答申は，収益価格の水準 との乖離が一時的 に大 きくなる

場合，市場 に対 して警鐘 を鳴 らす ことを求めた もの と解 される。

(2)平 成3年 地価公示 に係 る標準地 の鑑定評価 に際 しては，土地政策

審議会答申に沿 って今後の検討 を行 うための試み と して，大都市 の特

定の ゾー ン内 にある標準地群について収益価格 の公示価格 に対 する割

合の平均値の試算 を行 った。

その結果 について見る と，東京の代表的商業 ゾー ンである銀座，代

表的高度事業所 ゾー ンである丸の内における平均収益価格の平均公示

価格 に対 する割合 はいずれ も8割 程度，周近商業地や住宅地における

平均収益価格の割合 は，地域 によって5割 か ら7割 程度 と比較的大 き

な幅が認め られた。

今回 は，初めての試みである ことに加 えて，限られた地点で行われ

たため，その結果 から直 ちに普遍的 な結論 を引 き出すことには問題が

あると考え られるが，おおむね高度商業地において は，平均収益価格

の公示価格 に対 する割合が比較的高 くなっている ことが認め られると

ともに，その他の地域 においても，土地の有効利用 を行 うことができ

るゾーンにおける割合が相対的に高 くなっていることが認 められた。

また，特に住宅地の収益価格の試算 においては，非経済的要因の反

映等 なお多 くの課題があることがあらためて認め られた。

今回の試行 において は，総収益，総費用 等の把握 方法，将来の収益

増加 の見込みの取扱い等実用 に向けて多 くの課題 を残 しつつ行 ったも

のである。

国土庁 としては，今回の試行結果 をもとに，収益価格の試算 に関す

る技術 的諸課題，収益価格の試算 を行 うにふ さわ しい地域 の検討等幅

広い検討 を行 うこととしている。
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土地の収益価格についての検討

収益価格 とは，不動産の鑑定評価 において，不動産の価格が当該不動

炭 の収益性 を反映 して形成 されるこ とに着 目して求められる，試算上 の価

格で ある。収 益価格 を求めるには，一般的 には，土地か ら毎年一定の収

益 が永続的 に得 られる もの として，1年間 に当該土地か ら得 られる純収

益(総 収益か ら総費用 を控除 したもの)を 還元利回 りで還元 して求める

方法が採 られている。

不 動産 の鑑定評価 に当たっては，①不動産の再調達 に要する原価に着

目 して求める方式(原 価法)， ②不動産 の取引事例 に若 目して求める方

式(取 引事 例比較法)， ③不動産 から生 み出 される収益 に着 目して求 め

る方式(収 益還元法)に よ りそれぞれの試算 価格 を求め， これらを相互

平成3年 度

土地白書

表4―1―5事 務室実質賃料の対前年変動率

(単 位:%)

昭和和62 63 平成元 2 3

27.6 15.6 10.8 11.9 11.6

大 阪 7.1 0.7 6.1 18.1 14.8

資料:(社)日本ビルヂング協会 「ビル実態調査」による。

に関連づ けることによ り調整 し，鑑定評価額 を決定する こととされてい

る。収益価格 は③ の収益還元法 によ り求め られる ものであ り，必ず しも

市よ揚における正常 な価格 を示す ものではない。

この収益価格 については，市 場 において土 地の取引の取引価格の上昇が著 し

く，利用価値 を超 えた値付 けが な されている場合 には，市場 に対 して警

鐘 を鳴 らす意味で，地域の平均 的な収益価格 を示すことが望 ましい とさ

れているが，平成4年 地価公示 に関す る資料 をもとに，代表的な高度商

業・ 業務 系地区に存する地価公示地点の一部について，収益価格の公示

価格 に対す る割合 の平均値 を求 めてみた。

その結果，束京都 の九の内地区で8～9割 ，銀座，西新宿地区では8

割前後，大阪府 の梅 田，船場 地区では6～7割 前後の水準 となってお り，

東京都心部における収益価格の公示価格に対する割合は，大阪都心部 と

比べ，比較的高 くなっているこ とが認 められた。

これは，最 も早 く地価高騰 がみられた東京都心部 においては，昭 和63

年頃以降地価 はほぼ横 ばいで推移 し，今 回の地価公示で下落 となってい

る一方 ，事務所賃料 の継続的 な上昇 がみ られ，収益力 は高 まって きてい

るため，公示価格 と収益価格 とのかい離が小 さ くなっているのに対 して，

大阪都心部では，今 回かな り下落 して きているものの，事務所賃料が東

京都 心部 ほ ど大 きな上昇 を示 していないため と考 えられる(表4-1-5)。

なお，収益価格 の試算 に当 たって は，実務において多 くの技術 的課題

が残 されてお り， また，限 られた地点で行われたものであり，今回の試

算結果 により直ちに普遍的 な結論 を引 き出すことには問題がある と考 え

ている。
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第2節 土地の収益価格 についての検討

平成7年 度

(1)不 動 産の鑑定評価に当たっては，① 不動産の再調達に要する原価に

着目 して求 める方法(原 価法)， ② 不動産の取引事例に着 目して求め

る方法(取 引事例比較法)， ③不動産か ら生み出 され る収益 に着 目し

て求める方法(収 益還元法)に よりそれぞれの試算価格 を求め， これ

らを相互に関連付けることにより調整 し，鑑定評価額 を決定すること

とされている。収盃価格は，③の収益還元法によ り当該土地が将来生

み出すであろ うと期待 される純 収益(総 収益 から総費 用 を控 除 した も

の)の 現価の総和 として求められるものであ り，不動産の鑑定評価に

おいて，不動産の価格が当該不動産の収益性 を反映 して形成 され るこ

とに着 目して求められる試算上の価格 であるので，必ず しも市場 にお

ける正常 な価格 を示す ものではない。

平成8年 地価公示においても，平 成7年 地価公示 か ら導入 した収益

遼元法の新手法を適用 して収益価格 を算出 したが，この新手法 は，収

益還 元法のうちの土 地残余法(不 動 産が敷地 と建物等 との結 合により

構成 されている場合において，収益還元法以外の手法 によって建物等

の供却資産の価格が求めることがで きるときに，当該不動 産に基づ く

純収益か ら建物等に帰属す る純収益 を控除 した残余の純収益 を還元利

回 りで還元 して土地価格を求める方法)に ついて，理論上 の根拠 の明

確化 とともに，実務上の改善を図ったものである。

具体的には，従前の手法に比べ，① 賃料の変動 を前提 とす るより現

実に近づけた還元手法の採用，②還元利回 り等 を定める具体的な方法

の明確化，③建物の建築期間等の未収入期間及び建物の取 り壊 し費用

の考慮等 を行 った ものである。

(2)平 成8年 地価公示 に関する資料を基 に，商業地域 において，収益価

土地白書
格 と公示価格の関係 をみ ると次の とお りである。

収益価格 の公示価格 に対する割 合 を代表的な高度商 業地域について

みると，東京都の丸の内地区と西新宿地区で8割 前後，銀座地区で7～

8割 ，大阪市の梅田，船場地区で7割 前後であ り，昨年 とほぼ同 じ結

果 となっている。 これは，地価が下落す る一方で，土地の収益性 に影

響する賃料が地価 とほぼ同程度に下落 していること等に よると考え ら

れる。 また，他の政令指定都市の高度商業地域 において も，収益価格

の公示価格 に対する割合は上記 の地域 と同様，7～8割 となっている。

(3)な お，収益価格は還元利回 りのわずかな違 いにより大 き く変動す る

ものであ り，仮 に，還元利回 りを1%低 く設定 した ときには，丸の内

地区や西新宿地区 を始め とする高度商業地域 では収益価格は公示価格

にほぼ等 しい水準 となる。 金利 はこの ところ低い水準で推移 してい る

ことを考慮 して，収益価格がある程度の幅 を持つ もの と して捉 えるな

らば，現在の地価は，収益価格 にかな り近い水準 になっている もの と

考えることがで きる。

(4)収 益価格の算定方法 としては，平成7年 地価 公示か ら新た な手法 を

適用 しているため，地価 公示価格 と収益価格 を過去に遡 って比 較す る

ことがで きない。そこで，土地の収益性 を示す一つの指標であるオフ ィ

ス賃料 と，土 地価格の推移 を比較 したのが図表3-2-1で ある。 この よ

うに，地価は昭和60年 頃か ら土 地の収益性 の伸 びをかなり上 回って推

移 したが，近年はこの ような部分はほぼ解消 されたもの と考え られる。

―

1
3
2
―
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第2節 平成9年 地価公示 における大都市 圏の地価動向

の特徴 とその要因

平成9年 地価公示結果 による全 国の動向 としては，住宅地は△1.6%

(前年△2.6%)， 商業地は△7.8%(前 年△9.8%)と ，いずれ も前回 と

比べて下落率が縮小 しているが，特 に，大都市圏 に着 目した場合 には，

次の ような点 を地価動向の特徴 として挙げることがで きよう。

(1)住 宅地 は△2.8%(前 年△4.6%)， 商業地 は△11，5%(前 年△16.0

%)と ，いずれ も1年間 の下落率 が縮小する とともに，昨年 後半 にか

けて徐々に下落率が縮小 し，特 に住宅地 については横 ばいの傾 向が強

まった。

この ような地価動向の要因としては，住宅地 については，住 宅着工

戸数の増加等か らうかがえるように，住宅地に対する需要が増加 した

もの と考 えられるこ とや，マ ンシ ョン等の販売が好調 であ ることを受

けて，用地取得の際の地価の先安感が薄 らぎ，用地取得 に積極 的な姿

勢がみ られたことな どが挙げ られる。

また，商業地については，都心部 を中心にオフィス賃料が横 ばいな

い し下げ止 まりとなるとともに，空室率が低下す る傾向が継続 し，全

般的には収益性の低下がゆるやか となった ことなどが挙 げられる。

(2)上 記の ように，圏域 全体の平均の下落率が縮小 しているが，圏域内

の各地域に着 目すると，平成8年 地価公示では前年に比べて下落率が

縮小 した地域が都心部に限 られていため に対 し，今回の地価公示では

よ り広い範囲で下落率が縮小 してお り，前年に比べて下落率が縮小 し

た地域が周辺部 まで大幅 に拡大 した。

(3)東 京圏では，住宅地，商業地 ともに需要の都心 回帰の動 きを受けて，

都心部に近いほど下落率 の縮小が著 しくなっている。

平成8年 度

土地白書 (4)商 業地では，地域 ごと及び個 別の立地条件の相違 を反映 して，好立

地 の土地 とそれ以外の土地との間に下落率の違いがあ り，いわゆ る地

価動向の 「二極化」の動 きが引 き続 きみ られる。

東京都心部 を例に取 ると，下落率が小 さい地点 と下落率が大 きい地

点の分布状況 は，収益価格の下落が比較的小 さい地点 と大 きい地点の

分布状況 におおむね一致 してお り， この ような 「二極化」の動 きは，

基本的には土地の収益性の動向の差 を反映 した結果 とみることがで き

る。

なお，収益価格の公示価格に対す る割合を代表的な高 度商業 地域 に

ついてみると，東京都の丸の内地 区と西新宿地区で8割 前後，銀座 地

区で7割 台前半，大阪市 の梅田地区で7割 前後，船場地区で7～8割

と，昨年 とほぼ同 じ結果 となっている。 また，他の政令指定郷市の高

度商業地において も，収益価格の公示価格に対する割合は7～8割 程

度 となっている。

(参考)土 地の収益価格について

不動産の鑑定評価に当たっては，①不動産の再調達に要する原価 に着

目 して求める方法(原 価法)， ② 不動産の取引事例に着 目して求め る方

法(取 引事例比較法)， ③不動産 か ら生み出 される収益 に着 目 して求め

る方法(収 益還元法)に よりそれぞれの試算価格 を求め， これらを相互

に関連付 けることに より調整 し，鑑 定評価 額 を決定することとされてい

る。収益価格は，③ の収益還元法に より当該土地が将来生み出すであろ

うと期待 され る純収益(総 収益か ら総 費用 を控除 した もの)の 現価の総

和 と して求め られる ものであ り，不動産の鑑定評価において，不動産の

価格が当該不動産 の収益性 を反映 して形成 されることに着 目して求め ら

れ る試算上の価格で あるので，必ず しもそれがその まま鑑定評価額 とな

るものではない。



平成9年 地価公示 において も，平成7年 地価公示か ら導入 した収益還

元法の新手法を適用 して収益価格を算出 したが，この新手法は，収益還

元法のうちの土地残余法(不 動産が敷地と建物等 との結合により構成さ

れている場合において，収益還元法以外の手法によって建物等の償却資

産が求めることができるときに，当該不動産に基づ く純収益から建物等

に帰属す る純収益を控除 した残余の純収益を還元利回 りで還元 して土地

価格を求める方法)に ついて，理論上の根拠の明確化とともに，実務上

の改善を図つたものである。

具体的には，従来の手法に比べ，①賃料の変動を前提 とするより現実

に近づけた還元手法の採用，②還元利回り等を定める具体的な方法の明

碓化，③建物の建築期間等の未収入期間及び建物の取 り壊 し費用等の考

慮を行ったものである。

この新手法については，今後，適用する諸数値の決定に必要な各種の

データを全国的に収集 ・分析 し，このデータを活用 して適切に適用 して

い くこととしている。
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(7)地 価動向

(1)昭 和58年(1983年)を 基 準 と した 地 価 等 の 推 移
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(2)昭 和30年(1955年)を 基準 と した地価等 の推移
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(3)日米英 の土地 資産額 の対GDF
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(8)収 益 還 元 に 関 す る 各 種 意 見

○ その他(収 益還元法の検討にあたっての意見)

・ 評価の一元化が指摘されている。

新たな評価方法を考える場合には、政府全体の課題として取り組むべきではないか。

・ 昭和36年 の答申で指摘された課題は解消されたのか。

土地白書でも収益価格の試算に当たっては、実務的において多くの技術的課題がある

とされているのではないか。

・ 我が国の住宅政策は、持ち家推進である。

固定資産税の概要調書の土地利用や家屋の状況も住宅が中心となっている。

賃貸ではない一般専用住宅について、賃貸を想定して評価することが理解されるか。

・ 一般住宅を賃貸住宅として想定た場合、還元利回りや家賃収入、諸経費の見方等、個

別要因別に市町村の推測や担当者の主観が入り、バラツキが大きくなることが新たな

問題となるのではないか。

・ 我が国の市場が未発達なため科学的データが不足し、結果的に主観的な推測や予測の

要素が多くならざるを得ない。

また、地域間、用途別、年度別、家屋の構造別等で異なる数値が予想される。

取引当事者間の指標としてはともかく、税制度としての公平の観点から納税者の理解

が得られるか。

・ 国土庁の指導通達では 「地価高騰時には価格と収益との間の乖離が拡大するものであ

り、先走りがちな取引価格の検証手段として収益還元法を活用する」との考え方が示

されている。

固定資産税についても、地価高騰や不服申立等の際に、価格検証手段として活用する

ことが妥当ではないか。

・ 収益還元法は、欧米のように土地と建物を一体として評価する方法ではないか。

更地で個別分離 して評価している固定資産税を一体評価することは、技術的に問題は

ないのか。相続税との関係はどうか。

・ 我が国の建物の耐用年数は、経済的要因で滅失する割合が高く、結果的に耐用年数が

短くなっていると言われる。

税制度では物理的耐用年数をベースとしつつ経済的 ・社会的な要因を加味して客観的

に定められている。

収益還元法において、税制度との整合性をどのように確保していくのか。

・ 収益還元価格を求める算式において、総賃料収入や総経常支出から純収益を求め、こ

れを還元利回りで除して求めるとされるが、大量評価と賦課課税の下で、個別要因の

内容を的確に把握することが市町村の事務上で可能なのか。
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(9)固 定資 産 の 評価 に関 す る地 方 税 法 の 規 定

地方税法(抄)

(固定資産税に関する用語の意義)

第341条 固定資産税について、左の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。

一～四(略)

五 価格 適正な時価をいう。

六～十四(略)

(土地又は家屋に対 して課する固定資産税の課税標準)

第349条 基準年度に係 る賦課期日に所在する土地又は家屋に対 して課する基準

年度の固定資産税の課税標準は、当該土地又は家屋の基準年度に係る賦課期日に

おける価格で土地課税台帳若 しくは土地補充課税台帳又は家屋課税台帳若 しくは

家屋補充課税台帳に登録されたものとする。

2～6(略)

(固定資産税に係る自治大臣の任務)

第388条 自治大臣は、固定資産の評価の基準並びに評価の実施の方法及び手続

(以下 「固定資産評価基準」 という。)を 定め、これを告示 しなければならない。

この場合において、固定資産評価基準には、その細 目に関する事項について道府

県知事をして定めさせる旨を定めることができる。

2・3(略)

(固定資産の評価に関する事務に従事する市町村の職員の任務)

第403条 市町村長は、第389条 又は第743条 の規定.によって道府県知事又

は自治大臣が固定資産を評価する場合を除く外、第388条 第1項 の固定資産評

価基準によって、固定資産の価格を決定しなければならない。

2(略)
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は じめに

固定資産税における家屋 の評価方法については、再建築価格 を基準 として評価する方法 の他 、取

得価格 を基準 として評価す る方法、賃貸料等の収益を基準 として評価する方法、売買実例価格 を基

準 として評価する方法が考えられ る。昭和34年 から昭和36年 までの2年 間にわた り、総理大臣

の諮問機 関である固定資産評価制度調査会 において、 これ ら4つ の方法を検討 し、家屋 の評価方法

として どの方法が最 も適 当か審議 された経緯がある。

その中で、現実の取得価格は、その取得の際の個別的な事情 による偏差 があ り、実際賃貸料等は、

種々の事情によりはなはだ しい格差があるので、いずれ も評価の基準 として採用す ることはできな

い。また、売買実例価格は、取得価格 と同様に、個別的な事情による偏差があるほか、家屋 の取引

が一般的に宅地 とともに行われている現状か らして、その うち家屋の部分を分離することが困難で

ある等の事情があるのに対 し、再建築価格 は、家屋の価格の構成要素 として基本的なものであり、

その評価 の方式化 も比較的容易であるので、家屋の評価は、再建築価格を基準 として評価す る方法

が適当であると考えられたこと。

また、取引当事者間の個別の事情が一切含 まれず、原則 として個々の家屋 の建築費の実際の調達

価格の相違 も考慮 され ないため、客観的公平性 も確保 され る利点があること。

以上のことか ら、再建築価格 を基準 とする評価方法が最 も妥 当であるとして採用 されることとな

り、以後今 日まで固定資産税にお ける家屋の評価方法 として定着 している。

しか しなが ら、現行の評価基準 の仕組み等は、昭和30年 代後半の 日本社会及び家屋の実態 を基に

作成 されたものであ り、その後の建築様式の変化や多様化、建築技術の進歩発展等に対応 しにくい

面も少 なか らず見 られ るようになつて きた。 また、家屋は建築後次第に古 くなつてい くのに評価額

は下が らないという納税者 か らの声 も少な くない し、再建築価格方式による評価方法その ものへの

不満 も見受けられ るところである。

そこで、 「固定資産評価の基本問題 に関す る研究委員会 ・家屋部会」においては、再建築価格方

式の問題点の洗い出 しも含 めて、家屋評価 の抜本的見直 しの検討を 行い、取得価格方式 も含 め再建

築価格方式以外の評価方法 について研 究、論議す ることとなつたものである。
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Ⅰ現行家屋評価の仕組み

固定資産税における家屋の評価 は、再建築価格を基準 として評価する方法が採用 されている。

再建築価格 とは、評価の対象 となった家屋 と同一のものを評価の時点においてその場所 に新築す

るもの とした場合に必要 とされ る建築費をい う。

現行の固定資産評価基準は、家屋の評価 について評点式評価法 を用いてお り、具体的には、当該

家屋の 「評点数」に 「評点一点当た りの価額」 を乗 じることによつて求める。

(算式1)

評価額＝ 評点数 ×評点－ 点当た りの価額

「評点数」は、 「再建築費評点数」 に 「損耗 の状況に よる減点補正率」 を乗 じて求め、更に必要

がある場合は 「需給事情による減点補正率」を乗 じて求める。

(算式2)

評点数＝ 再建築費評点数 ×損耗 の状況による補正率 ×需給事情 による減点補正率

「再建築費評点数」は、評価対象家屋の再建築費に相 当する価格の1円 を1点 とした標準評点数

で表 されたものをいい、再建築費評点数の算 出は、家屋評価 のほ とん どを占める基本的要素である。

(算式3)

再建築費評点数＝ 各部分別再建築費評点数の合計

部分別再建築費評点数＝ 部分別の標準評点数 ×補正係数 ×計算単位の数値

「損耗 の状況による減点補正率」は、経年減点補正率基準表 によって求 める。 ただ し、天災、火

災その他の事由によつて経年減点補正率を求めることが適当でない場合又は家屋 の経過年数が明確

でない等の事由によ り経年減点補正率を求めることが出来ない場合は、損耗減点補正率基準表によ

つて求 める。

「需給事情による減点補正率」 は、建築様式が著 しく旧式 となっている家屋 、所在地域の状況に

よりその価額が減少する と認 められ る家屋に対 して適用 され る補正率で、その減少す る価額の範囲

内にお いて求めるもの とされ ている。

「評点一点当た りの価額」 は、固定資産評価基準の経過措置の規定により自治大臣が別に指示す

ることとされ、1円 に 「物価水準による補正率」及び 「設計管理費等による補正率」を相乗 した率

を乗 じて得た額 としている。
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(算式4)

評点一点当た りの価額＝1円 ×物価水準による補正率 ×設計管理費等による補正率

「物価水準による補正率」は、家屋の建設に要す る建築費の地域的格差を評価額に反映 させ るた

め、家屋の資材費、労務費の工事原価 に係 る地域的格差 を考慮 して定め られ た補正係数で、木造家

屋にあっては、東京都(特 別区)を1.00と し、指定市及び指定市以外の市町村 は、1.00、0.95及 び

0.90の3段 階に区分 され ている。 また、非木造家屋 については格差 を設けず、全市町村を通 じて一

律1.00と されている。

「設計管理費等による補正率」 は、家屋の建築費に通常含 まれ る設計管理費等の諸経費 を評価額

に反映 させ るため、その諸経費の工事原価に対する割合 を考慮 して定め られ た補正係 数で、木造家

屋1.05、 非木造家屋1.10、 特定の簡易附属家1.00と され ている。

固定資産評価基準は、各個の家屋 に評点基準表 を適用 して再建築費評点数 を求める、いわゆる部

分別評価 による方法を原則 としているが、評価事務の簡易化のための特例 として、各部分別 に 「標

準家屋」に比準 して 「比準家屋」の再建築費評点数 を求める 「部分別比準評価」の方法 と、部分別

比準評価の特例 として、総合的に標準家屋に比準 して比準家屋の再建築費評点数 を求める 「総合比

準評価」の方法が認め られてい る。

「部分別比準評価」は、標準家屋の部分別の1平 方 メー トル 当た りの再建築費評点数 を基準 とし、

標準家屋に対する比準家屋の各部分別の使用資材、施工量等の違いによる格差を補正するための比

準家屋 に係 る再建築費評点基準表を定 め、これ によ り再建築費を付設する方法である。

「総合比準評価」は、標準家屋の1平 方メー トル 当た りの再建築費評点数 を基準 とし、標準家屋

と比準家屋の使用資材、施工量等の違 いによる格差 を総合的に考慮 して比準家屋の1平 方メー トル

当た りの再建築費評点数を求め、これ に床面積 を乗 じて算 出する方法である。

「標準家屋」は、市町村に所在す る家屋をその実態に応 じ、構造、程度、規模等の別 に区分 して

状況の類似する家屋のグループを設 け、その中で標準 とすべ き家屋 と して選定 された家屋 をいい、

「比準家屋」は、標準家屋の再建築費評点数 を基準 とし、これに比準 して再建築費評 点数 を求 める

家屋で、状況の類似する家屋の グループの うち、標準家屋以外の家屋をい う。

以上が現行固定資産評価基準にお ける家屋評価の方法の概要である。
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Ⅱ家屋評価のあり方についての討議の概要

1家 屋評価に関す る問題意識(委 員意 見、以下同 じ。)

家屋評価に関する問題意識 について、次のよ うな意見が出された。

○ 固定資産税全体に対す る関心の高ま りの中で、これか らは家屋評価の問題 に納税者の 目が向

け られ るようにな り、一方では、家屋評価の実務面で もこれ から問題になってくるとい う観点

も踏まえて、家屋評価の改革の方向を考えることに家屋部会 としての意義 を見出したい。つま

り、実務者 と納税者 の双方が理解 しやすい家屋評価の実現が主な論点である。

○ 今 日までの状況を見 ると、現行 の制度では、市町村の職員が一生懸命正確 に評価 しても、減

価率 より物価の上昇率の方が高いので、古い家屋でも評価額 が上がって しま う。結果的 に評価

額を据 え置 くことになるが、その仕組みを納税者にいくら説 明 して もなかなか理解 してもらえ

ない3こ の二つのジレンマの解決が家屋部会のテーマだと思 う。

○ 家屋部会で このよ うな研究 をや る動機、背景のまず一つは家屋評価に対す る納税者の理解 を

重視するとい うこと、も う一つは再建築価格方式が、特 に家屋の新築件数が多い大都市 におい

ては実務的な面で困難が表出 していることである。 この両方の面か ら家屋評価の見直 し、簡素

化 を模索 していきたい。

2再 建築価格方式についての主な討議

再建築価格方式 につ いては、次のよ うな意見が出された。

○ 客観的な基準により公平性の確保が可能である。

○ 部分別に詳細な評価が行われてお り、課税庁側 としては算出根拠の説明が しやすい。

○ 評価事務が細分化 されす ぎてお り、煩雑である。 よって、計算事務に多大な時間を要 し、計

算 ミスもでやすい。

○ 評価事務が細分化 されすぎてお り、評価担当者間の誤差が出やすい。

○ 評価方法が専門化 していて、評価担当者が習熟す るのに時間を要する。また、最近の人事サ

イ クルは3年 か ら5年 であ り、や っと熟練 した頃に異動 して しま うのが現状である。

○ 評価方法が複雑で納税者が理解 しに くい。

○ 再建築価格方式そのものが納税者の理解を得に くい。

○ 登録免許税、不動産取得税が1回 限 りの課税であるのに対 し、固定資産税は建物が存続す る

限 り継続 して課税 されるのだか ら、評価方法 にもある程度の精密 さは必要であ り、簡素化する

に して も工夫が要求 され る。

○ 評価基準は精密だが、それ に対応 した実際の評価ができているのか疑問がある。

○ 価格調査基準 日が賦課期 日の2年 前 とい うのは問題ではないか。
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○ 精密 さを求 めて細分化 しす ぎたために、3年 毎の評価基準の見直 しでは建築様式等の多様化

に対応できずくむ しろ、正確 さに欠ける評価になるとい う悪循環を生んでいるのではないか。

○ 現在の評価基準にはほとん ど使 用され ない用途、構法、資材等が含 まれ ている。

○ 評価基準 にお ける標準評点数の積算に用いるデータ及び資料が、建築生産方法、工事積算方

法等の変化によ り得 にくくなつてお り、3年 毎の評価基準の見直 し作業が困難 になってきてい

る。

○ 再建築費評点基準表は既存家屋 の再評価ができるもの とす る考え方 を変 える必要がある。つ

ま り、原則 として新築家屋 のみを評価基準の対象 とするべ きとい うことで、既存家屋の再評価

については、税の公平性 の観点から新たな方法 を考えることが好ま しいのではないか。

○ 木造家屋について、基準表 を目視調査 による評価できる部分 と目視調査 による評価ができな

い部分に分類することが、簡素、合理化 につながる し、実状 にも合致するのではないか。 目視

不可部分は推測、達観 により評価 しているのが現状であ り、その部分についてまで基準表 を詳

細につ くることが意味があるのか疑問がある。

○ 古い家屋の評価が下が らない とい う不満がある。

○ 在来分家屋の据置措置によ り税収の安定が確保 され る。

○ 団体に対す るアンケー ト調査では、現行方式(再 建築価格方式)の 簡素化 を望む声が38.1%

で最 も多かった。(資 料P160参 照)

3取 得価格方式についての主な討議

取得価格方式 とは、現行固定資産評価基準における償却 資産の評価 と同様に、評価対象家屋 の

取得価格 を基準 とし、当該建物の耐用年数に応ずる減価 を考慮 してその価額を求める方法である。

この場合の取得価格 とは、建物 を取得するためにその取得時において通常支出すべ き金額 をい

うものとし、原則 と して、他か ら購入 した建物にあってはその購入 の代価に、自己の建設等にか

かる建物 にあってはその建設等のための原材料費、労務費及び経費の額 に当該建物の付帯費の額

を含 めた金額 による。

取得価格方式の説 明に継いで、次のよ うな意 見があった。

○ 家屋が古 くなるに従い、評価額が下が り理解を得やすい。

○ 評価計算事務が簡素化 され る。

○ 建築様式等の多様化に左右 され ない。

○ 申告額 の客観性の判定が困難ではないか。

○ 申告漏れ、未申告者 に対す る調査が必要になる。

○ なにをもって取得価格 とい うのか問題がある。

○ 取得時の税負担が大きくな り、納税者か ら不満が出 る可能性がある。

○ 在来分家屋の取得価格の把握は不可能ではないか(新 増分家屋か ら適用する等の割 り切 りが
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必要だが、それで課税の均衡が保 てるか疑問がある。)。

○ 償却資産は取得価格方式だが、耐用年数が比較的短 く買い換えも早い。家屋の場合、耐用年

数が長 く、同一物件で所有者が変わるケースがあるがその取扱いはどうするのか(同 一程度の

中古住宅 の取得価格に差がでた場合の取扱い、移転 した時の価格により評価額の見直 しをする

のか等)。

○ 不動産取得税、相続税等 、固定資産税の家屋の評価額を基礎 として課税 され る税 目への影響

を考慮 しな くてもいいのか。

○ 取得価格では地域 のバ ラツキが大き く公平性が保 てない。

○ 取得価格方式の場合、立地条件等が建物価格 に反映 されて、実際の建物 自体の価格 とは言え

な くなるのではないか。

○ 償却資産同様、事業用家屋 のみ取得価格方式で評価す るとい う考 え方 もある(し か し、再建

築価格方式 と取得価格方式の併用で課税の均衡が保 てるか問題がある。 また、事業用家屋 と非

事業用家屋 とで評価方法が違 うとい うことで訴訟 で勝てるか。)。

○ 取得価格方式の場合、芸術性 、設計者の著名度などが加 味され ることになるのか。

○ 新築家屋の少ない団体では在来分家屋の経年減価によ り税収が漸次低下 していくことが懸念

される(こ の場合税率の調整の必要 もあるのではないか。)。

○ 団体 に対す るアンケー ト調査で、取得価格方式 の導入を望む と答 えた団体は13.4%で あった。

(資料P160参 照)

4建 築コス ト積算方式についての主な討議

不動産鑑定評価の方法の一つである収益還元法においては、土地に帰属す る収益 を算出する過

程で建物 の建築コス トを算出必要がある。

しか し、現実の建物の建築 コス トを個別に積み上げてい く方法では、建築に関す る専門知識 を

必要 とすることか ら、不動産鑑定士が現実の建物を評価す る際にその建物 の規模 、階数 、形状等

のい くつかの指標か ら建築 コス トを求め られ るよ うに開発 された方法が採 られている。

建築 コス ト積算方式の基本的な考え方を示す と次の通 りである。

建物の用途(事 務所、共同住宅)、 構造(SRC、RC、S)、 規模及 び品等別に基準 となる

建物を想定 し、それぞれ の1平 方メー トル当た りの基準単価 を定め、これ にコス トに関係のある

要因に係 る指数を連乗 して建築 コス トを算出す るものである。

(計算式)

建築費総額＝ 基準単価 ×総合要因係数 ×法定延床面積 ×地域格差指数

基準単価 は、建物 の用途、構造、規模 、品等 ごとに基準 となる建物を想 定 し、1平 方 メー トル

当た りの基準単価(東 京都基準)を 定める。

なお、基準単価には設計 ・管理費は含 まれ ていない。
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総合要因係数は、コス トに大き くかかわ る建物要因である施工場所、規模 、地下階数、地上階

数、形状 、仕様 グレー ド、建物仕様 あるいは住戸種類の7項 目か ら選択 し、建物の用途、構造 ご

とにそれぞれの項 目ごとに係数 を定めている。 この係数を連乗 したものを総合要因係数 としてい

る。

法定延床面積は、建物登記簿上の床面積である。

地域格差指数は、各都道府県別、建物の構造、用途別に指数が示 されている。

この方式の基 となった ものが建築 コンサル タン ト富谷 豪氏が開発 した 「建築 コス ト算定技法

(堅画建物価格査定システム)＝ ソフ ト名:と みや くん」であり、多変量解析 を用いた積算方式

の一つである。(資 料P179～P194参 照)

以上の説明に対 し、委員から次のような意 見があった。

○ 多変量解析で要因を探 してコス トを出す方法 もあるが、出て くる数字が どの程度信用できる

のか、その辺がブラックボ ックス(数 字の根拠が明確でない)で 、研究者 としてはそ こを示 し

て貰わないと信用で きない。ただ、プ レハブ建物のような画一的 な建物評価 には適 当な方法で

あると、かつ て自治省 に提案 したことがある。

○ データを入れていけば数値 はでるが、そのブラックボ ックスになっている計算過程のメンテ

ナ ンスはかな り専門的知識が必要ではないか。

○ 統計的手法を導入 したことは評価 できるが、標本の選定方法や数値の根拠 を公開す るとなる

と難 しい面があるのではないか(納 税者 の不服等に対す る説明に苦慮す るのではないか。)。

5登 録免許税方式についての主な討議

登録免許税における建物評価は、固定資産課税台帳に価格 が登録 され ている建物については、

その登録 されている価格 を登録免許税にお ける課税標準額 と している。

また、固定資産課税台帳に登録 されていない建物又は登録 され てい る価格によることが適 当で

ないと認め られ る建物については、各法務局 ごとに定め られ ている 「新築建物価額認定基準表」

による1平 方メー トル 当た り単価を登記床面積 に乗 じ、更に新築後1年 以上経過 してい る建物 に

ついては固定資産評価基準に定める経年減点補正率基準表に準 じて各法務局 ごとに定めている経

年減点補正率を乗 じることによってその建物 の評価額を求めるもの とされている。(資 料P195参

照)

以上の説明に対 し、次のよ うな意見があった。

○ 「新築建物価格認定基準表」の㎡当た り単価 を全ての家屋 に適用す る とい うことは、公平性の

確保はできているのではないか。そ うい う意味では他人の物件 と比較 しての不服はでにくい。

○ 「新築建物価格認定基準表」の㎡当た り単価は固定資産税の評価を もとに作成 され ている もの

と思われ るが、数字の根拠に不明瞭な点があ り問題がある。

○ 簡素化 されている点については関心があるが、各法務 レベルで算出方式が違 うとい うのは統
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一性に欠けている
。

○ 登録免許税は一回限 りの税金で、権利保全を 目的 とした登記手数料的性格 を持 っている。 よ

つて、思い切った簡素化 もできるが、固定資産税は資産価値に応 じて毎年課税 され るものであ

り、簡素化するに してもある程度の工夫は必要である。

6横 浜市における比準評価方式 についての主な討議

横浜市において、部分別評価 の問題点である①評価計算事務に多大な時間を要する こと、②高

度な専門知識の習得が必要 なこと、③計算誤 りが発生 しやすい こと等の克服及 び評価計算事務の

簡素化、効率化のため、比準評価導入の検討 を行った。

導入に際 して、まず 、実務的に予想 され るメ リッ ト、デ メリッ トを整理 し、適正かつ均衡の と

れた比準評価方法策定の可能性 を探 った。

① メ リッ ト

・ 事務量の縮減(在 来分家屋の実態調査等 に時間が さける)

・ 評価の均衡(主 観が入 りにくい等)

・ 評価の簡素化(単 純化 された ことによ り計算誤 りも減る)

② デ メリッ ト

・ 評価手法(評 価手法が確立 していないので独 自開発が必要)

・ 格差の判定(評 価担 当者 の達観 をできる限 り排除 し、客観的判断基準を設定す る必要があ

る)

・ 家屋の個別性(比 準表によ り画一的評価 を行 うため、構造、様式等 にお ける個性 を反映 し

づ らい)

以上のメ リッ ト、デ メリッ ト等につ いて検討 した結果、比準評価方法を適用できる家屋 と部分

別評価方法により評価すべ き家屋 を明確に区分 し、客観的な基準を設定す ることによ り、適正か

つ均衡 のとれた比準評価方法を導入す ることが可能であるとの結論 に達 した。具体的には次の2

項 目について大別 し比準評価の開発を行った。

① タイプ別の分類

市内の家屋の価格分布や評価上の特徴 を統計学的手法 を用いて分析 し、タイプ別の分類を行'

ってその分類 ごとに標準家屋 を設 定 し比準評価 をす る。

② 判定項 目及び格差率の設定

評価額に重大な影響 を与えている主な要因を相関分析等の手法によ り整理 し判定項 目を選定

する。 また、重回帰分析等の手法を用いて標準家屋 との差違による評価額への影響度 を示す格

差率を設定する。

以上の導入経緯 を経て、横浜市では、(1)木 造専用住宅普通建(在 来工法、2×4工 法)と(2)

木質系 ・軽鉄系プ レハブ住宅(主 た るメーカー ・型式別)及 び共同住宅に分類 し比準評価 を行っ
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ている(標 準家屋 と程度 、規模等が著 しく異なる家屋 につ いては部分別評価 を適用 している。)。

(資料P197～P212参 照)

以上、横浜市の比準評価方式の説明に対 して委員か ら次のよ うな意見があった。

○ 標準家屋 と程度、規模等 が著 しく異なる家屋については部分別評価を適用す るとの ことだが、

その線 引きが納税者 に理解 しづ らいのではないか(比 準評価 と部分別評価の両方が存在す るこ

とは公平性 に問題があるのではないか)。 今後、比準評価の守備範囲をよ り広げて事務の簡素

化 とともに評価の統一化 を実現 してほ しい。

○ 比準方式のベー スは、基本的に再建築価格方式であるか ら、両者 はぴたっ と整合 しない とむ

しろおか しい。比準評価 は再建築価格評価を簡素化 したものである。

○ 開発、メンテナンス等の費用のことを考えると、小 さな市町村では対応できない。 ある程度

広域的に考える必要がある(例 えば県単位で)。

○ 比準評価導入による事務の軽減割合は具体的 にどうなるか。

○ 比準評価の方法が納税者 に理解 しづ らい(部 分別評価 と同様に建築の専門家に しか理解 でき

ないような評価方法である)。

○ 総合的な比準評価方式の導入は、家屋評価の科学性 を維持 しつつ実務面での能率性 を高める

とい う意味で、今後の改革の一つの方向 として検討に値するが、納税者の理解 の し易さとい う

点でどのように工夫す るかが課題 となろ う。

7上 記以外の主な論議

上記 までの論点の中で、次のよ うな意見が出された。

○ 土地における地価公示価格 の7割 評価等の推進により、かな り土地 と家屋の税負担 のバラン

スが変わってきていると考え られ るが、 さらに、税率によ り土地に重 く、家屋に軽 くす る方向

で考えては どうか(し か し、新増築家屋による税収増が見込めなくなる。)。

○ 団体の財政力によって、 もっ と大胆 に税率を変えていくことも視野に入れ るべ きである(確

保すべき財源 を評価額で割 った ものが税率 とい う考え方)。

○ 建築資材等建物 自体の評価だけでなく、防火、防災機能等杜会的評価 をもっ と反映 させ るべ

きではないか(負 担 の軽減 を図 る等の措置)。

○ 専門家同士の話 し合 いでは、 どうして も、よ り正確 に、 より詳細に とい うことになって しま

う。 もっと納税者主体のわか りやすい評価を考えるべ きである。

○ 不動産、都市開発等 にグローバルマネーが入ってきている現代 において、家屋評価の問題に

ついて諸外国の手法を勉強することは大きな意味があ り、選択肢 を広げることにもなる。

○ 再建築価格方式による場合 と取得価格 方式による場合 との税収の差については、モデル地域

によ り両者 を比較 した結果で見 る限 り、あま り差 はなく、む しろ、取得価格方式の方が税収が

多 くなることもあるが、様 々なケースが考えられ るので、一概には言えない。
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Ⅲ討議全般を踏まえての論議 と今後の課題

家屋部会 においては、3回 にわたって行われた以上の討議を踏まえて、更に、本年度最終の会合

において、全般的見地か ら概ね次のよ うな論議 があ り、また、今後検討 されるべ き課題が挙げ られ

た。

その論議の中心 となったのは 「家屋の評価」 と 「土地の評価」 との関係 を資産評価全体の見地か

らどのように考えるか とい うことである。

○ この点 につ いて指摘 された問題 の一つは、 この研究委員会の開催当初、家屋評価に関す る主な

論点 として、 「建築価格 の算 出方法について」及び 「取得価格方式 についての研究」 とともに

「収益還元法の活用について」が挙げ られていたのであるが、結果的 に収益還元法についての検

討 が家屋部会において行われ なかったのは、その活用についての可能性 が少ないと見られ るのか

どうか とい うことであった。

○ これ に対 しては、土地部会 での討議 にお いて も、収益還元法については家屋評価 との関連で議

論せ ざるを得ない とい う意見が多 く、やは り、収益還元法を家屋 の分野だけで単独に取 り上げる

のは困難な面があるので、土地評価 と併せて総合的に議論すべきであるとの意見が述べ られた。

○ また、昭和36年 の 「固定資産評価制度調査会 の答申」の中で売買実例方式の採用は、家屋の取

引が一般的に土地 と一緒に行われ ている我が国の状況からみて困難 である としているが、収益還

元法 もこれを土地評価 と合わせ て行 うとするならば、それ は結局、家屋の評価 をどこまで土地の

評価 と切 り離 して行 うのか どうか とい う基本的な哲学に行 き着 くのではないかとい う見解や収益

還元法は果 た して市場 メカニズム重視なのかど うかをもう少 し検討する必要があるのではないか

とい う意見、諸外国にお ける評価 の実際においては収益還元法のみではな く他の手法 も活用 して

公正な市場価格を求める努力を しているとの意見などが示 された。

この論議は、更に、そ もそ も不動産 の評価方法 として、家屋 と土地 とを分けてそれぞれ別個 に評

価を行 う方法が良いのか、それ とも両者を一体 として行 うべきなのか とい う問題へ とつながって行

くが、この問題をめ ぐる主な論議 は以下のよ うに集約 され る。

○ その一つは、日本の民法は、不動産を土地及びその定着物 とい うよ うに土地 と家屋 を分けてい

るが、 これに対応する形で土地 と家屋 を分けて評価する方法は、かな り日本的なや り方 と言える

のではないか。税制の面で も土地 と家屋 を分 けているのは 日本の他は韓国 と台湾 くらいで
、国際

的 に見て、特に英米系の国々では土地 と家屋 を一体 として扱っていることと比較す るとかな り特

異な ものではなかろ うか とする意 見である。

○ これに対 して、一方では、 日本の不動産市場が土地 と家屋に分かれているとい うことは世界で

も類い希な情報を提供 して くれ るものであ り、 これに基づ く理論的な研究を も可能 とするとい う

―154―



意見、あるいは、土地は土地、家屋は家屋 として区分 して評価ができるとい う前提の下で評価方

法のメリッ ト・デメ リッ トを考えることは極め て重要 ではないか とい う意見がみ られ、更に、家

屋の評価に用い られている再建築価格方式は 日本が開発 したもので、 この方法は客観性 ・科学性

にお いて筋が通ってお り、 これまでの蓄積 とノウハ ウは今後 とも大事に していく必要があるとの

意見が示 され ている。

○ また、土地と家屋 とをきちん と分離 してかか る考 え方は、 日本の文化的習慣 とい うべ きもので

あるが、 しか し、これ か らの新 しいライ フスタイルの進展や市場の需給事情の変化の中で、 こう

いった習慣に も異なった状況が出て くることも予想 され 、そ うい う意味では、 日本固有の方法 と

世界的なものの考え方 とのダブル スタンダー ド的な方向 も考え られ るのではないか とい う意見も

み られたところである。

これ らの他、討議全般 を振 り返ってみて主な意見 として述べ られたのは、以下のとお りであった。

○ 再建築価格方式 と取得価格方式 とを比較 して、そのメ リッ トとデメ リッ トが両者 の間で表裏を

なすことがはっき りす るな らば、それ らをお互いに補完 させて、ラジカルな改変ではな く、現行

制度をベースにしなが ら、 どうや って簡素化するか とい うことが見 えてくるのではないか。

○ 不動産の評価には様 々な方法があるが、その中か ら最適 な ものを選択す るために、あたか も

「租税原則」に相 当するよ うな 「評価方法選択の基準」 ともい うべ きものの確立について、今後

の課題 として議論す る必要がある。

○ 評価事務の専門性や事務の効率化 とい う観点か らの評価事務の共同化 とい う課題についての論

議 はつ ぎに回す として も、資産の評価主体 と課税主体が異なって も良いのではないか とい うこと

を検討 してみる必要があろ う。例 えば、カナダの州では外郭団体が評価事務 を受 け持 ち、課税事

務 を行 うのは市町村であるが、評価 とい うものは技術的な仕事琴ので、む しろ課税主体か ら離れ

た第三者的組織で客観 的に行った方が良いとい う考 え方もある。
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おわ りに

以上述べてきたよ うに、家屋部会においては、本年度は、家屋 の評価のあ り方について、地方団

体のア ンケー ト調査 を議論の入 り口と して、現行の再建築価格方式 と取得価格方式の比較、建築 コ

ス ト積算方式、登録免許税方式、横浜市で用い られている比準評価方式な どをめ ぐる活発な研究討

議 と、これ らを踏まえての評価のあ り方に関す る多様な論議が重ねられてきた。

従来、家屋の評価 につ いては、土地の評価に比 して議論の機会が少なかったのであるが、今回の

研究委員会の論議を通 じて、 ようや くその今 目的な基本問題が浮かび上がってきた と言 うことがで

きよ う。本年度の報告にお いては、各委員の多様な意 見をできるだけ幅広 く列記す る方法 をとった

ため、必ず しも一定の方向性を見出す には至っていない点もあ り、また議論 がなお不足 しているも

の もある。

これ ら残 された部分につ いては、引き続 き明年度以降の課題 に したい と考えるが、その際に必要

とされるのは、家屋評価の改革についての共通の問題意識 、すなわち、評価 の客観性 ・科学性 を保

ちつつ納税者の理解の し易 さと評価事務の簡明性 ・効率性 の実現 を目指す とい うことを常 に踏 まえ

た論議が進め られ ることであろう。
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討議に際 して用い られた資料

1家 屋評価のあ り方 に関す る地方団体アンケー ト調査結果

2取 得価格方式 と再建築価格方式 との比較(モ デル計算)

3事 業用家屋の取得価格方式 による評価(昭 和47年 の中央固定資産評価審議会での審議 め概

要)

4不 動産鑑定評価にお ける建物価格の算出方法

5建 築 コス ト算定技法(堅 固建物価格査定システム)

6登 録免許税における建物評価方法

7横 浜市の家屋評価 の現状― 部分別評価から比準評価へ―
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1家 屋 評 価 の あ り方 に関 す る地 方 団体 ア ンケ ー ト調 査 結 果 につ い て

○ 調査方法について

固定資産税における家屋評価上の課題 となっている項 目について、平成9年5月 か ら6月 にか

けてアンケー ト調査 を実施 した。

この うちの 「問1評 価方法について」は、家屋評価のあ り方について各団体の意 見を尋ねた

ものである。

問1評 価方法のあ り方について、適 当と思われ るものを下記の項 目か ら選択 して下 さい(重 複回

答可)。

1現 行 どお りでよい。

2現 行の部分別評価 を基本 としつつ簡素化す るのがよい。

3現 行の部分別評価 を充実す るのがよい。

4原 則比準評価 にするのがよい。

5取 得価格の考 え方を取 り入れ、評価額が減価する方式にす るのがよい。

6評 価方式 を抜本的に改め、簡素化するのがよい。

7そ の他

○ 集計方法について

回答の集計は、全市町村 、道府県(税 務課不動産取得税担当)及 び県庁所在市 と人 口20万 人

以上の市からなるグループ(以 下 「指定市等」 とい う。)別 に集計 した。
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○ ア ンケー ト結 果 につ いて

ア ンケー ト結果 は 、次 の とお りであ る。

全市 町村 で は 「現行 の部 分 別評 価 を基本 と しつ つ簡 素 化す るの が よい 」(38.1%)が 最 も多 く、

次 い で 「評価 方式 を抜 本 的 に改 め 、簡 素化 す るのが よい」(17.4%)、 「現 行 どお りで よい」(16.3

%)、 「取 得価 格 の考 え方 を取 り入れ 、 評価 額 が減 価す る方式 にす るのが よい」(13.4%)、 「原 則

比 準 評価 にす るの が よい 」(6.6%)、 「現 行 の部 分 別評 価 を さ らに充 実 す るのが よい 」(6.0%)、

「そ の他」(2.2%)の 順 とな っ て い る。

道 府 県 で は 「評 価 方 式 を抜 本 的 に 改 め、簡 素 化 す るの が よい 」(38.5%)が 最 も多 く、 次 い で

「現 行 の部 分別評 価 を基本 と しつつ 簡 素 化す るのが よい」(35 .2%)、 「原則 比 準評 価 にす るの が

よい」(10.4%)、 「そ の他 」(6.8%)、 「取得 価格の 考 え方 を取 り入れ、 評 価額 が減 価 す る 方式 に

す るの が よい」(5.5%)、 「現行 どお りで よい」(2.8%)「 現 行 の部 分別 評価 を さ らに 充実す るの

が よい 」(0.7%)の 順 とな っ て い る。

指定市等では 「現行 の部分別評価 を基本 としつつ簡素化するめが よい」(32.5%)が 最 も多 く、

次いで 「評価方式を抜本的 に改 め、簡素化す るのが よい」(24.7%)、 「原則比準評価にす るのが

よい」(17.5%)、 「取 得価格 の考 え方 を取 り入れ、 評価額 が減 価 す る方 式 にす るの が よい」(16.9

%)、 「現 行 の部 分別 評 価 を さら に充 実す るの が よい」(3.0%)、 「そ の他 」(3.0%)、 「現 行 どお り

で よい」(2.4%)の 順 となっ て い る。
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問1評 価方法について

市町村分(重 複回答可)
(3，233団 体)

現行を充実
6.0%

その他

2.2% 抜本的簡素化
17.4%

現行どおり

16.3%

取得価格導入
13.4%

比準評価を原則に

6.6%

現行を簡素化
38.1%
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問1評 価方法 について

道府県分(重 複回答可)
(46団 体)

現行を充実
0.7%

その他
6.8%

現行どおり

2.8%

抜本的簡素化
38.5%

現行を簡素化
35.2%

取得価格導入

比準評価を原則に
5.5%

10.4%
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問1評 価方法について

指定市等(重 複回答可)

(110団 体)

現行を充実

現行 どおり

2.4%

3.0%
その他

3 .0%

抜本的簡素化
24.7%

現行を簡素化
32.5%

取得価格導入
16.9%

比準評価を原則に

17.5%
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2取 得価 格 方 式 と再 建 築 価 格 方 式 との 比 較(モ デル 計 算)

(1)取 得価格方式 と再建築価格方式 との税負担比較

全 く同 じ建物について、評価方法が違 う場合に負担額が どのよ うに推移 してい くかを見るため、

比較検討対象建物 、取得価格方式 と再建築価格方式における各々の減価方式、耐用年数等につい

てまずモデル を設定 した(表1)。 ここにお いては、取得価格方式が取得時の価格 を初年度 の評

価額 としたのに対 し、現行の再建築価格方式 における木造家屋の評価割合を取得価格の6割 と想

定 して初年度の評価額 を算出 した。 また取得価格方式における残価率を10%と し、再建築価格

方式の残価率は、現行の20%と した。耐用年数は双方 とも同 じとし、取得価格方式にお いては、

定率法 と定額法の双方、再建築価格 方式においては初期減価1年 目で80%、2年 目75%、3

年 目70%、 それ以降 は定額法 とい う現行の方式によ り試算 した。 さらに、再建築価格方式 にお

いては、物価変動率が評価額に影響を与 えるため、物価変動を、 「物価変動な し」 「物価上昇3

%(年1%)」 「物価上昇6%(年2%)」 の3例 を設定 して双方を比較 した。

その結果、木造家屋 専用住宅において取得価格方式 を用いた場合、定率法定額法いずれの場合

も、物価上昇率が6%の 再建築価格方式 と比べて取得価格方式における負担が大 きく、定率法で

も、その負担が逆転す るのは10年 経過以降であ り、 トー タルで見れ ば、いずれの場合 も取得価

格方式の方が負担が大 きいとい う結果が出た(図1)。

また、非木造家屋鉄筋コンク リー ト造アパー トにおいて同様の試算 を行 った ところ、耐用年数

が60年 と、木造の25年 に比べ て非常に長 いために、毎年 の経年減価 が小 さく、物価上昇が

あれ ば、それに左右 されやすい傾 向にあることか ら、再建築価格方式にお ける物価上昇6%の

負担 の推移 は、ほぼ横ばいの傾 向 となった。 これ と、取得価格方式の定率法 とを比較す ると、

取得価格方式の方 が負担額が少 な くなる。ただ し、取得価格 方式の定額法 との比較 では、33

年 目に再建築価格 方式が取得価格 方式を逆転 し、60年 目にお ける価額は、再建築価格方式 の

負担額が取得価格 方式の負担額の4.6倍 に もなるが、 トータルでは、取得価格方式の定額法

が一番負担が大きい とい う結果 となった(図2)。

なお、取得価格方式では、経年的に一律に減価償却するため、建物の付属設備 が更生 された場

合は、資本的支出 と認 められ る部分について、その都度新規取得 とす る扱い とな ることが予想 さ

れ ることか ら、1億 円の建物の本体部分を7千 万円、付属設備 を3千 万円とい う比率 と し、付属

設備 について耐用年数15年 の半分の8年 毎にその半分ずつ を取 り替えるとい う、ごく概略的な設

定を行った場合について試算 した(図3)。

(2)再 建築価格方式 におけるモデル家屋評価額

木造家屋専用住宅の昭和47年 築の建物について、48年 基準か らの評価額の推移 をみ ると、これ

までの実際の家屋 の建築費の上昇率が非常に高い水準で推移 していることか ら、 「再建築費評点
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数」 も非常に高い水準で推移 している。 これに経年減点補正率を乗 じて評価額を求めることにな

るが、この評価額 が前年度価額 を上回 る場合は、前年度価額が決定価額 となる 「据置措置」が講

じられているため、再建築費評点数に経年減点補正率 を乗 じた ものは直接の評価額 とはな らず、

理論上の評価額 となる。 この理論評価額が前年度価額 を上回 る状況が続 き、決定価格が前年度価

額 に据え置かれている状況が示され ている。 これは、耐用年数が長 いために一年の経年減価率の

幅が少ない非木造家屋において、なお顕著である。

(3)取 得価格方式 と再建築価格方式 との比較にお ける論点

論点をお よそ次のよ うにまとめた。

ア 納税者理解

取得時か ら一律 に減価する取得価格方式が理解 を得 られやすい一方、物価変動 を加味する再

建築価格方式においては、物価上昇の傾向がある場合 に、古 くなった家屋 も評価が上昇するた

め、理解を得 られに くい。

取得価格方式の場合、国税の取扱 いに準ず るため、わか りやすい。

イ 評価事務への影響

取得価格方式の場合、評価事務の簡素化は図れ るが、申告額の客観性の確保が困難である。

一方再建築価格方式の場合
、建物間の公平性 は確保できるが、現行の評価事務がかな り専門化

してお り、担 当職員の人事サイ クルの面か らも問題がある。

ウ 税収面の影響

取得価格方式の場合 、新増築家屋の少ない地方の小規模町村等において税収減が懸念 され る

が、再建築価格 方式において今までの物価変動の状況を前提にすれ ば、比較的安定 した税収が

確保できてしいる。

エ 制度

評価方式が変わ ることとなれ ば、特に在来分の家屋について取得価格 を把握するのは困難 で

あるが、その取扱 いにつ いて検討を要する。
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取得価格方式 と再建築価格方式 との比較(モ デル計算)表1

◎ 比較の前提 として、以下のモデルを設定した。

木造(専 用住宅)[図1] 非 木造(RCアパ ー ト)[図2]区分

項 目 取得価格方式 再建築価格方式 取得価格方式 再建築価格方式

評価額 20，000千 円 12，000千 円 100，000千 円 70，000千 円

年 数 25年 25年 60年 60年

残価率 10% 20% 10% 20%

初期減価率等 A案 定率法

B案 定額法

1年 目80%

2年 目75%

3年 目70%

4年 目以降 定額法

A案 定率法

B案 定額法

1年 目80%

2年 目75%

3年 目70%

4年 目以降 定額 法

物価上昇 ・物価変動な し

・物価上昇3%

・物価上昇6%

の3例 を設定

・物価変動存 し

・物価上昇3%

・物価上昇6%

の3例 を設定

なお、現実には建物の附属設備が更新 され ることにかんがみ、以下の条件で、資本的支出があっ

た場合の評価額の推移 を図3に 示 した。

・資本的支出は、 「附属設備 について耐用年数 を15年 とし、8年 毎にその半分を取 り替える」

ことを前提 とする。

・RC造 アパー ト[図2]を 試算の対象 とす る。
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木造専用住宅の評価方法別評価額の推移[図1]
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木造家屋 専用住宅用建物普通建(平 成8年 新築)[図1]

取得価領20，000千 円

再建築価額12，000千 円

区分 取 得価 格 方 式 再 建 築 価 格 方 式

経過年度 定率法 (残価10%) 定額法 (残価10%) 物価変動なし 物価上昇3% 物価上昇6%

年数 率 残価 率 残価 率 残価 率 残価 率 残価

H8 100.00 20.000 100.00 20.000 100.00 12.000 100.00 12.000 100.00 12.000

1 9 95.60 19.120 96.40 19.280 80.00 9.600 80.00 9.600 80.00 9.600

2 10 91.20 18.240 92.80 18.560 75.00 9.600 75.00 9.600 75.00 9.600

3 83.17 16.635 89.20 17.840 70.00 9.600 70.00 9.600 70.00 9.600

4 12 75.86 15，171 85.60 17，120 67.73 8，128 67.73 8，371 67.73 8.615

5 13 69.18 13.836 82.00 16.400 65.46 8.128 65.46 8.371 65.46 8.615

6 14 63.09 12.618 78.40 15.680 63.19 8.128 63.19 8.371 63.19 8.615

7 15 57.54 11.508 74.80 14.960 60.91 7.309 60.91 7.754 60.91 8.213

8 16 52.48 10.495 71.20 14.240 58.64 7.309 58.64 7.754 58.64 8.213

9 17 47.86 9.572 67.60 13.520 56.37 7.309 56.37 7.754 56.37 8.213

10 18 43.65 8.729 64.00 12.800 54.10 6.492 54.10 7.094 54.10 7.732

11 19 39.81 7.961 60.40 12.080 51.82 6.492 51.82 7.094 51.82 7.732

12 20 36.30 7.261 56.80 11.360 49.55 6.492 49.55 7.094 49.55 7.732

13 21 33.11 6.622 53.20 10.640 47.28 5.674 47.28 6.386 47.28 7.163

14 22 30.19 6.039 49.60 9.920 45.00 5.674 45.00 6.386 45.00 7.163

15 23 27.54 5.508 46.00 9.200 42.73 5.674 42.73 6.386 42.73 7.163

16 24 25.11 5.023 42.40 8.480 40.46 4.855 40.46 5.629 40.46 6.497

17 25 22.90 4.581 38.80 7.760 38.19 4.855 38.19 5.629 38.19 6.497

18 26 20.89 4.178 35.20 7.040 35.91 4.855 35.91 5.629 35.91 6.497

19 27 19.05 3.810 31.60 6.320 33.64 4，037 33.64 4.820 33.64 5.726

20 28 17.37 3.475 28.00 5.600 31.37 4.037 31.37 4.820 31.37 5.726

21 29 15.85 3.169 24.40 4.880 29.10 4.037 29.10 4.820 29.10 5.726

22 30 14.45 2.890 20.80 4.160 26.82 3.218 26.82 3.958 26.82 4.839

23 31 13.18 2.636 17.20 3.440 24.55 3.218 24.55 3.958 24.55 4.839

24 32 12.02 2.404 13.60 2.720 22.28 3.218 22.28 3.958 22.28 4.839

25 33 10.96 2.192 10.00 20.00 20.00 24.00 20.00 3.040 20.00 3.825

残価計 203.672 266.000 150.338 163.877 178.982

定率法＝ 100.00% 130.60% 73.81% 80.46% 87.88%
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非木造家屋 RC造 アパー 卜(平 成8年 新築) [図2]

取得価額

再建築価額

100.000千 円

70.000千 円

区 取 得 価 格 方 式 再 建 築 価 格 方 式

経過 年 定率法 (残価10%) 定額法 (残価10%) 物価変動なし 物価上昇3% 物価上昇6%

年数 率 残価 率 残価 率 残価 率 残価 率 残価

H8 100.00 100.000 100.00 100.000 100.00 70.000 100.00 70.000 100.00 70.000

1 9 98.10 98.100 98.50 98.500 80.00 56.000 80.00 56.000 80.00 56.000

2

10

96.20 96.200 97.00 97.000 75.00 56.000 75.00 56.000 75.00 56.000

3 92.54 92.544 95.50 95.500 70.00 56.000 70.00 56.000 70.00 56.000

4 12 89.03 89.028 94.00 94.000 69.12 48.386 69.12 49.838 69.12 51.289

5 13 85.64444 5.645 92.50 92.500 68.25 48.386 68.25 49.838 68.25 51.289

6 14 82.39 82.390 91.00 91.000 67.37 48.386 67.37 49.838 67.37 51.289

7 15 79.26 79.259 89.50 89.500 66.49 46.544 66.49 49.378 66.49 51.289

8 16 76.25 76.247 88.00 88.000 65.61 46.544 65.61 49.378 65.61 51.289
9 17 73.35 73.350 86.50 86.500 64.74 46.544 64.74 49.378 64.74 51.289

10 18 70.56 70.563 85.00 85.000 63.86 44.702 63.86 48.847 63.86 51.289

19 67.88 67.881 83.50 83.500 62.98 44.702 62.98 48.847 62.98 51.289

12 20 65.30 65.302 82.00 82.000 62.11 44.702 62.11 48.847 62.11 51.289

13 21 62.82 62.820 80.50 80.500 61.23 42.860 61.23 48.239 61.23 51.289

14 22 60.43 60.433 79.00 79.000 60.35 42.860 60.35 48.239 60.35 51.289

15 23 58.14 58.137 77.50 77.500 59.47 42.860 59.47 48.239 59.47 51.289

16 24 55.93 55.928 76.00 76.000 58.60 41.017 58.60 47.551 58.60 51.289

17 25 53.80 53.802 74.50 74.500 57.72 41.017 57.72 47.551 57.72 51.289

18 26 51.76 51.758 73.00 73.000 56.84 41.017 56.84 47.551 56.84 51.289

27 49.79 49.79l 71.50 71.500 55.96 39.175 55.96 46.777 55.96 51.289

20 28 47.90 47.899 70.00 70.000 55.09 39.175 55.09 46.777 55.09 51.289

21 29 46.08 46.079 68.50 68.500 54.2l 39.i75 54.21 46.777 54.21 51.289

22 30 44.33 44.328 67.00 67.000 53.33 37.333 53.33 45.915 53.33 51.289
23 31 42.64 42.643 65.50 65.500 52.46 37.333 52.46 45.915 52.46 51.289
24 32 41.02 41.023 64.00 64.000 51.58 37.333 5L58 45.915 51.58 51.289
25 33 39.46 39.464 62.50 62.500 50.70 35.491 50.70 44.959 50.70 51.289
26 34 37.96 37.964 61.00 61.000 49.82 35.491 49.82 44.959 49.82 51.289
27 35 36.52 36.522 59.50 59.500 48.95 35.491 48.95 44.959 48.95 51.289
28 36 35.13 35.134 58.00 58.000 48.07 33.649 48.07 43.904 48.07 51.289
29 37 33.80 33.799 56.50 56.500 47.19 33.649 47.19 43.904 47.19 51.289
30 38 32.51 32.515 55.00 55.000 46.32 33.649 46.32 43.904 46.32 51.289
31 39 31.28 31.279 53.50 53.500 45.44 31.807 45.44 42.746 45.44 51.289
32 40 30.09 30.090 52.00 52.000 44.56 31.807 44.56 42、746 44.56 51.289
33 41 28.95 28.947 50.50 50.500 43.68 31.807 43.68 42.746 43.68 51.289
34 42 27.85 27.847 49.00 49.000 42.81 29.965 42.81 41.478 42.81 51.289
35 43 26.79 26.789 47.50 47.500 41.93 29.965 41.93 41.478 41.93 51.289
36 44 25.77 25.771 46.00 46.000 41.05 29.965 41.05 41.478 41.05 51.289
37 45 24.79 24.791 44.50 44.500 40.18 28.123 40.18 40.096 40.18 51.289
38 46 23.85 23.849 43.00 43.000 39.30 28.123 39.30 40.096 39.30 51.289
39 47 22.94 22.943 41.50 41.500 38.42 28.123 38.42 40.096 38.42 51.289
40 48 22.07 22.071 40.00 40.000 37.54 26.281 37.54 38.594 37.54 51.289
41 49 21.23 21.233 38.50 38.500 36.67 26.281 36.67 38.584 36.67 51.289
42 50 20.43 20.426 37.00 37.000 35.79 26.281 35.79 38.594 35.79 51.289
43 51 19.65 19.650 35.50 35.500 34.91 24.438 34.91 36.965 34.91 51.289
44 52 18.90 18.903 34.00 34.000 34.03 24.438 34.03 36.965 34.03 51.289
45 53 18.18 18.185 32.50 32.500 33.16 24.438 33.16 36.965 33.16 51.289
46 54 17.49 17.494 31.00 31.000 32.28 22.596 32.28 35.204 32.28 51.289
47 55 16.83 16.829 29.50 29.500 31.40 22.586 31.40 35.204 31.40 51.289
48 56 16.18 16.189 28.00 28.000 30.53 22.596 30.53 35.204 30.53 51.289
49 57 15.57 15.574 26.50 26.500 29.65 20.754 29.65 33.304 29.65 51.289

50 58 14.98 14.982 25.00 25.000 28.77 20.754 28.77 33.304 28.77 51.289
51 59 14.41 14.413 23.50 23.500 27.89 20.754 27.89 33.304 27.89 51.289
52 60 13-87 13.865 22.00 22.000 27.02 18.912 27.02 31.259 27.02 50.926
53 61 13.34 13.338 20.50 20.500 26.14 18.912 26.14 31.259 26.14 50.926

54 62 12.83 12.832 18.00 19.000 25.26 18.912 25.26 31.258 25.26 50.926
55 63 12.34 12.344 17.50 17.500 24.39 17.070 24.39 29.060 24.39 48.723
56 64 11.87 11.875 16.00 16.000 23.51 17.070 23.51 29.060 23.51 48.723
57 65 11.42 11.424 14.50 14.500 22.63 17.070 22.63 29.060 22.63 48.723

58 66 10.99 10.990 13.00 13.000 21.75 15.228 21.75 26.702 21.75 46.073

59 67 10.57 10.572 11.50 11.500 20.88 15.228 20.88 26.702 20.88 46.073
60 68 10.17 10.170 10.00 10.000 20.00 15.228 20.00 26.702 20.00 46.073

残価計 2，372，212 3，255，000 1，980，92 2，510，451 3，067，045

定率法＝ 100.00% 137.21% 83.51% 105.83% 128.29%
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非 木 造 家 屋RC造 ア パ ー ト(平 成8年 新 築)[図3]

※附属設備について、8年 毎に当該設備の半分を取り替えることとした場合。

取得価額100.000千 円(う ち附属設備30.000千 円)

※

※

※

※

※

※

※

区 分 取 得 価 格 方 式 再 建 築 価 格 方 式
経過年度 定率法 (残価10%) 定額法(残価10%) 物価変動なし 物価上昇3% 物価上昇6%
年数 建物本体附属設備 残価 是物本体附属設備 残価 率 残価 残価 残価
0 H8 70.000 30.000 100.000 70.000 30.000 100.000 100.00 70.000 100.00 70.000 100.00 70.000

1 9 67.340 25.740 93.080 68.950 28.200 97.150 80.00 56.000 80.00 56.000 80.00 56.000

2 10 64.781 22.085 86.866 67.900 26.400 94.300 75.00 56.000 75.00 56.000 75.00 56.000

3 11 62.319 18.949 81.268 66.850 24.600 91.450 70.00 56.000 70.00 56.000 70.00 56.000

4 12 59.951 16.258 76.209 65.800 22.800 88.600 69.12 48.386 69.12 49.838 69.12 51.289

5 13 57.673 13.949 71.623 64.750 21.000 85.750 68.25 48.386 68.25 49.838 68.25 51.289

6 14 55.482 11.969 67.450 63.700 19.200 82.900 67.37 48.386 67.37 49.838 67.37 51.289

7 15 53.373 10.269 63.642 62.650 17.400 80.050 66.49 46.544 66.49 49.378 66.49 51.289

8

9

16

17

51.345

49.394

8811

16.650

60.156

66.044

61600

60.550

15.600

21.000

77.200

81.550

65.61

64.74

46.544

46.918

65.61

64.74

49.378

49.264
65.61

64.74

51.289

51.679

10 18 47.517 14.286 61.803 59.500 19.200 78.700 63.86 45.871 63.86 49.264 63.86 51.679

11 19 45.711 12.257 57.968 58.450 17.400 75.850 62.98 45.871 62.98 49.264 62.98 51.679

12 20 43.974 10.517 54.491 57.400 15.600 73.000 62.11 45.871 62.11 49.264 62.11 51.679

13 21 42.303 9.023 51.326 56.350 13.800 70.150 61.23 43.596 61.23 48.605 61.23 51.679

14 22 40.696 7.742 48.438 55.300 12.000 67.300 60.35 43.596 60.35 48.605 60.35 51.679

15 23 39.149 6.643 45.782 54.250 10.200 64..50 59.47 43.596 59.47 48.605 59.47 51.679

16

17

24

25

37.662

36.230

5.905

16..50

43.567

52.880

53.200

52.150

7.800

21.000

61.000

73.150

58.60

57.72 43.480

5860

57.72

47.946

48.615

58.60

57.72

51.679

54.344

18 26 34.854 14.286 49.139 51.100 19.200 70.300 56.84 43.480 56.84 48.615 56.84 54.344

19 27 33.529 45.786 50.050 17.400 67.450 55.96 41.386 55.96 47.758 55.96 54.344

20 28 32.255 10.517 42.772 49.000 15.600 64.600 55.09 41.386 55.09 47.758 55.09 54.344

21 29 31.029 9.023 40.053 47.950 13.800 61.750 54.21 41.386 54.21 47.758 54.21 54.344

22 30 29.850 7.742 37.592 46.900 12.000 58.900 53.33 39.544 53.33 46.991 53.33 54.344

23 31 28.716 6.643 35.359 45.850 10.200 56.050 52.46 39.544 52.46 46.991 52.46 54.344

24 32 27.625 5.905 33.530 44.800 52.600 51.58 39.544 51.58 46.991 51.58 54.344

25 33 26.575 16.650 43.225 43.750 21.000 64.750 50.70 40.041 50.70 47.299 50.70 56.093
26 34 25.565 14.286 39.851 42.700 19.200 61.900 49.82 40.041 49.82 47.299 49.82 56.093
27 35 24.594 12.257 36.851 41.650 17.400 59.050 48.95 40.041 48.95 47.299 48.95 56.093
28 36 23.659 10.517 34.176 40.600 15.600 56.200 48.07 37.333 48.07 45.548 48.07 55.721
29 37 22.760 9.023 31.783 39.550 13.800 53.350 47.19 37.333 47.19 45.548 47.19 55.721
30 38 21.895 7.742 29.637 38.500 12.000 50.500 46.32 37.333 46.32 45.548 46.32 55.721
31 39 21.063 6.643 27.706 37.450 10.200 47.650 45.44 35.491 45.44 44.568 45.44 55.721
32 40 20.263 5.905 26.168 36.400 7.800 44.200 44.56 35.491 44.56 44.568 44.56 55.721
33 41 19.493 16.650 36.143 35.350 21.000 56.350 43.68 36.603 43.68 44.378 43.68 54.371
34 42 18.752 14.286 33.038 34.300 19.200 53.500 42.81 35.556 42.81 44.378 42.81 54.371
35 43 18.040 12.257 30.287 33.250 17.400 50.650 41.93 35.556 41.93 44.378 41.93 54.371
36 44 17.354 10.517 27.871 32.200 15.600 47.800 41.05 35.556 41.05 44.378 41.05 54.371
37 45 16.695 9.023 25.718 31.150 13.800 44.950 40.18 33.281 40.18 42.905 40.18 54.371
38 46 16.060 7.742 23.802 30.100 12.000 42.100 39.30 33.281 39.30 42.905 39.30 54.371
39 47 15.450 6.643 22.092 29.050 10.200 39.250 38.42 33.281 38.42 42.905 38.42 54.371
40 48 14.863 5905 20768 28.000 7800 35.800 37.54 31438 37.54 41.677 37.54 541371
41 49 14.298 16.650 30.948 26.950 21.000 47.950 36.67 33.164 36.67 42.212 36.67 54.817
42 50 13.755 14.286 28.040 25.900 19.200 45.100 35.79 33.164 35.79 42.212 35.79 54.817
43 51 13.232 12.257 25.489 24.850 17.400 42.250 34.91 31.070 34.91 40.889 34.91 54.817
44 52 12.729 10.517 23.246 23.800 15.600 39.400 34.03 31.070 34.03 40.889 34.03 54.817
45 53 12.245 9.023 21.269 22.750 13.800 36.550 33.16 31.070 33.16 40.889 33.16 54.817
46 54 11.780 7.742 19.522 21.700 12.000 33.700 32.28 29.228 32.28 39.494 32.28 54.335
47 55 11.333 6.643 17.975 20.650 10.200 30.850 31.40 29.228 31.40 39.494 31.40 54.335
48

49

56

57

10.902

10.488

5.905

16.650

16.807

27.137

19.600

18.550

7.800

21.000

27400

39.550

30.53
29.65

29.228

29.725

30.53

29.65

39.494

39.141

30.53

29.65

54.335

53.402
50 58 10.089 14.286 24.375 17.500 19.200 36.700 28.77 29.725 28.77 39.141 28.77 53.402
51 59 9.706 12.257 21.963 16.450 17.400 33.850 27.89 29.725 27.89 39.141 27.89 53.402
52 60 9.337 10.517 19.853 15.400 15.600 31.000 27.02 27.017 27.02 36.696 27.02 51.574
53 61 8.982 9.023 18.005 14.350 13.800 28.150 26.14 27.017 26.14 36.696 26.14 51.574
54 62 8.641 7.742 16.383 13.300 12.000 25.300 25.26 27.017 25.26 36.696 25.26 51.574
55 63 8.312 6.643 14.955 12.250 10.200 22.450 24.39 25.175 24.39 34.988 24.39 50.308
56

57

64

65

7.987

7.693

5.905

16.650

13.902

24.343

11.200

10.150 21.000
19000

31.150

23.51
22.63

25.175
26.287

23.51

22.63

34.988

34.490

23.51

22.63

50.308

47.690
58 66 7.400 14.286 21.686 9.100 19.200 28.300 21.75 25.240 21.75 34.130 21.75 47.690
59 67 7.119 12.257 19.376 8.050 17.400 25.450 20.88 25.240 20.88 34.130 20.88 47.690
60 68 7.000 10.517 17.517 7000 15600 22600 20.00 25240 2000 34.30 20.00 47.690

※

※

※

※

残 価 計2，278，750

100.00%

3，228，900

141.70%

2，240，531

98.32%

2，664.087

116.91%

3，197，875

140.33%
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再建築価格方式によるモデル家屋(木 造専用住宅、昭和47年 築)の 評価額推移

100，000

(円/㎡)

90，000

80，000 再建築費評点数

70，000

60，000

50，000

理論評価額

40，000

30，000

20，000
決定価格

10，000

0

S48 S51 S54 S57 S60 S63 H3 H6 H9 H12

基準年度

前年度評点数 上昇率 再建築費評点数 経年率 理論評価額 決定価格
S48 32，000 0.80 26，880 26，880

S51 32.000 1.50 48，000 0.68 34，272 26，880

S54 48，000 1.24 59.520 0.63 39.372 26，880

S57 59，520 1.24 73，805 0.58 44.947 26.880
S60 73.805 1.03 76.019 0.53 42，305 26，880

S63 76，019 1.01 76，779 0.48 38，697 26，880

H3 76，779 1.12 85，993 042 37，923 26，880

H6 85，993 1.15 98，892 0.27 28，036 26.074
H9 98，892 0.97 95.925 0.20 20.144 20，144
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再建築価格方式によるモデル家屋(RC造 アパート 、昭和47年 築)の 評価額推移

120，000

(円/㎡)110

，00O

100，000

90，000

80，000

70，000

60，000

50，000

40，000

30，000

20，000

10，000

0

S48 S51 S54 S57

再建築費評点数

理論評価額

S60

決定価格

S63 H3 H6 H9 H12

基準年度

前年度評点数 上昇率 再建築費評点数 経年率 理論評価額 決定価格

S48 45，000 0，8000 36，000 36，000

S51 45，000 1，40 63，000 0，6912 43，546 36，000

S54 63，000 1，10 69，300 0，6649 46，078 36，000

S57 69，300 1，24 85，932 0，6386 54，876 36，000

S60 85，932 1，07 91，947 0，6123 56，299 36，000

S63 91，947 1，00 91，947 0，5860 53，881 36，000

H3 91，947 1，07 98，384 0，5597 55，065 36，000

H6 98，384 1，15 113，141 0，5334 60，349 34，920

H9 113，141 0，91 102，958 0，5070 52，200 34，920
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取得価格方 式 と再建築価 格方式 との比較(メ リッ ト・デメ リッ ト)
○ ・ ・メ リ ッ ト

○ ・ ・デ メ リ ッ ト

―
1
7
4
―

取 得 価 格 方 式 再 建 築 価 格 方 式

納税者の理解 〇一 律 に減 額 す るた め 、古 くな る と税額 が 下が り、納 ●建 築 費 が上昇 して い る場合 は 、家屋 が 古 くな って も

税者の理解が得 られやすい。 理 論評 価 額 は上 昇す る。(た だ し、据 置措 置 に よ り

○事業用家屋については企業会計で資産経理 されてお 実際 の税 額 は据 え置 かれ て い る。)

り、 法 人税 の扱 い と同様 で理解 が得 られや す い。 ●事業用家屋については、帳簿価格と固定資産台帳価

○ 申告課 税 に よ り納 税者 が納 得 して納税 で き る。 格 とに相 当の乖 離 が 生 じる。(帳 簿上 減価 して い く

のに台帳上は減価 しないため、納税者の納得を得難

い)

評価事務への影響 ○1棟 ご との評 価 事務 は大幅 な簡 素 化 とな る。 ○ 客観 的基 準 に よ り公 平性 は確 保 で き る。

●非事業用家屋に係る申告額の客観性の確保が困難。 ●現 行 制度 は 複雑 化 ・専門 化 ・細 分 化 され て お り、習

(言い値 で締結 された建築請負契約から如何に客観的 熟 に時 間 を要す る。 一方 、 市 町村 の 人事 サ イ クル は

に評価 す るか。 そ のた め の基準 を別 途 定 め る必 要 も 短 くな っ てお り、簡 素化 が必 要。

あ り。)

●申告漏れに対処するための体制整備が必要。

●資本的支出分の把握のための調査、あるいは未申告

者 に対 して の調査 が必 要 とな り、新 たな事 務 が増 え

る 。

税収 ● 一律 減 価 の ため 、新 増 築家屋 の少 ない 市町 村 に あ っ ○従来、建築費の上昇に伴い、評価額が前年度価額に

て は税 収減 が 懸念 され る。 据 え置 かれ 、税 収 は 比較 的 安 定 して きた。

制度 ●評価方式を変更することによる在来分家屋の評価へ

の影響等を検討する必要がある。



3事 業用家屋 の取得価額方式 による評価について

(昭和47年 の中央固定資産評価審議会の概要)

◎審議内容

＜取得価額のア ンバ ランス＞

○同 じよ うな建物であっても価額のアンバ ランスが生 じてくる。定率償却では、現行制度上の評

価額 との違いが非常に大きくなるのではないか。

○導入すれ ば、導入前の家屋 との価額の差が 目立つのではないか。

＜税収 ＞

○市町村の税収の面で影響があるのではないか。

＜制度 ＞

○不動産取得税等、固定資産税の家屋 の評価額を基礎 として課税 されている税 目への影響は どう

か。

○現行制度の どこに問題があるのか。

＜取得価額方式の適用を事業用家屋 に限ることとした昭和47年 案に特有の問題点 ＞

○事業用家屋 と非事業用家屋 とで評価が違 うとい うのは、訴訟 で負 けるのではないか。(例 えば、

法人所有の家屋 を個人が事業用以外に使 用すると法人の事業用家屋であるのに安 くな り、個人

所有で個人が事業用に使用す ると高い ことの不公平)

○区分所有家屋の取扱い。

○青色申告の場合 はよいが、個人でアパー ト経営 を実施 しているような場合は どうか。第2・ 第

3年 度 に価額 を据え置 くのが納税者に納得を得 られるか どうか。

○昭和47年1月2日 以降に建築 され た家屋か ら適用するとい うことだが、税収や負担の面か ら

どう変わるか、自治体 と納税者にも不安がある。
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事業用家屋について取得価額を基礎として評価する場合の固定資産評価基準の改正(案)

第4節 事業用家屋の評価の特例

1事 業用家屋の評価の基本

家屋 の うち、事業用家屋の評価 は、第1節 か ら第3節 までの規定にかかわ らず、当該事業用家

屋 の取得価額 を基準 とし、当該事業用家屋 の耐用年数 に応ずる減価を考慮 してその価額を求める

方法によるもの とす る。

2事 業用家屋の範囲

事業用家屋 とは、事業の用に供す ることができる家屋でその減価償却費が法人税法又は所得税

法の規定による所得の計算上損金又は必要な経費に算入 され るもの(こ れに類する家屋で法人税

又は所得税を課 され ない者が所有する者を含む。)を い う。ただ し、次の各号に掲げる ものを除

くもの とする。

(1)一棟 の家屋が、事業の用に供す る部分 とその他の用に供す る部分 とに区分 されている家屋

(2)取 得価格が明 らかでない事業用家屋

3事 業用家屋の評価

(1)基準年度 において新たに課税 され る事業用家屋の評価

基準年度において新たに課税 され ることとなる事業用家屋 については、当該事業用家屋の取

得価額か ら当該事業用家屋の取得価額に定率法によって算定 した月割償却率 を乗 じて得た額を

控除 してその価額 を求める方法によるもの とする。

(2)第2年 度又は第3年 度において新たに課税 される家屋の評価

第2年 度又は第3年 度において新たに課税 されることとなる事業用家屋については、(1)と 同

様 の方法によ り、当該事業用家屋の価額 を求めるもの とする。

ただ し、物価の変動が著 しい場合には、 自治大臣の定めるところによ り取得価額 を補正 して

当該事業用家屋の取得価額を求めるもの とする。

(3)次 基準年度 における評価

次基準年度にお ける評価は、当該事業用家屋の前年度の評価額 か ら当該事業用家屋 の評価額

に定率法によって算定 した償却率 を乗 じて得た額を控除 してその価額を求めるものとす る。

ただ し、(2)た だ し書の場合にお ける次基準年度の評価 は当該事業用家屋の取得価額か ら当該

取得価額 に定率法によって算定 した償却率を乗 じて得た価額 を控除 してその価額を求 めるもの

とする。
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(4)増改築があった場合の事業用家屋の評価

事業用家屋 について増改築があった場合で当該増改築 が資本的支出であると認 められ るとき

は、当該資本的支出にかかる金額 を基礎 としてその価額 を求めるもの とする。

4事 業用家屋が非事業用家屋 となった場合等の評価

事業用家屋が事業用家屋以外の家屋(以 下 「非事業用家屋」 とい う。)と なったときは、次基

準年度において第1節 か ら第3節 までに定めるところによってその価額 を求めるものと し、非事

業用家屋 が事業用家屋 となった ときは、次基準年度 においてこの本節 に定めるところによってそ

の価額 を求めるもの とする。

5取 得価額

事業用家屋の取得価額 とは、事業用家屋 を取得す るためにその取得時 において通常支出すべき

金額 をい うものと し、他か ら購入 した事業用家屋にあってはその購入の代価 、自己の建設 に係 る

事業用家屋 にあってはその建設 のための原材料費、労務費及び経費の額 を含めた金額 によるもの

とす る。

6取 得価額の算定

事業用家屋の取得価額は、法人税法(昭 和40年 法律第34号)及 び これに基づ く命令又は所

得税法(昭 和40年 法律第33号)及 び これに基づ く命令 による所得の計算上、 当該事業用家屋

の減価償却費の計算の基礎 とな る取得価額の算定の方法の例によって算定する もの とす る。

ただ し、法人税法又は所得税法の規定により圧縮記帳が認め られ ている事業用家屋 については、

当該圧縮額を取得価額 に含 めて算 定するものとす る。

7耐 用年数

事業用家屋の耐用年数は、減価償却資産の耐用年数等に関す る省令(昭 和40年 大蔵省令第1

5号)別 表第1の 「建物」及び 「建物附属設備」の耐用年数によるもの とする。

ただ し、地盤沈下地域に所在する建物等について、法人税法又は所得税法の規定によ り国税局

長の承認 を受けて耐用年数の短縮 が認 められている事業用家屋 につ いては、当該承認 を受 けた耐

用年数によるものとし、承継取得 した事業用家屋については、残存耐用年数によるもの とする。

8評 価額の最低限度

事業用家屋の評価額は、当該事業用家屋の評価額が当該事業用家屋の取得価額及び資本的支出

にかかる金額の合計額の百分の二十に相 当する額を下 ることとなる場合 においては、当該百分の

二十に相 当す る額 とす る。
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(経過措置)

第4節 の規定は、昭和47年1月2日 以降に新たに建築 された事業用家屋 に係 る固定資産税か ら

適用す るものとす る。
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4不 動産 鑑定評価 にお ける建物価格の算出方法について

((社)不 動産鑑定協会 「収益還元法適用上の運用指針」から)

1不 動産鑑定評価にお ける建物評価

不動産鑑定評価法の方法の一つ である収益還元法 においては、土地に帰属す る収益を算出す る

過程で建物の建築コス トを算出する必要がある。

しか し、現実の建物の建築 コス トを個別に積み上げていく方法では、建築に関す る専門知識 を

必要 とす ることから、不動産鑑 定士が現実の建物 を評価す る際 にその建物の規模、階数、形状等

のい くつかの指標か ら建築 コス トを求められ るよ う開発 された方法が採 られている。

この方法では、数多 くの建物 の評価 が短時間に、かつ、かな り正確 に行 うことができるとされ

ている。

2基 本的な考え方

建物の用途(事 務所、共同住宅)、 構造(SRC、RC、S)・ 規模及び品等別に基準 となる

建物 を想定 しそれぞれの1㎡ 当た りの基準単価 を定め、これ にコス トに関係のある要因に係 る指

数を連乗 して建築 コス トを算出 しよ うとす るものである。

この方法は、約1万 件の建物の実績データを統計的に処理 し、建物の価格 に影響 を及 ぼす各種

要因 とコス トの相関関係 を回帰分析、数量化理論等によって解析、数値化 した指標 と標準的な建

物の1㎡ 当た り単価により建築 コス トを計算す るものである。

3計 算式

建築費総額＝ 基準単価×総合要因係数×法定延床面積×地域格差指数

4項 目の説明

① 建物の うち次の7種 類の建物について計算できるようシステムが組まれている。 また、それ

ぞれ上級、中級、普通の3ラ ンクがある。

事務所(鉄 骨鉄筋 コンク リー ト)

事務所(鉄 筋 コンク リー ト)

事務所(鉄 骨)

共 同住 宅(鉄 筋 コ ンク リー ト)

共 同住 宅(鉄 骨 鉄 筋 コ ンク リー ト)

共 同住 宅(鉄 骨)

ア パー ト(鉄 骨)
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② 建物の用途、構造、規模、品等 ごとに基準 とな る建物を想 定 し、1㎡ 当た りの基準単価(東

京都基準)を 定める。

なお、基準単価 には設計 ・管理 費は含まれていない。

③ コス トに大きくかかわる建物要因を7項 目選択(施 工場所、規模、地下階数、地上階数、形

状、仕様 グレー ド、建物仕様あるいは住戸種類)し 、建物の用途、構造ごとにそれぞれ の項 目

ごとに係数 を定めている。 この係数 を連乗 した ものを総合要因係数 としている。

④ 各都市における地域格差 については、各都道府県別、建物の構造 、用途別 に指数が示され て

いる。(群 馬、三重 、滋賀、奈良、佐賀 を除 く。)
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1.事 務

建築費の指標(平成8年8月基準)【東京基準】

所(市 街地立地)(延 床面積当り)

基準単価 千円/㎡

(注)こ の価格には設計監理費及び外構工事費は原川的には含んでいない。

又、基本的には中級を基準単価とし、別紙(想 定建物の延築費査定表)を 使川 して建築費

を算出す る。

◎ 仕 様 グレー ド の 目 安

構造 ・規慎

ランク

SRC造 ・7F健

延 べ2，600㎡

RC造 ・5F健

延 べ1.200㎡

S造 ・5F健

延 べ1.000㎡

上 級 280 276 252

中 級 235 232 210

普 通 200 197 176

上 級 a.外 装 外壁:大 理石及花崗岩本磨き仕上、又はカーテ ンウオール

開口部:特 注アル ミサ ッシ、ステンレスヘアーライ ン、熱線反射ガラス

b.内 装 床:花崗 岩本麿き及高級タイルカーペ ッ ト貼(OAフロ アー)

壁:大 理石本層き及高級タイル貼、高級クロス貼

天井:シ ステム天井、アル ミ成形板、 リブ付岩綿吸音板

c.設 備 電気:受 電/高 圧3相3線22KVル ープ、予備電源/自 家発電、鉛■電池

給排衛:給 湯/セ ントラル給湯及局所式、衛生/高 級衛生機器

空調:ペ リメー ターゾー ン/中 央調和機orフ ァインコイルユニッ ト

インナーゾーン/ダ ク ト、吹出口

昇降機:ELV6人 ～9人 乗(90m/min)1台 デラックス仕様

中 級 a.外 装 外壁:45二 丁掛磁器質タイル貼、一部石貼又はカーテ ンウオール

開口部:カ ラーアル ミサ ッシ、一部ステ ンレス、網入磨きガラス

b.内 装 床:長 尺塩 ビシー ト貼、中級タイルカーペ ッ ト貼及磁器質タイル貼

壁:タ イル貼、中級 クロス姑、ブラスターボ-ドEP塗

天井:岩 綿吸音板

c.設備 電気:受 電/3相3纏6.6KV、屋 外キュー ビクル

給排術:給 湯/小 型貯湯式温水器、 街生/中 級術生機 器

空調:ウ ォースルース ッリト型、各階単一ダク ト方式

昇降接:ELV6人 ～9人 乗7階 以上(90m/min)、

5階 以下(60m/min)1台 標準仕様

普 通 a.外 装 外壁:吹 付タイル、一部45二 丁掛 タイル貼

開口部:規 格アル ミサ ッシアルマイ ト仕上、フロー トガラス

b.内 装 床:塩 ビ系タイル姑、カーペ ット数(普 及品)

壁:ピ ニール クロス貼(普 及品)、 プラスターポー ドAEP塗

天井:化 粧石膏ポー ド、プラスターボー ドAEP塗

c.設 備 竃気:受 電/3相3線 、閉鎖式三外キュウビクル

給排衝:給 湯/個 別ガス瞬間湯沸器、衛生/普 及品術生機 器

空調:各 個別 ヒー トポンプエアコン(熱 源電気)

昇降桜:ELV6人 乗(90m/min)1台 標準仕様5階 以下は無 し
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建築費の指標(平成8年8月基準)【東京基準】

2.共 同 住 宅 ＜延 床 面 積 当 た り＞

基準単価 千円/㎡

用途 共同住宅 アパー ト

構

造
物
S

R

C

造

規摸の目安

ランク

上 級

4F・ 延920㎡

市 街 地 郊外

10F・ 延3500㎡

市 街 地 郊 外

2F・ 延150㎡

市 街 地

200

192

192

R
C

造

S

造

中 級

昔 通

上 級
中 級

普 通
上 級
中 級
普 通

205

197

189

173

157

195

187

180

165

157

149

184

179 171

146 140

(注1)＝この価格には設計監理費、及び外構工事費は原則的に含んでいない。

(注2)＝基本的には中級を基準単価 とし、階層、施工場所、構造による違いは別紙(想 定建物の建築費査定表)

を参照。

◎仕 様 グ レ ー ド の 目 安

グ レード

a:外 装

b:内 装

c:設 備

上級

中級

RC(共 同住宅，中低層及び高層)

SRC(共 同住宅，基本的に高層)

a:外壁 ・磁気質タイル一部(エ ントランスetc.)開

口・アルミサッシシ(オーダー)， ステンレスサッシ(エントランス)

b:床 ・高級カーペッ ト，石張(エ ントランスetc.)

壁・高級ビニー ルクロス，タイル(エ ントランスetc.)天井

・高級ビ ニールクロス

c:冷暖房 ・居室は全室実装

・湯沸器(28号)
，高級 生機器電気

・内容60A(代々80A以上)
，オートロック

昇降機・ELV6人乗り(60m/min)1台
，デ ラックス仕様

a:外壁 ・モザ イクタイル貼

開口・アルミサッシ(準規格品)

b:床 ・準規格品カーペット，フローリング

タイル(エントラスetc.)

壁 ・中級ビニールクロス

天井・中級ビニールクロス

c:冷暖房・1室実装，全室実装可

・湯沸器(24号)，中級衛生機器電気

・容量50A(最大60A以上)昇降機

・ELV6人乗り(60m/min)1台 ，標準仕様様

S(共 同住宅，基本的に中低層)

a:外壁・ALC又はPC板 ，磁気質タイル

開口・アルミサッシ(オーダー)，ステンレスサッシ(エントランス)

b:床・ 高級カーペット，石畳(エントランスetc.)

壁・ 高級ビニールクロス，タイル(エントランスetc.)天井

・高級ビニールクロス

c:冷暖房・居室は全室実装

・湯沸器(28号)，高級衛生機器電気

・容量60A(最大80A以上)，オートロック

昇再機・ELV6人 乗り(60m/min)1台 ，デ ラックス仕様

a:外壁 ・ALC又はPC板，吹付タイル，一部ザ イタ イル開口

・アルミサッシ(準規格品)

b:床・ 準規格品カーペット，フローリング

タイル(エントランスetc.)

壁 ・中級ビニールクロス天井

・中級ビニールクロス

q:冷暖房・1室実装，全室実装可
・湯沸器(24号)

，中級衛生機器電気

・容量50A(最大60A以上)昇

昇機・ELV6人 乗り(60m/min)1台 ，標準仕様

(3階以下は無し)

S(アパ ート)

a：外壁・ALC又は押出し皮形セメント板

吹付タイル

開口・アルミサッシ(規格品)

b:床 ・フローリング， カーペット

壁 ・普及品ビ ニールクロス天井

・普及品ビニールクロス

c:冷暖 房・1室実装・給油

/電気又はガ ス(16号)

電気・40A昇降機

・無し

普通 a:外壁 ・吹付タイル

開口・アルミサッシ(アルマイト規格品)

b:床 ・規格品カーペッ ト，塩ビ シート(エントランスetc.)

壁 ・普及ビニールク ロス

天井・普及品ビ ニールクロス

c:冷暖房 ・実装可

・湯沸器(16号) ，普及品衛生機器

電気・容量40A(最大60A以 上)

昇降機・ELV6人乗り(45m/min)1台 ，標準仕様

a:外壁・ALC又は押 出し皮形セメント板、吹付タイル開口

・アルミサッシ(アルマイト規格品)

b:床 ・規格品カーペット，塩ビ シート(エントランスetc.)壁

・普及品ビニールクロス天井

・普及品ビニールクロスC

:冷暖房・実装可給排水

・湯沸器(16号)
，普及品衛生機器電気

・容量40A(最大60A以上)

昇降機・ELV6乗 り(45m/min)1台 ，葺標準仕様

(3階以 下は無し)

―182―

郊 外

構造物

化学量

給排水 給排水

給排水 給排水

給排水

給排水



想定建物の建築費査定表

事 務所 ビルSRC造 【基 準 単 価 】235千 円/㎡

要 因項 目

郊外

要因係 数

やや郊外
一般市街地 やや繁華街 繁華街

数値(γ)

施工場所

10，000

0.87

5，000

0.98

3，500

1.0

2，600

1.02

1，500 1，000

1.03

500 300

規 模

(㎡) 0.89 0.83 0.97 1.0

OF

1.08

BIF B2F

1.15

B3F

1.23

B4F

1.33

地下階数

(階)

3F 4F 5F 6F

1.0

7F

1.07

10F

1.14

15F

i.22

20F

1.30

地上階数

(階) 0.89 0.91

単純

0.95 0.98

やや単純

1.0 1.06

やや複雑

1.14 1.18

形 状
0.97 0.98 1.0

中級

1.03

上級

1.06

仕 様グレード

0.85 1.0

自社ビ ル

1.19

インテリジ ェントビ ル

建物仕様

(程 度) 1.0 1.04 1.19

※ 使用方法:各 要 因項 目によ り係数を選択、数値欄 に記入す る。

それ らの数値 を相乗 しγ積 を求 め、 【基準単価 】

及び延床面 積を掛 け地域 修正を行 い総額 を算 出す る。

γ積

◎計算式 【基準単価】×γ 積 ×延床 面積 ×地域 格差 指数＝ 建築費総額

○計 算
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想定建物の建築費査定表

事務所 ビルRC造 【基準単価】 232千 円/㎡

要因項目 要 因 係 数 数値(γ)

施工場所

郊外

0.97

やや郊外

0.98

一般市街地

1.0

やや繁華街

1.02 1.03

規 模

(㎡)

9，000

0.83

5，000

0.86

3，000

0.90

2，000

0.93

1，200

1.0 1.03

700

1.09

500

1.13

300

1.21

地下階数

(階)

OF

1.0

BIF

1.09

B2F

1.19

B3F

1.28

B4F

1.37

地上 階数

(階)

1F

0.87

2F

0.88

3F

0.91

4F

0.94

5F

1.0

7F

1.06

10F

1.09

15F

1.13

やや単純 普通 やや複雑

形 状

0.97 0.98 1.0 1.03 1.05

中級 上級

仕 様 グ レード

0.85 1.0 1.19

建 物仕様

(程度)

貸事務所

1.0

自社ビ ル

1.04

インテリジェ ントビ ル

1.21

※ 使用方法:各 要因項 目によ り係数を選択 、数 値欄 に記入す る。

それ らの数値を相乗 しγ積を求 め、 【基 準単価】

及び延床面積 を掛 け地域修正を行 い総額を算 出す る。

γ 積

◎計算式 【基準単価 】× γ積 ×延床面積 ×地域格差指 数＝ 建築費総額

○計 算
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想定建物の建築費査定表

事務所 ビルS 造 【基 準 単 価 】210千 円/㎡

要 因項 目

郊外

要 因 係 数

やや 一般市街地 やや繁華街 繁華街

数値(γ)

施工場所
0.97 0.98 1.0 1.01 1.02

規 模

(㎡)

地下階数

(階)

9，000

0.180

5，000

0.82

3，000

0.87

2，000

0.90

1，000

1.0

OF

1.0

700

1.05

BIF

1.07

500

1.09

B2F

300

1.19

1.14

200

1.28

B3F

1.21

地上階数

(階)

1F

0.84

2F

0.85

3F

0.88

4F

0.90

やや単純

5F

1.0

普通

7F

1.04

やや複雑

10F

1.07

15F

1. 11

形 状

0.97 0.88 1.0 1.02 1.05

仕様グレード

普通

0.84

中
級

1.0

上
級

1.20

建物仕様

(程度)

貸事務所

1.0

自社ビル

1.04

インテリジェ ントビ ル

1.23

※ 使用方法:各 要因項 目によ り係数を選択 、数値欄 に記入す る。

それ らの数値を相乗 しγ積を求め、 【基準単価 】

及 び延床面積 を掛け地域修 正を行 い総額 を算 出す る。

γ 積

◎計算式 【基準単価 】 × γ積 ×延床面積 ×地 域格差 指数=建 築費総額

○計 算
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想定建物の建築費査定表

共同住宅 RC造 【基準単価】 197千 円/m2

要因項目

郊外

要 因 係 数

やや郊外
一般市街地

やや繁華街

数値(γ)

施工場所
6.95 6.99 1.0 1.01 1.02

規 模

(㎡)

10000

0.80

7000

0.82

5000

0.86

3000

0.90

1500

0.94

920

1.0

500

1.06

300 200

1.09 1.12

地下階数

(階)

OF

1.0

B1F

1.10

B2F

1.18

B3F

1.27

地上階数

(階)

2F

0.92

3F

0.97

4F

1.0

5F

1.10

6F

1.12

10F

1.16

15F

1.19

単純 やや単純 普通 やや複雑

形 状

0.97 0.98 1.0 1.03 1.06

普通 中級 上級

仕様グレード

0.96 1.0 1.04

1R 1DK 1DK 3LDK 4LDK 5LDK

住戸種類

1.24 1.15 1.0

※使用方法:各要因項目により係数を選択、数値欄に記入する。

それらの数値を相乗 しγ積を求め、 【基準単価】、

及び延床面積を掛け、地域修正を行い総額を算出する。

0.91 0.88 0.82

γ積

◎計算式:【基準単価】×γ積 ×延床面積×各都市地域格差指数＝建築費総額

○計算
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想定建物の建築費査定表

共同住宅 SRC造 【基準単価 】 192千 円/㎡

要因項目 要 因 係 数

やや郊外 一般市街地 繁華街

数値(γ)

施工場所
0.96 0.99 1.0 1.01 1.03

規 撰

(㎡)

10000

0.86

7000

0.90

5000

0.95

3500

1.0

2000

1.09

1000

1.16

500

1.25

300

1.36

地下階数

(階)

OF

1.0

1F

1.06

2F

1.13

3F

1.19

地上階数

(階)

3F

0.80

4F

0.82

5F

0.89

6F

0.91

8F

0.96

10F

1.0

12F

1.03

14F

1.06

16F

1.09

20F

1.13

やや単純 やや複雑

形 状
0.97 0.98 1.0 1.03 1.07

仕様グレード

0.93 1.0 1.04

1R 1DK 2DK 3LDK 4LDK 5LDK

住戸種類

1.33 1.23 1.09 1.0 0.96 0.91

※使用方法:各要因項目により係数を選択、数値欄に記入する。

それ らの数値を相乗しγ積を求め、 【基準単価】、

及び延床面積を掛け、地域修正を行い総額を算出する。

γ積

◎計算式:【基準単価】×γ積×延床面積 ×各都市地域格差指数=建 築貰総額

○計算
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想定建物の建築費査定表

共同住宅S造 【基準単価】 165千 円/㎡

要因項目

施工場所

規 模

(㎡)

地下階数

(階)

地上階数

(階)

形 状

仕様グレード

住戸種類

要 因 係 数

やや郊外
一般市街地 やや繁華街

0.95 0.99 1.0 1.O1 1.02

10000 5000 3000 2000 920 500 300
1

200

0.79 0.82 0.86 0.90 1.0 1.06 1.12 1.14

OF 1F 2F 3F

1.0 1.09 1.17 1.24

2F 3F 4F 5F 6F 10F

O.85 0.98 1.0 1.10 1.12 1.17

単純 やや単純 普通 やや複雑 複雑

0.97 0.99 1.0 1.03 1.07

普通 上級

0.95 1.0 1.05

1R 1DK 2DK 3LDK 4LDK 5LDK

1.27 1.16 1.0 0.92 0.88 0.82

※使用方法:各要因項 目により係数を選択、数値欄に記入する。

それらの数値を相乗 しγ積を求め、 【基準単価】、

及び延床面積を掛け、地域修正を行い総額を算出する。

数値(γ)

γ積

◎計算式:【基準単価】×γ積×延床面積 ×各都市地域格差指数=建 築責総額

○計算
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想定建物の建築費査定表

アパー トS造 【基 準単価 】146千 円/㎡

要因項目

施工場所

規 模

(㎡)

地下階数

(階)

地上階数

(階)

形 状

仕様グレード

住戸種類

要 因 係 数

郊外 やや郊外
一般市街地 やや繁華街 繁華街

0.96 0.99 1.0 1.01 1.02

300 250 200 150 100 50

0.95 0.96 0.98 1.0 1.04 1.09

OF 1F 2F 3F

この用途では設定 しない

1F 2F

1.03 1.0

単純 やや単純 普通 やや複雑 複雑

この用途では設定 しない

普通

この用途では設定 しない

1R 1DK 2DK 3LDK

1.22 1.13 1.0 0.92

※使用方法:各要因項目により係数を選択、数値欄に記入する。

それらの数値を相乗 しγ積を求め、 【基準単価】、

及び延床面積を卦け、地域修正を行い総額を算出する。

◎計算式:【基準単価】×γ積×延床面積 ×各都市地域格差指数＝建築費総額

○計算

数値(γ)

γ積
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建築費の地域格差指数表

建築工業経営研究会の 「標準建築費指数」7月 号 に掲載 されている 「建築類別 ・各都市標準建築費

指数表」の中で東京基準を100と して算出 した地域格差指数である。

札 幌

仙 台

東 京

新 潟

金 沢

名古屋

大 阪

広 島

高 松

福 岡

共同住宅

(RC)

95

92

100

94

95

94

97

95

90

92

共同住宅

(SRC)

97

93

100

94

96

94

98

95

91

93

事 務 所

(RC)

93

90

100

93

94

91

97

93

88

91

事 務 所

(SRC)

96

92

100

94

95

92

98

95

91

94

事 務 所

(S)

98

94

100

94

97

93

97

96

92

96

店 舗

(RC)

92

89

100

90

92

90

97

93

86

90

住 宅

(木造)

91

93

100

94

96

97

98

96

93

94

【注】上記指数は建物の原価指数であるため、需要 と供給で特殊事情がある地域については考慮す る

必要がある。
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【参考】

㈱茜建設 コンサル ターント が提供 している、建築コス ト算定システム 「NEWとみや くん」に基づき、

不動産鑑定協会事務局で指数化 した ものである。

各都市の建築費指数表

事務所

SRC

事務所

RC

事務所

S

共同住宅

RC

共同住宅

SRC

共同住宅

S

アパ ー ト

S

1 札幌 94 93 94 94 94 95 94

2 函館 94 93 94 94 93 94 94

3 旭川 93 92 93 93 92 94 93

4 青森 92 91 92 92 91 92 92

5 盛岡 93 92 92 92 92 93 93

6 仙台 94 93 95 94 93 95 95

7 秋 田 91 90 91 91 90 92 91

8 山形 92 91 9! 92 91 92 91

9 福島 92 91 91 91 90 91 91

10 水戸 94 93 93 93 92 93 93

11 つ くば 95 94 94 95 94 94 94

12 宇 宮 95 93 94 94 94 94 94

13 浦和 97 96 96 96 96 96 96

14 千葉 98 98 98 98 98 98 98

15 東京 l00 100 100 100 100 100 100

16 横浜 99 98 99 98 98 99 99

17 新潟 94 94 93 94 93 93 94

18 富山 93 93 92 93 93 93 93

19 金沢 94 93 93 94 93 93 93

20 福井 93 93 92 93 92 93 93

21 甲府 95 94 94 94 94 95 95

22 長野 95 95 95 95 95 95 95

23 岐阜 94 94 94 94 94 94 94

24 静岡 96 96 95 96 95 95 95

25 浜松 94 94 93 94 93 93 93

26 名古屋 95 95 95 96 95 95 95

27 京都 97 97 97 97 97 97 97

28 大阪 98 98 98 98 97 98 98

29 神戸 97 97 96 97 96 96 96

30 和歌山 93 92 92 93 92 92 92

31 鳥取 93 92 91 92 92 91 91

32 米子 93 92 91 92 91 91 91

33 松江 93 92 91 92 92 92 92

34 岡山 95 95 95 95 94 95 95

35 広島 97 96 96 96 96 96 96

36 福山 93 93 93 93 92 93 93

37 下関 91 90 91 91 90 92 91

38 山 口 91 90 91 91 90 92 91

39 徳島 90 89 90 90 89 91 91

40 高松 91 90 91 91 90 91 91

41 松山 90 89 90 90 89 91 90

42 高知 90 89 90 90 89 91 91

43 北九州 91 90 91 91 90 92 91

44 福岡 94 93 94 93 93 94 94

45 長崎 92 9l 92 92 91 93 92

46 熊本 92 91 92 92 90 92 92

47 大分 91 90 90 91 89 91 91

48 宮崎 92 91 91 92 90 92 91

49 鹿児島 91 90 90 91 89 91 91

50 94 92 93 93 92 94 93
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施工場所分類表

選択

(定義)① 繁華街 密集 した飲食店 、百貨店、映画館、商店街等の立 ち並ぶ歓楽街で深夜 も賑

うような場所

②やや繁華街 繁華街 と市街地の中間程度の場所

③市街地 事務所、銀行、ホテル 、一般店舗等のオフィス街や商業地の場所

④やや郊外 市街地 と郊外の中間程度の場所

⑤郊外 住宅地、住宅用地 工業団地等の場所
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5「 建 築 コス ト算 定 技 法 」(堅 固建 物 価 格 査 定 シ ス テ ム)富 谷 豪 著 に つ い て

1「 堅 固 建 物価 格 査 定 シ ス テ ム 」(ソ フ ト名 「とみや くん」)

―「建築コス ト算定技法」よ り―

多様化 ・複雑化す る建物の概念体系の提示によ り、企画設計段階 における建物のコス ト見積の

標準化、専門化、 自動化 、システム化のために適応可能 な技法及び方法

実績統計法を中心 とするコス トプ ランニング手法

標準的建物に種々の要因を総合的、相関的に取 り込む。

分析 による積み上げ方式 と、統合による要因 とコス トの把握 を統一する。

中位 値 コス ト(mc)× 要 因係 数

2コ ス ト算定の実際

全体 工事 費(G.T)を 求 め る算式 は次 の とお りで あ る。

1

GT=α × (mc1＋mc2＋ … …mcn)×(β1× β2× … … βn)×A(換 算 延 床 面 積)

n

mc(中 位 値;メ ジ ア ン コス ト) βn付加条件別係数

各都市の建築費指数

・α値:各 都市の建築費指数

全国50都 市 につ いての指数。 ただ し群馬、三重、滋賀、奈 良、佐賀5県 の都市は含 ま

れていない。建物の種別 により定めている。

・A:換 算延床面積

ベ ランダや ピロテ ィな ど延べ床面積には含 まれ ないが、施工分 は評価に含 まれ る部分

を加えた面積

・第1段 階コス トの算出方法(見 積精度±3～5%以内を目的)

「経研 ・建築工事原価分析情報」(建 設工業経営研究会編 大成 出版杜発行 毎年4月 刊)約1

万件前後(建 設会社40～50社 の毎年合わせて1000件 前後の10年 分)の 施工実績調査をもとに

集計 ・分析
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・標準的建物

一辺が20m位 の変形でない正方形に近い平面で
、出張 り、へ こみのない一般的な階高、柱間

隔で、建築面積 とほぼ同 じくらいの簡単な外構 と、長 さ15～20m位 の杭、通常の設備電気、

給排水衛生、空調、昇降機)、6%位 の現場経費と8～10%位 の一般管理費を含み、設計料 と

消費税は含 まないもの。

1)mc指 数表(建 物の構造、用途、施工場所、規模別等の区分によ り係数を定めたもの)① ～

③によって、建物をまず標準化 し、格付けす るためのベースとす る。

1

(mc1＋mc2＋ … …mcn)

n

2)係 数(β)の 算出

①杭、外構、備品等、②形状、③基準階面積、④建物内容その他 の特殊条件 などの変わ り方

によって付加条件別分類表 を用いてデグ リー値 を出 し、付加条件別係数表 によりβ値 を算出す

る。

β＝ β1× β2×… …… βn

3)全 体工 事費(G.T)の 算 出

α

(G.T)＝ Σmci・ β ・A

n
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6登 録 免 許税 に お け る建 物 評 価 の 方 法 に つ いて

固定資産課税台帳に価格が登録 されている建物については、その登録 されている価格 を登録

免許税 にお ける課税標準額 とす る。

しか し、固定資産課税台帳に登録 されていない建物及び登録 されている価格によることが適

当でないと認め られ る建物 については、各法務局 ごとに定 められている 「新築建物価額認定基

準表」による1㎡ 当た り単価 を登記床面積に乗 じ、さらに新築後1年 以上経過 してい る建物に

ついては固定資産評価基準に定め られている経年減点基準表 に準 じて各法務局ごとに定めてい

る経年減点補正率を乗 じることに よってその建物の評価額を求めることとされ ている。

東京法務局における薪築建物価額認定基準表

東京法務局では、新築建物価額認定基準表において、建物の構造区分を木造、鉄骨鉄筋 コン

ク リー ト造、鉄筋 コンク リー ト造 、鉄骨造、軽量鉄骨造、鉄筋コンク リ-ト ブロック造及びそ

の他(無 筋コンクリー ト造等他の分類に属 さない建物をい う。)の7つ に分類 してお り、建物

の種類 として居宅(共 同住宅を含む)、 事務所 ・店舗 、工場 ・作業所 ・倉庫、病院 ・診療所、

特殊建物1(旅 館 、料理店、劇場等)及 びⅡ(校 舎、講堂、遊技場等)、 雑種建物(物 置 、停

車条場 、守衛所等)の6用 途7種 類 に分類 している。

なお、平成9年 度 は固定資産税(家 屋)の 評価替 えが行われたが、東京法務局では新築建物

価額認 定基準表 を改訂 しない こととした ことから、当該新築建物価額認定基準表の平方メー ト

ル当た り単価は平成6年4月1日 実施の単価 となっている。
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新 築 建 物 価 格 認 定 基 準 表
東京 法 務 局

平 成6.4.1実 施

平方メートル当り単価 円

―

1

1
8
―

構 造

種 類
木 造

鉄 骨 鉄 筋

コ ン ク リート造
鉄筋 コンクリート造 鉄 骨 造 軽 量 鉄 骨 造

鉄筋 コンク リート

ブ ロ ッ ク 造
そ の 他

居 宅

(共同住宅を含む)
87，000 135，000 127，000 99，000 79，000 77，000 72，000

事 務 所 ・店 舗 78，000 188，000 136，000 99，000 66，000 77，000 63，000

工場・作業所 倉庫 47，000 107，000 100，000 62，000 46，000 53，000 41，000

病 院 ・診 療 所 90，000 195，000 160，000 113，000 66，000 71，000 65，000

1 99，000 256，000 170，000 132，000 76，000 72，000 68，000

特 殊 建 物
72，000 189，000 133，000 99，000 60，000 67，000 60，000

雑 種 建 物 32，000 79，000 70，000 59，000 42，000 49，000 37，000

(注1)構 造 の 欄 中 「そ の 他 」と は 、 無 筋 コ ン ク リ ー ト 造 、 無 筋 コ ン ク リ ー ト ブ ロ ッ ク 造 、 石 造 、 れ ん 瓦 造 、 そ の 他 他 の

分 類 に 該 当 し な い 建 物 を い う 。

(注2)種 類 の 欄 中 「特 殊 建 物Ⅰ 」と は 、 旅 館(ホ テ ル)、 料 理 店 、 劇 場 、 公 衆 浴 場 、 銀 行(信 用 金 庫 、 保 険 会 社 を 含 む。)

百 貨 店 等 の 建 物 を い い 、 「特 殊 建 物Ⅱ 」とは 、 校 舎 、 講 堂 、 遊 技 場、 集 会 所、 映 画 館 等 の 建 物 を い う 。

(注3)種 類 の 欄 中 「雑 種 建 物 」と は 、 物 置 、 停 車 場 、 駐 車 場 、 車 庫 、 守 衛 所 、 家 禽 飼 養 場 ・ 競 技 揚(観 覧 席 で あ っ て 屋 根

の あ る 部 分)、 野 球 場(同 上)、 競 輪 場(向 上)、 便 所 、 火 葬 場 等 の 建 物 を い う 。
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7横 浜市の家屋評価の現状

―部分別評価から比準評価へ―

―197―



《はじめに》

固定資産税 における家屋の評価は， 自治大臣の告示す る 「固定資産評価基準」

(以 下 ， 「評 価基 準」 といいます。)に 基 づ き， 個 々の評 価対 象家 屋 についてその

家屋 と同様 の家屋を新築する場合に必要 とされる価格(再 建 築 価格)を 求 め る方 式

に よ つて評 価す るこ ととされてお り， その評価方法と しては，原則 として各部分の

仕上げ資材 の種類及び程度を判定 して1棟 の価格 を求 め る方 法(以 下 「部 分別 評 価

方法 」 といい ます。)の 他 ，類似 す る標準 家 屋 と比較 して価格を求める比準評価方

法が定められています。

本市では，一部の簡易な家屋を除き，評価基準の原則に基づ く部分別評価方法 に

より評価計算を行つていま したが，課税客体 となる家屋の累増 に伴 い， 新増築家屋

または滅失家屋の把握に係る調査事務 をよ り充 実させる必要性が高 まった ことなど

か ら，評価計算事務の簡素化を図 り，事務の効率化を進めることにより，課税客体

の把握に係 る調査事務 をより充実 させることを目的 として， より 効率的な評価方法

である比準評価方法について，その開発 を平成3年 度 に着手 し，平 成5年 度 に導 入

した とこ ろです。現在 は，新築家屋全体の59%(木 造新 築 家屋 の71%)を 比準

評価 の方 法 に よ り評 価 を行 っています。

―目 次―

1現 行(部 分別評 価方法)の 評 価計 算 事務 の 問題 点 の把 握

2比 準 評価 方 法の検 討

3比 準評 価 の開発

4横 浜 市 にお ける比準 評価

5具 体的 な評 価事例
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1現 行の評価計算事務の問題点の把握

家屋評価計算事務の簡易化，効率化を目指すために，現行の事務内容についてど

のような問題点が考 えられ るか各区担当者 と協議を行いなが ら整 理 した。

その結果，本市 における現行の評価 計算事務 は，個 々の評価対象家屋 を詳細 に調

査 し，評点 を付設 していることか ら，それぞれの家屋のもつ個別性を適正に評価額

に反映することができるものの，次のような問題点が考え られた。

《問題点》

① 評価計算事務に多大な処理時間が必要であること。

各部屋ごとの仕上げ資材や程度な どを詳細 に調査 し，かつ各部分別 ごとに各

資材の施工割合 を求めて評点を付設す ることなどか ら，評価計算事務 に多大な

時間を必要 とす る。

そのため，家屋業務全体に対する評価計算事務の比重が大きく，異動調査等

の事務 を遂行するのにかなりな負担 となって いる。

② 高度な専門的知識が必要であること。

評価計算を行うにあた っては，仕上げ資材の種類や程度などを多岐 にわた り

判定 しな くてはな らず，評価担当者は非常 に多 くの資材 を鑑別する目及び高度

な専門的知識 を必要 とする。

そのため，新たな家屋評価担当者が評価計算事務に習熟するまでには多大な

時間 を必要 とす るとともに.家 屋評価 に熟練 した職 員 につ いても新人指導に多

大な時間を必要 としている。

③ 計算誤 り等が発生 しやすい状況にあること。

仕上げ資材等の種類が膨大であること， また評価額 算出までの過程 が非常 に

複雑で あることか ら，評点付設や計算等において誤 りが発生 しやすい状況にあ

り.当 該 誤謬 を防止す るため に非常 に多 くの点検 作業 が必要である。

以上のような点から，現行の部分別評価方法による評価計算事務のもとにおいて

は，課税客体の把握に係る調査事務及び各種帳票の照合業務等 をさらに充実 させ る

ことは困難な状況であると考えられ，評価計算事務の効率化を図 ることは急務の課

題であることか ら，比準評価方法の導入 を以下の とお り検 討 したものである。

―200―



2比 準評価方法の検討

評価計算事務の簡素化を図るうえで，比準評価方法の導入は非常に効果的である

と考えられるが， 同時に導入に際 して実務的な種 々の問題点も予想 され ることか ら，

そのメ リッ ト・デメリッ トを整理 し，適正かつ均衡の とれた比準評価方法の導入の

可能性 を策定することとした。

《比準評価方法のメリッ ト》

① 事務量の縮減

比準評価方法は， 家屋の建築費を構成する主要な要因について，標準家屋と

評価対象家屋の使用資材及び施工量等 の違 いによる 格差を判定 し，標準家屋の

再建築費評点数 を増減点補正 して評価対象家屋の再建築費評点数 を算 出す るこ

ととな る(総 合比準評 価)。

その ため，各 部分別 の使用 資材及び施工量等をもれな く把握 して再建築費評

点数 を算出す る部分別評価方法 と比較 して，調査項 目をある程度限定すること

ができ， したがって調査，判定，計算等 に係 る評価計算事務の事務量 を縮減す

ることができる。

② 評価の均衡

比準評価方法は， 市内の家屋をその実態 に応 じ，構造，用途，普請の程度，

規模等の別に区分 し，それぞれの区分ごとに標準家屋 を設定 し，その標準家屋

の評点数 に比準 して個 々の評価対象家屋の評価を行うものである。

そのため，各区分内においては統一 した基準(標 準 家屋)か ら統 一 的な視 点

(比準 表)で すべ ての家屋 の評価計 算 を行 うこととなり，評価の均衡 を容易に

保つことが可能となる。

また， 同時 に標準家屋相互間における評価の均衡を図ることにより，市内全

域の家屋の評価の均衡も保つことができる。

③ 評 価 の 簡 素 化

評 価額 算 出 まで の過 程 が 非 常 に簡 素 化 され る と と も に， 家 屋 の 建 築 費 を 構成

す る主 要 な 要 因 に つ い て 標 準 家 屋 と比 較 す る こ とか ら.わ か りや す い評 価 計 算

とな り， 計 算 等 に 誤 りが 発 生 しに くい 。
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《比準評価方法のデメリッ ト》

① 評価の手法

比準評価方法については，具体的な手法が確立 されていないことか ら，独 自

に開発す る必要がある。

さらに，その評価方法により求めた価格が適正である根拠 を示す ことができ

る評価方法であることが必要である。

② 格差 の判定

評価担当者の達観をで きる限 り排除 し，主観的な要素による評価の不均衡 を

防止するために，標準家屋 と評価対象家屋の格差 を判定する諸項 目について，

客観的な調査が可能である基準を設定する必要があ り， また当該調査基準に適

合 した比準表 の整備が必要である。

③ 家屋の個別性

比準評価方法は，比準裏を用いて画一的に評価するために，個 々の家屋に内

在する構造， 様式等の個別的な特性及 び特殊な資材 や設備等 の細部にわたる要

因をきめ細か く考慮す ることは困難であり， いわゆる高級な家屋や特殊な家屋

の評価には不適当である。

《結 論》

以上の とお り比準評価方法の メリッ ト及びデメリッ トを比較検討 した結果， 比

準評価方法を適用できる家屋と部分別評価方法により評価すべ き家屋 を明確に区

分 し，客観的な基準を設定することによ り，適 正かつ均衡のとれた比準評価方法

を導入す ることが可能であるとの結論に達 したことか ら，次のとおりデメリッ 卜

を考慮 した開発の基本概念 をまとめ， これに従 って比準評価方法を開発すること

と した。
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3比 準評価の開発

《比準評価開発の基本擬念》

固定資産税 における家屋の価格は，地方税法の規定によ り 「適正な時価」 とさ

れているが， この 「適正な時価」 とは，現実の取引価格か ら主観的条件 を除いた

家屋本来の価値を適正に反映 した価格 と解 されてお り，具体的には施工資材，施

工量及び程度等の価格形成要因の相互作用の結果 として形成 され るものであるこ

とか ら，家屋の評価はその価格 を形成する要因 を把握 して，適正な価格 を判定す

ることであるといえる。

また，近年においては， ある現象がいくつかの変量(要 因)に よ って決 まる場

合 に， その変 量 間の相互の関係 を解析 し， これ らの変量の統合化を図 り，その現

象をいくつかの変量 によって説明する多変量解析 という統計学的手法の研究が進

み，様 々な分野で利用されており， その有効性 が実証 されてい るところである。

そこで，固定資産税 における家屋の部分別資材，施工量等 の補正項 目などの価

格形成要因をい くつかの統計学的手法を用いて分析 し，価格形成要因の統合を図

るとともに，それぞれの要因の価格 に対す る影響度合を求めることによ り，適正

かつ均衡のとれた比準評価方法の開発を図ることとする。

なお，具体的には次の2項 目に大別 して 開発 を行 うこ ととする。

① タイプ別の分類

比準評価方法は，比準表 という画一的な視点により評価す ることとなること

か ら，価格形成要因がまった く異なる標準家屋 と比較 して評価 した場合には，

効率が悪 いばか りでなく，求めた価格が適正な価格 とはいえない場合が生 じる。

このような問題点を解決するためには，市内の家屋をい くつかのタイプに区

分 し，その区分ごとに標準家屋を設定するとともに，評価にあたっては評価対

象家屋 と同一区分に属する標準家屋 を選定することが必要で ある。

したが って， 市 内の家屋の価格分布や評価上の特徴 をい くつかの統計学的手

法を用 いて分析することによりタイプ別の分類を行い，同時に各タイプの特徴

を明確にす ることとす る。

② 判定項 目及び格差率の設定

比準評価方法 を導入するにあた っては， 価格に重大 な影響 を与 えている主要
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な要因を選定 し，各々の要因 における標準家屋との差異による価格へ の影響度

合(格 差 率)を 定め た比準表 を整 備 す る必 要 がある。

したがって， 相関分析等の手法 を用 いて要因の整理，統合を図ることにより

判定項 目を選定 し，重回帰分析等の手法を用いて複合 された要因 と価格の関係

を分析 することにより格差率 を設定す ることとする。

《比準評価対象家屋の選定》

比準評価 は，標準家屋 との比較によ り再建築費評点数を求める評価方法である

ため，全ての家屋 に対応 させることは困難であることか ら， まず第一に，比準評

価の対象となる家屋(用 途 ・構造 等)を 確定 す るす るこ と と し，次 の方法によ

り，市内の在来家屋について調査 し選定 した。

① 建築年及び構造 ・用途別に建築時再建築 費評点数帯(以 下 「価格 帯 」 とい

う。)ご との家 屋棟 数 を調 査 す る。

② 各 価格帯 ごとの使用資材を調査す る。

③ 同程度の価格帯に多数の家屋が集中 してお り，同程度の価格帯であれば使用

資材が類似 している家屋の構造 ・用途 を選定 し，比準評価の対象 とす る。

《標 準 家 屋 の 設 定 》

比 準 評 価 対 象家 屋 につ い て は， 構 造 ・用 途 別 に規 模， 程 度 等 で 区 分 し， その 区

分 ご と に 標 準 家 屋 を設 定 す る こ と と な る が， 具 体 的 に は 次 の 方 法 に よ り設 定 した。

な お.プ レハ プ住 宅 に つ い て は ， 各 メ ー カ ー の型 式 ご と に 使用 資 材 の 種 類 や 施

工 量 が概 ね定 型 化 され て い る こ とか ら， 主 た る メ ー カ ー ・型 式 ご と に標 準 家 屋 を

設 定 した 。

① 価格帯ごとの家屋棟数を基 に，棟数の少ない価格帯は対象外 とした うえで，

比準評価の対象 とする家屋の単位 当たり再建築費評点数の上限 と下限 を設定す

る。

② ①で設定 した価格帯の上限 と下限の間で， ある程度一定 の間差 とな るように

等級(ク ラス)を 設定す る。

③ ② で設定 した各 クラスの価格帯に該当す る家屋の使用資材及び規模を調査 し，
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各部分別ごとに標準的な使用資材及び規模 を設定 す る。

④ 各 クラスごとに，標準的な使用資材 と規模 に適合す る家屋 を標準家屋とす る。

《再建築費評点比準表の整備》

総合比準評価は，一棟全体 を総合的 に見て，標準家屋 との差異 に応 じた補正を

行 うものであるが，その差異に応 じた補正は， 評価担 当者 の経験年数や主観的判

断の相違により， ばらつ きが生 じる可能性があることか ら，統一的な比準表の整

備が必要である。

したが って，標準家屋 との差異を客観的かつ統一的に判定 し補正す るために，

着 目すべき項 目(判 定項 目)と 差異 に応 じた補 正率(格 差 率)を 次 の方 法 に よ り

設定 した。

判 定項 目の設定

① 一棟全体の再建築費評点 と各部分別評点の相関関係 を調べ，一棟の価格に

与 える 影響が大きい項 目を抽出する。

② 各部分別評点 と他 の部分別評点 との相関関係を調 べ，天井，内壁，床の各

仕上材の程度のように相関関係の強い項 目を1つ に ま とめ る。

③ 標 準 家屋 を設定 したクラスごとに，補正の適用状況等 を調査 し， それぞれ

のクラスごとに統一できる項 目の有無 を確認す る。

④ 以上の結果を踏まえ，一棟全体の価格 に与 える影 響の大 きい項 目，個別性

の強 い項 目等を抽出 し，判定項 目とする。

(2)格 差 率 の設 定

① 大量 なデ ー タを統 計解析の手法を用いて分析 し，各判定項 目の資材等が違

った場合に一棟全体の再建築費評点数がどのよ うに変化す るかを調 査する。

② ① の結果に基づき，各判定項 目ごとに資材の種類等の違 いによる格差率 を

仮に設定する。

③ 大量なデータを部分別評価 と比準評価の両方 で再建築費評点数 を求め， そ

れぞれを比較する。

④ ③で差異が生 じたデータについて，その原因 を検討 し，仮に設定 した格差

率を調整す る。

⑤ ③ と④ を何度か繰 り返 し，誤差が一定の範囲になることを確認 したうえで，

格差率 を確定する。
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4横 浜市における比準評価

《比準評価対象家屋》

(1)木 造 専用住宅 普通建(在 来 工 法 ・2×4工 法)

原則 と して比 準評価 に よ り， 再建築費評点数 を求め ることと しているが，標

準家屋 と程度，規模等が著 しく異なることとなる次のような家屋は，部分別評

価によ り再建築費評点数 を求め ることと している。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

標準家屋 と階層数が異な る家屋

延床面積が50㎡ 未 満 または200㎡ 以上 の家 屋

用 途 また は構造 の異 な る部分を含む家屋

増改築の家屋または古材 を使用 している家屋

外壁にタイルを概ね20%以 上使用 して い る家屋

床面積 に算入 される屋根裏部屋， ピロティまたは車庫を含む家屋

著 しく程度の良い家屋

著 しく程度の悪い家屋

比準評価によることが不適当であると認め られ る家屋

(2)木 質 系・ 軽 鉄 系 プ レハ ブ住 宅 及 び 共 同 住 宅

メ ー カ ー ・型 式 及 び 住 宅 ・共 同 住 宅 の 別 に よ り区 分 され た 標 準 家 屋 と同 一 の

区 分 に 属 す る家 屋 に つ い て は， 原 則 と して 比 準 評 価 に よ り再 建 築 費 評 点 数 を 求

め る こ と と して い るが ， 標 準 家 屋 が 設 定 され て い な い メ ー カ ー ・型 式 の 家 屋 及

び標 準 家 屋 と程 度， 規 模 等 が 著 し く異 な る こ と と な る 次 の よ う な家 屋 は， 部 分

別 評 価 に よ り再 建 築 費 評 点 数 を 求 め る こ と と して い る。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

標準家屋 と階層数が異なる家屋

延床面積が50㎡ 未満 の家 屋

用 途 または構造 の異 な る部分を含む家屋(軽 鉄 の厚み の相違 を除 く)

増 改築の家屋 また は古 材 を使 用 している家屋

床面積 に算入され る屋根裏部屋， ピロテ ィまたは車庫を含む家屋

著 しく程度の良い家屋

著 しく程度の悪 い家屋

比準評価によることが不適 当であると認め られ る家屋
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《具体的 な評価方法》

(1)標 準家 屋の選 定

標 準家 屋の評 価上 の特徴等 を参考に， 評価対象家屋が最 も類似す る標準家屋

を選定する。漂準家屋の選定 にあたっては，外観が類似 していることが望 まし

いが，家屋の格(普 請 の程度)が 異 な らな いよ うに留 意す る。

な お，プレハブ住宅 については， メーカー ・型式 ごとに標準家屋を 選定する。

(2)格 差 率の判 定

設定 され た各 判定項 目について， それぞれ評価対象家屋が どの分類に属する

ものであるか判定 し，標準家屋の分類 と比較することにより，単位当た り再建

築費評点数(設 備評点 を除 く)の 格差 を判定 す る。

(3)本 体 単位 当た り再建 築費評 点数 の算出

① 評価対象家屋と標準家屋の各判定項 目の分類 に基づいて， 比準表よりそ

れぞれ格差率を合計す る。

なお，木造専用住宅については， 補正A(屋 根 ・外 壁 ・和室割 合)と 補

正B(軒 出 ・真 壁柱 ・居 室 の程 度 ・間取 り ・建具 ・規模)に 分 けて合計 す

る。

② ① の合計値 に100を 加 算 した うえで，100で 除 して格 差率 を求め る。

③ 標準家 屋の本体単位当た り再建築費評点数に， ②で求めた格差率を乗 じ

て，評価対象家屋の本体単位当た り再建築費評点数 を求める。

(4)総 合 補 正

判 定 項 目に反 映 され な い部 分 で増 減 点 しな け れ ば評 価 の 均 衡 が 保 て な い場 合

に 限 り.±10%の 範 囲 に お いて 補 正 で き る も の とす る。

(5)吹 抜 加 算

延 床 面 積 に対 す る吹 抜 部 分 の 面 積 の 割 合1%に つ き， 本 体 単 位 当 た り再 建 築

費 評 点 数 を0.6%増 点 す る。

(6)屋 根 裏部屋(床 面積 不算 入)加 算

屋 根 裏部屋 の仕上 げの程度 別に比準表 に定め られた単位当た り加算評点に屋

根裏部屋の面積を乗 じて屋根裏部星評点数を求め， その屋根裏部屋評点数 を比
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準家屋の延床面積 で除 して1㎡ 当た り加 算評点 を求 め て， 本 体単位当たり再建

築費評点数に加算する。

(7)建 築設 備

部 分別評価 と同様 に総 合評価 と個別評価によ り評点 を付設する。
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5具 体的な評価事例

別紙のとおり (木 造専 用住 宅 の 例)

<別 紙>

(1)家 屋評 価の概要 フロー

(2)家 屋 の概要及 び比準 表

(3)評 価 計算書(比 準 評 価方法 及 び部 分別評 価方 法)
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家 屋 評 価 の 概 要 フ ロ ー

■記済 通 知書

■■確認 申請書
課税写体の把握

航空 写 真

1木 造専 用住 宅(50㎡ 以上200㎡ 未満)
2木 賃系 プ レハブ住宅 ・共同住宅(50㎡ 以上)
3計量鉄骨 系プ レハ ブ住 宅 ・共同 住宅(50㎡ 以上)

*い ずれ も，増 築又は特 に程度の 良い家 屋等 の特 殊 な
家 屋は 除 く。

平域8年 度

新築 家屋 比 準 秤 価 適用割 合

木造 11.922練 8.487練 71%

非木造 5.753練 1.959練 34%

合計 17.675練 10.446練 59%

家屋 調 査

比 準or部 分別
部分別評価

現 地調 査

所有者 か らの 申出 等

(周 辺調査・ 一 斉調 査 等)

＜内部 ＞
・間取 り
・各部屋 の仕 上げ
・建具.設備等
＜外部 ＞
・外周.形 状.開 口.軒 高
・基礎.屋■.外 壁 の仕 上げ・建具.設備

・付■ 家 の有 無
・減失家 屋の有 無等

比準坪価

＜比準評 価 ＞

各判 定項 目の分 類選 択

標準家屋 の 選 定

本体 単位当評 点 の算 出

設備評 点 の 算 出

＜ 木造専 用 住宅の場 合＞

屋根(5種 類の分類 か ら選択)外
壁(6種類)和■割 合(8種類)

軒出(5種類)
真 壁 柱(6種類)
和 室の程度(5種類)
洋室の程度(5種 類)
問 取 り(6種類)
建 具(4種 類)規模(

6種 類)

＜木造専 用住宅 の標 準家屋 ＞
Aク ラス(高級 な和 風建築 の家屋)
Bク ラス(程 度が 良い家屋 で.和室 の多 い家 屋)
C1ク ラス(程 度が 良い家屋 で.和室 の少 ない 家屋)
C2ク ラス(程 度がやや 良い家 屋で.和室 の少 ない 家屋)
Dク ラス(晋■ の程度 が一般 的 な家屋)
Fク ラス(普■ の程度 がや や劣 る家 屋)
G1ク ラス(程 度が 艮い 家屋で.2×4工 法の 家屋等)
G2ク ラス(程 度 がやや 良い家 屋で.2×4工 法の家屋等)
G3ク ラス(程 度 が一般 的な家 屋で.2×4工 法の家 屋等)

＜計 算 式＞

標準家 屋本 体
建 位 当評 点 格 楚 率 × 総 合補 正

＜部 分別 坪価 ＞

部分別評点の付設(単
位 当)

本体単位当評点の算出

本 体評 点 の 算 出

設備 評 点 の 算 出

再建築費評 点 の算出

＜木造 専用 住宅の 場合 ＞
基礎(13種 頗 の評 点項 且よ り選択 及び4項 目の 補正)

部分 別 単位 当評 点 を 合計

＜計算 式 〉

本体準位当評点 延床面風

①準合評価…設備別に単位当評点を付設②
個別評価…設備別に評点を付設
③計算

総合 評 価 の
単位当評点合計

× 延床面積 ÷ 個別評 価 の
評 点 合 計

注1

再 建設費 評 点 の 算 出

評価額の 算 出

注2

*総合補 正は，判 定項 目以外で特 に必 要な場 合 に
限り，＝10%の範囲 内で補 正す る。

*注1及び注2は，部 分別評 価 と同 じ。

評 価額 の 算 出 ＜計算式 ＞

本体評 点 建設合計評点

×

外壁(60種 類5項 目)
柱(95種 類3項 目)

建具(18種 類3項 目)
造作(真 屋柱 ・建具評点 よ り造作 評点 を算 出 し程度 の補 正)
天井(77種 類 の評点 項 目よ り び

内壁(71種 類4項 目)

屋根(50種 類6項 目)

2項 目の補 正)

床構造(5種 類2項 目)
床 仕 上げ(76種 類2項 目)
その 他工事(5種 類2項 目)

+

(納 税逆 知書同 封ハ ガキ等)
＜比準評価対 象家屋 ＞



調 査 家 屋1

＜外観写 真 ＞

＜聞 取 り図 ＞

1階

＜床 面 積 ＞

LDK

洗

浴

和6

WC

玄

2階

和6

WC

洋

ベ ラ ン ダ

和6

1階:47.20㎡2階:43.06㎡ 合 計:90.26㎡

Dク ラス 本体単 立当再建築 費評点数71.200点 *ユ ニットバス使用の場合 69，900点

補
正

項

目

A

判 定 項 目

屋根

外壁

和室割合

日本瓦(上)程 度

+13

モルタル系

60～80%

+10

90㎝程度以上

格壁率

1類

十4

日本瓦(■薬)程 度

50～60%

+8

+3

2類

+3

3類

+1

40～50%

60㎝ 程度

+6

日本瓦(塩 焼)程度

+1

サイディング系

30～40%

+4

45㎝程度

20～30%

+2

1類

+2

10～20%

15～30㎝程度 以下

2類

0

セメント瓦程度

1～10%

-2

なし

-1

3類

軒出

補

正

項

目

P

真壁 柱

居
室

の
程

度

和 室

洋 室

間 取 り

建 具

規模

(延床面積)

+3

桧(上)12㎝程度
+4
(+2)

1類
+10

4.5畳 未満

+4

(+5)

1類

+6

+2

+3
(+1)

2類
十5
(+2)

4.5～5.5畳程 度

1類

+6

50～60㎡

+3

+3

2類

+3

60～70㎡

+2

0

桧(中)10.5㎝程 度
+1

(0)

3類
+2

(+1)

5.5～6.5畳程 度

+2

2類

+3

70～80㎡

+1

3類

-1

集成材桧(中)10.5㎝程度
0
(0)

4類

4類

-2

6.5～7.5畳 程度

80～120㎡

3類

桧(■)程度
-2
(-1)

5類

5類

-4

7.5～8.5畳程 度

-2

120～150㎡

-1

-2

-5
(-2)

8.5畳 以 上

4類

-2

-4

150～200㎡

-2

※和室割合が20%来 漁の場合は()内 の格差率とする。

0

0

-1

0

0
(0)

0

0

0

-9

(-1)

0

＜分類 ＞
1屋根

分 類 該 当 す る 資 材(例)

日本瓦(上)程度 日本瓦(上)

瓦(■薬)程 度 日本瓦(■薬)，日本瓦(中).洋風 瓦(■薬)

瓦(塩 焼)程 度 日本瓦(塩焼)，洋風瓦(塩焼)，ステンレス(亙棒)

カラーペイスト程度 カラーベスト

セメント瓦 屋度 セイント瓦(着色)，日本瓦(並)，カラー■板(瓦棒)

2外壁

分 類 該 当 す る資 材(例)

モルタル系1類モルタルダシン，モルタルこて(加算 陶磁器質状エポキシ吹付)

モルタル系2類 モルタルこて(加 算 陶磁器セメント，ペンキ上，厚付セメント)

モルタル系3類

サイディング1類フシキシブル板(加算陶 磁器■状エポキシ吹付)

サイディング2類 )サイディング，フレキシブル板(加算陶磁器セメ ント，ペンキ上，吹付セメント)

3類 板(加算アクリル吹付)

3真 壁柱

分 類 該 当 す る 資 材(例)

桧(上)12.0㎝程度 桧(上)12.0㎝集成材桧(上)12.0㎝

桧(上)10.5㎝ 程度 桧(上)10.5㎝集成材桧(上)10.5㎝

桧(中)10.5㎝程度

桧(下)10.5㎝程 度 絵(下)10.5㎝10.0㎝

4居 室の程度(和 室)

分 類

1類

2類

3類

4類

5類

該当 す る 資材(例)

天 井

和風二重(上)

和風二重(中)

和風一重(上)

和風一重(中)

和風一重(中)
和風一重(並)

内壁

繊維壁砂状(上)

繊維壁砂状(上)

繊維壁砂伏(上)

繊維壁砂伏(並)

合成樹脂壁紙(中)
繊維壁砂伏(並)

床

畳(上)

畳(上)

畳(上)

(中)

畳(中)
(並)

5居 室の程度(洋 室)

分 類

1類

該当 す る 資 材(例)

天 井

合成樹脂壁紙(上)

2類

3類

4類

合成樹脂壁紙(中)

合成樹脂壁紙(中)

合成樹脂壁紙(並)

5類 石膏ボード

内壁

合成樹脂壁紙(上)

合成樹脂壁紙(中)

合成樹脂壁紙(中)

合成樹脂壁紙(並)

合成樹脂壁紙(並)

床

単板張合坂(上)
じゅうたん(上)

フローリング(なら)
じゅうたん(中)

単板張合板(並)
じゅうたん(並)

単板張合板(並)

軟質クッションフロア

6建 具

分 類 該当 す る 資 材(例)

1類 カラーサ ッシュ(上)

2類 カラーサッシュ(上)と(中)の混在(上 と中の中中間程度)

3類 カラーサッシュ(中)

4類 カラーサッ シュ(並)

程度カラーペ スト

サイディング フレキシブル

畳

畳

モルタルこて(加算 アクリル吹付)

じゅうたん(並)

桧(下)程度

桧(中)10.5㎝、10.0cm

集成材桧(中)10.5cm程度

桧(並)10.5cm程 度

集成材検(中)10.5cm 10.0㎝

桧(並)10.5㎝10.0㎝桧(並下)10.5㎝

桧(上)10.5cm程 度



＜ 比 準 評 価 計算 ＞

判定 項 目 標 準家屋 比準家屋 格 差率

目

正

A

屋根

外壁

和室割合

ヵラ ーベ ス ト程度

サイディング2類

10～20%

カラーベ ス ト程度

サイディング2類

30～40%

0

0

4 1.04

評 出 45㎝ 程度 45㎝ 程度 0

補
正

B

居

室

和 室

洋 室

間 取り

建 具

集成材 桧(中)10.5㎝

4類

3類

6.5～7.5畳

3類

集成材桧(中)10.5㎝

4類

3類

6.5～7.5量

3類

0

0

0

0

0

規模 80～120㎡ 80～120㎡ 0 1.00

総合 補 正 0 1.00

本 体単 位 当 評 点
標準家屋 補正A 補正B 総合補正

74，048
71，200×1.04×1.00×1.00

本 体 評 点

総合方式(中) 補正

74，048×90.26(床 面堰積)

床面積 評 点 数

6，683，572

総合評価

建

賃
設
備

個別評価

4，180×1.0×90.26

評 点 項 目

給湯瞬間湯沸器
洋風便器 洗浄装置■
洋風便器 洗浄装置付
洗面 化粧台
浴槽人工大理石
ベランダ 屋根■(中)
キッチンユニッ ト フー ド付幅2.7m

橘 正

1.0
1.0
1.0
1.0
1.0
1.0
1.2

単位

1
1
1
1
1
2
1

377.286

評 点 数

94，900
49，300

143，600

79，800

149，300

40，600

334，320

再 建築費 評 点

1，259、106

7，952，678

1階 床面種47.20㎡
経 年減 点 補 正 係 数 0.80

2階 床面種43.06㎡
基準 評 点 6，362.142

合計床面積 90.26㎡
評 価額 6.680，249

真壁 柱

＜ 部 分 別 坪 価 計 算 ＞

仕 上 け 資 材 補 正 相乗補正 部分別評点数

基礎 布 コン有筋独立■100%
60×15㎝

平面1.0規 積1.10

種 度1.05面 積0.52 0.60

屋根 カラーベス ト100%
形 式1.0勾 配1.0

軒出1.0下 屋1.0、

程 度1.0面 積0.52 0.52 6.292

外 盤
フレキシブル板100%.
ペ ンキ 上(加)100%

断熱 材(加)100%

平 面1.0規模1.0
.開口1.0軒 高1.0

程度1.0 1.00 8.010

柱 真壁:集成 材桧(中)10.5㎝35%
大壁:杉3m10.5㎝65%

本数1.0長 さ1.0

程度1.0 1.00 7.9７6

建 具 アルミ薄色(中)100%
玄関 ユニッ ト(中)1■%

畳1.0

程度1.0 1.00 8.980

造 作 一般 程度1.0 1.00. 4.365

天 井

合成 樹脂壁紙(中)46%
和風天井一重(中)35%
合成 樹脂壁紙(並)8%
合成 ラワン8%
合威樹脂板3%
断熱材(加)48%

畳1.0

程度1.0

1.00 6.376

内壁

合成 樹脂壁紙(中)4.6%
繊維壁 砂状(並)35%
合成 樹脂壁紙(並)8%
合板 ラワン8%
角タ イル(並)3%

間仕 切1.0
開口1.0

長 さ1.0

程度1.0

1.00 13.292

床組
叩き床6%
束立床46%
2階 床和風48%

畳1.0

程度1.0

1.00

3.887

床仕上

合板単坂張(並)43%畳(中)
33%

クッショ ンフロ ア(軟質)8%
合板 ラワン8%
クリ ンカータ イル(叩)3%
モザ イク タイル(叩)3%■
甲板張(並)2%
断熱材(加)46%

畳1.0

程度1.0

1.00

5.248

その他
工 事

中100% 畳1.0

1.00
5.160

本 体単位 当評 点 ７4.020

本 体 評 点 74.020×90.26(床 面積) 6.681.045

建
築
設
備

総合評価
総合方式(中) 床面積

4.180×1.0×90.26

評 点 数

377.286

評 点 項 目 補 正 準位 評 点 数

給湯 瞬間湯沸器 1.0 1 94.900
洋風便器 洗浄装置無 1.0 1 49.300

個別評価 洋風便器 洗浄装置付 1.0 143.600
洗面化粧台 1.0 1 79.800
浴槽人工大理石 1.0 1 149.300
ベランダ 屋根無(中) 1.0 2 40.600
キ ッチンユニット フー ド付 幅2.7m 1.2 1 334.320 1.269.106

7.950.151
1階 床面積47.20㎡

屋 年減 点補 正 係 数 0.80
2階 床面積43.06㎡

6.360.120
合計床面積90.26㎡

評 価 額 6.678.126

補正

1

再 建 築 費 評 点

基 準 評 点

4，434




